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目 次

公 告

告 示
件名：区営土地改良事業計画変更の適当の決定

（定型農計11）村づくり計画課

沖縄県告示第212号

土地改良法（昭和24年法律第195号）第48条第９項において準用する同法第８条第１項の規定により、久

志真土地改良区から申請のあった久志地区土地改良事業（農業用用排水施設・農用地保全）計画の変更につ

いて、平成28年３月23日その申請を適当と決定した。

なお、関係書類を次のとおり縦覧に供する。

平成28年４月８日

沖縄県知事 翁 長 雄 志

１ 縦覧に供する書類 土地改良事業変更計画書及び定款の写し

２ 縦覧に供する期間 平成28年４月11日から同年５月12日まで

３ 縦覧に供する場所 名護市役所

４ その他 この告示に係る決定に対して異議がある者は、縦覧期間満了の日の翌日から起算して15日以内

に知事に申し出ることができる。
（案１）

件名：知事の職務代理者

公告

（定型知秘１）秘 書 課

この度本職は、海外へ出張するので、平成28年４月10日から同月13日までの間における本職の職務は、地

方自治法（昭和22年法律第67号）第152条第１項の規定により、沖縄県副知事浦崎唯昭が代理する。

平成28年４月８日

沖縄県知事 翁 長 雄 志
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（案１）

件名：知事の職務代理者

公告

（定型知秘１）秘 書 課

この度本職は、海外へ出張するので、平成28年４月10日から同月13日までの間における本職の職務は、地

方自治法（昭和22年法律第67号）第152条第１項の規定により、沖縄県副知事浦崎唯昭が代理する。

平成28年４月８日

沖縄県知事 翁 長 雄 志

（案）

件名：予算の公表

（財政課）

公告

地方自治法（昭和22年法律第67号）第219条第２項の規定により、平成28年３月28日県議会の議決を経た

平成28年度沖縄県一般会計予算、平成28年度沖縄県特別会計予算及び平成28年度沖縄県企業会計予算の要領

を別冊のとおり公表する。

平成28年４月８日

沖縄県知事 翁 長 雄 志件名：特定非営利活動法人の定款変更の認証申請

（定型子消２）子ども生活福祉部消費・くらし安全課

公 告

特定非営利活動促進法（平成10年法律第７号）第25条第４項の規定により、次のとおり特定非営利活動法

人の定款変更認証申請があった。

なお、関係書類は、沖縄県子ども生活福祉部消費・くらし安全課において、平成28年５月29日まで縦覧に

供する。

平成28年４月８日

沖縄県知事 翁 長 雄 志

１ 申請のあった年月日 平成28年３月30日

２ 申請に係る特定非営利活動法人の名称 特定非営利活動法人文化経済フォーラム

３ 代表者の氏名 具志堅勝也

４ 主たる事務所の所在地 沖縄県中頭郡西原町字翁長454番地の17

５ 定款に記載された目的 この法人は、文化と経済が接合した心豊かな社会の実現を目指す。広く一般社

会人及び青少年を対象として、文化経済に関する政策提案型の調査・研究・実践等の事業及び活動を通じ

て生涯教育、後継者育成、生きがいの創出、地域振興、環境保護、文化芸術活動等に寄与し、以て、社会

貢献に資することを目的とする。

○大規模小売店舗の変更の届出 定 型 商 国 ２

中小企業支援課

公告

大規模小売店舗立地法（平成10年法律第91号）第６条第１項の規定により、次のとおり変更の届出があっ

た。

なお、関係書類は、平成28年４月８日から同年８月８日までの間、沖縄県商工労働部中小企業支援課及び

那覇市経済観光部商工農水課において縦覧に供する。

平成28年４月８日

沖縄県知事 翁 長 雄 志

１ 大規模小売店舗の名称及び所在地 ダイレックス津嘉山店 那覇市字仲井真東オフリー原374番１及び

375番１

２ 大規模小売店舗を設置する者の名称及び住所並びに代表者の氏名 ダイレックス株式会社 佐賀県佐賀

市高木瀬町大字長瀬930番地 代表取締役 貞方宏司

３ 届出年月日 平成28年３月17日

４ 変更した事項

⑴ 当該大規模小売店舗を設置する者の代表者の氏名

変更前 代表取締役 大嶌秀昭

変更後 代表取締役 貞方宏司

⑵ 当該大規模小売店舗において小売業を行う者の代表者の氏名

変更前 代表取締役 大嶌秀昭

変更後 代表取締役 貞方宏司

５ 変更の年月日 平成26年６月24日

６ 意見書の提出方法及び提出期限

⑴ 大規模小売店舗立地法第８条第２項の規定により、当該大規模小売店舗の周辺の地域の生活環境の保

持の見地から配慮すべき事項について意見を有する者は、知事に意見書を提出することができる。

⑵ 意見書は、縦覧期間満了の日までに、意見の要旨及びその理由並びに住所及び氏名を記載して沖縄県

商工労働部中小企業支援課に提出すること。
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（定 型 商 国 ３）中小企業支援課

大規模小売店舗立地法（平成10年法律第91号）第６条第２項の規定により、次のとおり変更の届出があっ

た。

なお、関係書類は、平成28年４月８日から同年８月８日までの間、沖縄県商工労働部中小企業支援課及び

那覇市経済観光部商工農水課において縦覧に供する。

平成28年４月８日

沖縄県知事 翁 長 雄 志

１ 大規模小売店舗の名称及び所在地 ダイレックス津嘉山店 那覇市字仲井真東オフリー原374番１及び

375番１

２ 大規模小売店舗を設置する者の名称及び住所並びに代表者の氏名 ダイレックス株式会社 佐賀県佐賀

市高木瀬町大字長瀬930番地 代表取締役 貞方宏司

３ 届出年月日 平成28年３月17日

４ 変更しようとする事項 駐車場の位置及び収容台数

変更前 位置 次の図のとおり、収容台数 72台

変更後 位置 次の図のとおり、収容台数 66台

（「次の図」は、省略し、沖縄県商工労働部中小企業支援課及び那覇市経済観光部商工農水課において

縦覧に供する。）

５ 変更する年月日 平成28年11月18日

６ 意見書の提出方法及び提出期限

⑴ 大規模小売店舗立地法第８条第２項の規定により、当該大規模小売店舗の周辺の地域の生活環境の保

持の見地から配慮すべき事項について意見を有する者は、知事に意見書を提出することができる。

⑵ 意見書は、縦覧期間満了の日までに、意見の要旨及びその理由並びに住所及び氏名を記載して沖縄県

商工労働部中小企業支援課に提出すること。港湾隣接地域を指定することについての公聴会の開催

定型土港１（港湾課）

港湾法（昭和25年法律第218号）第37条の２第２項の規定により、港湾隣接地域を指定することについて

次のとおり公聴会を開催する。

平成28年４月８日

中城湾港港湾管理者 沖縄県

代表者 沖縄県知事 翁 長 雄 志

１ 日時 平成28年４月18日 午前10時開始

２ 場所 川田公民館 うるま市字川田259番地

３ 指定しようとする地域 中城湾港川田地区 基点１と基点１から180度00分00秒に引いた線と水際線が

交差する点を結ぶ線、基点１から基点26までを順次直線で結んだ線、基点26と基点26から239度36分59秒

に引いた線と水際線が交差する点を結ぶ線及び水際線により囲まれた陸域

基点１ 三等三角点（儀２）古謝（北緯26度20分33秒6752、東経127度49分55秒9992）から85度09分17

秒3,005.347メートルの地点

基点２ 基点１から102度53分16秒10.926メートルの地点

基点３ 基点２から102度13分12秒5.013メートルの地点

基点４ 基点３から107度20分12秒5.081メートルの地点

基点５ 基点４から136度24分34秒88.309メートルの地点

基点６ 基点５から163度29分03秒2.512メートルの地点

基点７ 基点６から136度43分00秒3.611メートルの地点

基点８ 基点７から135度53分06秒67.196メートルの地点

基点９ 基点８から135度32分13秒42.630メートルの地点

基点10 基点９から122度50分49秒6.069メートルの地点

基点11 基点10から56度47分50秒99.673メートルの地点

基点12 基点11から86度28分18秒15.096メートルの地点

基点13 基点12から116度46分55秒6.383メートルの地点

基点14 基点13から140度14分19秒15.962メートルの地点

基点15 基点14から152度13分15秒24.460メートルの地点

基点16 基点15から147度41分42秒40.954メートルの地点

基点17 基点16から147度55分16秒60.067メートルの地点

基点18 基点17から154度15分13秒5.071メートルの地点

基点19 基点18から148度01分08秒24.672メートルの地点

基点20 基点19から147度56分31秒22.407メートルの地点

基点21 基点20から147度42分07秒13.234メートルの地点

基点22 基点21から148度02分39秒14.809メートルの地点

基点23 基点22から149度00分46秒14.321メートルの地点

基点24 基点23から151度14分35秒14.371メートルの地点

基点25 基点24から150度31分01秒16.752メートルの地点

基点26 基点25から149度37分15秒19.536メートルの地点

４ 意見の申出の方法及び提出期限 指定しようとする地域に関し利害関係を有する者で、公聴会に出席し

て意見を述べようとするものは、平成28年４月14日までに、意見の要旨、住所及び氏名を記載した書面を

沖縄県土木建築部港湾課に提出すること。



公　　　　報

4

平成28年４月８日　金曜日 第4435号

港湾隣接地域を指定することについての公聴会の開催

定型土港１（港湾課）

港湾法（昭和25年法律第218号）第37条の２第２項の規定により、港湾隣接地域を指定することについて

次のとおり公聴会を開催する。

平成28年４月８日

中城湾港港湾管理者 沖縄県

代表者 沖縄県知事 翁 長 雄 志

１ 日時 平成28年４月18日 午前10時開始

２ 場所 川田公民館 うるま市字川田259番地

３ 指定しようとする地域 中城湾港川田地区 基点１と基点１から180度00分00秒に引いた線と水際線が

交差する点を結ぶ線、基点１から基点26までを順次直線で結んだ線、基点26と基点26から239度36分59秒

に引いた線と水際線が交差する点を結ぶ線及び水際線により囲まれた陸域

基点１ 三等三角点（儀２）古謝（北緯26度20分33秒6752、東経127度49分55秒9992）から85度09分17

秒3,005.347メートルの地点

基点２ 基点１から102度53分16秒10.926メートルの地点

基点３ 基点２から102度13分12秒5.013メートルの地点

基点４ 基点３から107度20分12秒5.081メートルの地点

基点５ 基点４から136度24分34秒88.309メートルの地点

基点６ 基点５から163度29分03秒2.512メートルの地点

基点７ 基点６から136度43分00秒3.611メートルの地点

基点８ 基点７から135度53分06秒67.196メートルの地点

基点９ 基点８から135度32分13秒42.630メートルの地点

基点10 基点９から122度50分49秒6.069メートルの地点

基点11 基点10から56度47分50秒99.673メートルの地点

基点12 基点11から86度28分18秒15.096メートルの地点

基点13 基点12から116度46分55秒6.383メートルの地点

基点14 基点13から140度14分19秒15.962メートルの地点

基点15 基点14から152度13分15秒24.460メートルの地点

基点16 基点15から147度41分42秒40.954メートルの地点

基点17 基点16から147度55分16秒60.067メートルの地点

基点18 基点17から154度15分13秒5.071メートルの地点

基点19 基点18から148度01分08秒24.672メートルの地点

基点20 基点19から147度56分31秒22.407メートルの地点

基点21 基点20から147度42分07秒13.234メートルの地点

基点22 基点21から148度02分39秒14.809メートルの地点

基点23 基点22から149度00分46秒14.321メートルの地点

基点24 基点23から151度14分35秒14.371メートルの地点

基点25 基点24から150度31分01秒16.752メートルの地点

基点26 基点25から149度37分15秒19.536メートルの地点

４ 意見の申出の方法及び提出期限 指定しようとする地域に関し利害関係を有する者で、公聴会に出席し

て意見を述べようとするものは、平成28年４月14日までに、意見の要旨、住所及び氏名を記載した書面を

沖縄県土木建築部港湾課に提出すること。
件名：市決定に係る都市計画の変更の図書の縦覧

公 告 （定型土都10） 都市計画・モノレール課

都市計画法（昭和43年法律第100号）第21条第２項において準用する同法第20条第２項の規定により、那

覇市から送付のあった那覇広域都市計画道路の変更に係る図書の写しを次のとおり縦覧に供する。

平成28年４月８日

沖縄県知事 翁 長 雄 志

１ 都市計画の名称 ３・５・那22号古波蔵上線

２ 縦覧場所 沖縄県土木建築部都市計画・モノレール課件名：市決定に係る都市計画の変更の図書の縦覧

公 告 （定型土都10） 都市計画・モノレール課

都市計画法（昭和43年法律第100号）第21条第２項において準用する同法第20条第２項の規定により、豊

見城市から送付のあった那覇広域都市計画用途地域の変更に係る図書の写しを次のとおり縦覧に供する。

平成28年４月８日

沖縄県知事 翁 長 雄 志

１ 都市計画の名称 ３・２・10号豊見城中央線沿線

２ 縦覧場所 沖縄県土木建築部都市計画・モノレール課件名：市決定に係る都市計画の変更の図書の縦覧

公 告 （定型土都10） 都市計画・モノレール課

都市計画法（昭和43年法律第100号）第21条第２項において準用する同法第20条第２項の規定により、豊

見城市から送付のあった那覇広域都市計画防火地域及び準防火地域の変更に係る図書の写しを次のとおり縦

覧に供する。

平成28年４月８日

沖縄県知事 翁 長 雄 志

１ 都市計画の名称 ３・２・10号豊見城中央線沿線

２ 縦覧場所 沖縄県土木建築部都市計画・モノレール課
件名：市決定に係る都市計画の変更の図書の縦覧

公 告 （定型土都10） 都市計画・モノレール課

都市計画法（昭和43年法律第100号）第21条第２項において準用する同法第20条第２項の規定により、豊

見城市から送付のあった那覇広域都市計画道路の変更に係る図書の写しを次のとおり縦覧に供する。

平成28年４月８日

沖縄県知事 翁 長 雄 志

１ 都市計画の名称 ３・４・１号饒波川線

２ 縦覧場所 沖縄県土木建築部都市計画・モノレール課
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件名：市決定に係る都市計画の変更の図書の縦覧

公 告 （定型土都10） 都市計画・モノレール課

都市計画法（昭和43年法律第100号）第21条第２項において準用する同法第20条第２項の規定により、豊

見城市から送付のあった那覇広域都市計画地区計画の変更に係る図書の写しを次のとおり縦覧に供する。

平成28年４月８日

沖縄県知事 翁 長 雄 志

１ 都市計画の名称 宜保地区地区計画

２ 縦覧場所 沖縄県土木建築部都市計画・モノレール課件名：開発行為に関する工事の完了

（定型土建18）建築指導課

都市計画法（昭和43年法律第100号）第36条第２項の規定により、次の開発行為に関する工事が完了した

ので、検査済証を交付した。

平成28年４月８日

沖縄県知事 翁 長 雄 志

１ 開発許可年月日及び指令番号 平成26年８月８日 沖縄県指令土第942号、平成27年11月12日 沖縄県

指令土第885号（変更）

２ 開発区域に含まれる地域の名称 大宜味村字塩屋念蒲1306番６ほか２筆（３工区）

３ 公共施設 なし

４ 開発許可を受けた者の所在地及び名称 大宜味村字大兼久157番地 大宜味村長 宮城功光

５ 検査済証番号 平成28年３月24日 第4285号

６ 工事完了年月日 平成28年３月３日
件名：開発行為に関する工事の完了

（定型土建18）建築指導課

都市計画法（昭和43年法律第100号）第36条第２項の規定により、次の開発行為に関する工事が完了した

ので、検査済証を交付した。

平成28年４月８日

沖縄県知事 翁 長 雄 志

１ 開発許可年月日及び指令番号 平成27年２月９日 沖縄県指令土第96号、平成27年４月７日 沖縄県指

令土第529号（変更）、平成28年３月８日 沖縄県指令土第179号（変更）

２ 開発区域に含まれる地域の名称 南風原町字新川538番ほか11筆

３ 公共施設の種類、位置及び区域

⑴ 種類 防火水槽

⑵ 位置及び区域 次の図のとおり

（「次の図」は、省略し、その図面及び関係書類を沖縄県土木建築部建築指導課において縦覧に供す

る。）

４ 開発許可を受けた者の所在地及び名称 南風原町字新川470番地１ 社会福祉法人千尋会 理事長 橋

本俊三

５ 検査済証番号 平成28年３月24日 第4286号

６ 工事完了年月日 平成28年３月３日
件名：開発行為に関する工事の完了

（定型土建18）建築指導課

都市計画法（昭和43年法律第100号）第36条第２項の規定により、次の開発行為に関する工事が完了した

ので、検査済証を交付した。

平成28年４月８日

沖縄県知事 翁 長 雄 志

１ 開発許可年月日及び指令番号 平成27年６月19日 沖縄県指令土第627号

２ 開発区域に含まれる地域の名称 豊見城市字饒波17番

３ 公共施設 なし

４ 開発許可を受けた者の住所及び氏名 豊見城市字高安1096番地１眞マンション207号 座安正也

５ 検査済証番号 平成28年３月28日 第4287号

６ 工事完了年月日 平成28年３月13日
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平成28年４月８日　金曜日 第4435号

件名：開発行為に関する工事の完了

（定型土建18）建築指導課

都市計画法（昭和43年法律第100号）第36条第２項の規定により、次の開発行為に関する工事が完了した

ので、検査済証を交付した。

平成28年４月８日

沖縄県知事 翁 長 雄 志

１ 開発許可年月日及び指令番号 平成26年３月３日 沖縄県指令土第134号

２ 開発区域に含まれる地域の名称 豊見城市字座安若知花原132番１

３ 公共施設 なし

４ 開発許可を受けた者の住所及び氏名 那覇市具志３丁目32番23号 上原真章

５ 検査済証番号 平成28年３月29日 第4288号

６ 工事完了年月日 平成28年３月７日
件名：開発行為に関する工事の完了

（定型土建18）建築指導課

都市計画法（昭和43年法律第100号）第36条第２項の規定により、次の開発行為に関する工事が完了した

ので、検査済証を交付した。

平成28年４月８日

沖縄県知事 翁 長 雄 志

１ 開発許可年月日及び指令番号 平成27年６月２日 沖縄県指令土第589号

２ 開発区域に含まれる地域の名称 八重瀬町字当銘187番２

３ 公共施設 なし

４ 開発許可を受けた者の住所及び氏名 八重瀬町字伊覇304番地ファミリーマンションＮ．Ｓ３－Ｂ号室

永山享

５ 検査済証番号 平成28年３月29日 第4289号

６ 工事完了年月日 平成28年３月11日件名：開発行為に関する工事の完了

（定型土建18）建築指導課

都市計画法（昭和43年法律第100号）第36条第２項の規定により、次の開発行為に関する工事が完了した

ので、検査済証を交付した。

平成28年４月８日

沖縄県知事 翁 長 雄 志

１ 開発許可年月日及び指令番号 平成25年６月７日 沖縄県指令土第786号、平成26年２月17日 沖縄県

指令土第92号（変更）、平成26年８月20日 沖縄県指令土第967号（変更）、平成27年３月18日 沖縄県

指令土第420号（変更）、平成27年３月25日 沖縄県指令土第464号（変更）、平成28年２月24日 沖縄県

指令土第108号（変更）、平成28年３月30日 沖縄県指令土第285号（変更）

２ 開発区域に含まれる地域の名称 名護市字名護4607番１ほか２筆（５工区及び６工区）

３ 公共施設 なし

４ 開発許可を受けた者の所在地及び名称 名護市港一丁目１番１号 名護市長 稲嶺進

５ 検査済証番号 平成28年３月30日 第4290号

６ 工事完了年月日 平成28年１月29日件名：開発行為に関する工事の完了

（定型土建18）建築指導課

都市計画法（昭和43年法律第100号）第36条第２項の規定により、次の開発行為に関する工事が完了した

ので、検査済証を交付した。

平成28年４月８日

沖縄県南部土木事務所長 嶺 井 秋 夫

１ 開発許可年月日及び指令番号 平成26年11月７日 沖縄県指令南土第1189号

２ 開発区域に含まれる地域の名称 豊見城市字瀬長49番14

３ 公共施設 なし

４ 開発許可を受けた者の住所及び氏名 豊見城市字豊見城493番地３センチュリー21Ⅱ405号 津波英幸

５ 検査済証番号 平成28年２月15日 Ｎ第633号

６ 工事完了年月日 平成28年１月25日
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平成28年４月８日　金曜日 第4435号件名：開発行為に関する工事の完了

（定型土建18）建築指導課

都市計画法（昭和43年法律第100号）第36条第２項の規定により、次の開発行為に関する工事が完了した

ので、検査済証を交付した。

平成28年４月８日

沖縄県南部土木事務所長 嶺 井 秋 夫

１ 開発許可年月日及び指令番号 平成27年３月２日 沖縄県指令南土第193号、平成28年２月18日 沖縄

県指令南土第154号（変更）

２ 開発区域に含まれる地域の名称 南城市大里字稲嶺長升原1831番１ほか４筆

３ 公共施設 なし

４ 開発許可を受けた者の所在地及び名称 那覇市字上間205番地１ 株式会社ランバーランド 代表取締

役 平良哲哉

５ 検査済証番号 平成28年２月23日 Ｎ第634号

６ 工事完了年月日 平成28年１月20日件名：開発行為に関する工事の完了

（定型土建18）建築指導課

都市計画法（昭和43年法律第100号）第36条第２項の規定により、次の開発行為に関する工事が完了した

ので、検査済証を交付した。

平成28年４月８日

沖縄県南部土木事務所長 嶺 井 秋 夫

１ 開発許可年月日及び指令番号 平成25年10月25日 沖縄県指令南土第1326号

２ 開発区域に含まれる地域の名称 南風原町字宮平世星原790番６、790番９及び796番21

３ 公共施設 なし

４ 開発許可を受けた者の住所及び氏名 浦添市西原四丁目30番７号サンヴィレッジ浦西301号 宮平義胤

５ 検査済証番号 平成28年２月29日 Ｎ第635号

６ 工事完了年月日 平成28年２月15日件名：開発行為に関する工事の完了

（定型土建18）建築指導課

都市計画法（昭和43年法律第100号）第36条第２項の規定により、次の開発行為に関する工事が完了した

ので、検査済証を交付した。

平成28年４月８日

沖縄県南部土木事務所長 嶺 井 秋 夫

１ 開発許可年月日及び指令番号 平成27年３月27日 沖縄県指令南土第378号

２ 開発区域に含まれる地域の名称 八重瀬町字当銘38番１

３ 公共施設 なし

４ 開発許可を受けた者の住所及び氏名 浦添市安波茶一丁目53番13号幸福アパート302 長嶺智彰、浦添

市安波茶一丁目53番13号幸福アパート302 長嶺沙慧子

５ 検査済証番号 平成28年２月29日 Ｎ第636号

６ 工事完了年月日 平成28年２月６日
件名：開発行為に関する工事の完了

（定型土建18）建築指導課

都市計画法（昭和43年法律第100号）第36条第２項の規定により、次の開発行為に関する工事が完了した

ので、検査済証を交付した。

平成28年４月８日

沖縄県南部土木事務所長 嶺 井 秋 夫

１ 開発許可年月日及び指令番号 平成27年１月８日 沖縄県指令南土第５号

２ 開発区域に含まれる地域の名称 南城市大里字仲間480番１ほか３筆

３ 公共施設 なし

４ 開発許可を受けた者の所在地及び名称 南風原町字津嘉山1687番地１ 株式会社東商会 代表取締役社

長 玉城寛

５ 検査済証番号 平成28年２月29日 Ｎ第637号

６ 工事完了年月日 平成28年２月13日
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平成28年４月８日　金曜日 第4435号

件名：開発行為に関する工事の完了

（定型土建18）建築指導課

都市計画法（昭和43年法律第100号）第36条第２項の規定により、次の開発行為に関する工事が完了した

ので、検査済証を交付した。

平成28年４月８日

沖縄県南部土木事務所長 嶺 井 秋 夫

１ 開発許可年月日及び指令番号 平成27年１月８日 沖縄県指令南土第５号

２ 開発区域に含まれる地域の名称 南城市大里字仲間480番１ほか３筆

３ 公共施設 なし

４ 開発許可を受けた者の所在地及び名称 南風原町字津嘉山1687番地１ 株式会社東商会 代表取締役社

長 玉城寛

５ 検査済証番号 平成28年２月29日 Ｎ第637号

６ 工事完了年月日 平成28年２月13日
件名：開発行為に関する工事の完了

（定型土建18）建築指導課

都市計画法（昭和43年法律第100号）第36条第２項の規定により、次の開発行為に関する工事が完了した

ので、検査済証を交付した。

平成28年４月８日

沖縄県南部土木事務所長 嶺 井 秋 夫

１ 開発許可年月日及び指令番号 平成27年３月13日 沖縄県指令南土第246号

２ 開発区域に含まれる地域の名称 豊見城市字伊良波496番１

３ 公共施設 なし

４ 開発許可を受けた者の住所及び氏名 豊見城市字上田243番１ 新垣吉美

５ 検査済証番号 平成28年３月８日 Ｎ第638号

６ 工事完了年月日 平成28年１月25日

人 事 委 員 会 事 項

沖縄県職員採用試験を次のとおり行います。

平成28年４月８日

沖縄県人事委員会

委員長 玉 城 健

１ 試験区分、採用予定数及び職務内容

種 類 試 験 区 分 採用予定数 職 務 内 容

行 政 Ⅰ 30名程度
知事部局、教育委員会、企業局等の本庁、出先機関等に

おいて、一般行政事務に従事します。

社 会 福 祉 若干名

電 気 若干名

機 械 若干名

土 木 20名程度

建 築 若干名

知事部局、企業局等の本庁、出先機関等において、それ化 学 若干名
ぞれの職種に応じた専門的職務に従事します。

上 級
農 業 若干名

農 業 土 木 若干名

農 芸 化 学 若干名

畜 産 若干名

林 業 若干名

水 産 若干名

病 院 事 務 若干名
病院事業局の県立病院等において、病院経営事務に従事

します。

警察本部、警察署等において、一般事務、指紋等鑑定業
警 察 事 務 若干名 務、犯罪状況分析事務等に従事します。なお、当直や交替

制の勤務を伴うことがあります。

県立学校事務Ⅰ 若干名 県立学校において、学校事務に従事します。

中 級 県立学校事務Ⅱ 若干名
県立学校において、学校図書館事務や学校事務に従事し

ます。

市 町 村 立
10名程度

県内の公立小学校及び中学校において、学校事務に従事
学 校 事 務 します。

一 般 事 務 11名程度 知事部局等において、一般行政事務に従事します。

土 木 若干名
知事部局において、土木に係る専門的職務に従事しま

初 級
す。

農 業 土 木 若干名
知事部局において、農業土木に係る専門的職務に従事し

ます。

警 察 事 務 若干名 上級「警察事務」と同じ。

注１ 受験申込みは、一種類につき一試験区分に限ります。ただし、「中級」と「初級」の重複申込みは

できません。
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平成28年４月８日　金曜日 第4435号

沖縄県職員採用試験を次のとおり行います。

平成28年４月８日

沖縄県人事委員会

委員長 玉 城 健

１ 試験区分、採用予定数及び職務内容

種 類 試 験 区 分 採用予定数 職 務 内 容

行 政 Ⅰ 30名程度
知事部局、教育委員会、企業局等の本庁、出先機関等に

おいて、一般行政事務に従事します。

社 会 福 祉 若干名

電 気 若干名

機 械 若干名

土 木 20名程度

建 築 若干名

知事部局、企業局等の本庁、出先機関等において、それ化 学 若干名
ぞれの職種に応じた専門的職務に従事します。

上 級
農 業 若干名

農 業 土 木 若干名

農 芸 化 学 若干名

畜 産 若干名

林 業 若干名

水 産 若干名

病 院 事 務 若干名
病院事業局の県立病院等において、病院経営事務に従事

します。

警察本部、警察署等において、一般事務、指紋等鑑定業
警 察 事 務 若干名 務、犯罪状況分析事務等に従事します。なお、当直や交替

制の勤務を伴うことがあります。

県立学校事務Ⅰ 若干名 県立学校において、学校事務に従事します。

中 級 県立学校事務Ⅱ 若干名
県立学校において、学校図書館事務や学校事務に従事し

ます。

市 町 村 立
10名程度

県内の公立小学校及び中学校において、学校事務に従事
学 校 事 務 します。

一 般 事 務 11名程度 知事部局等において、一般行政事務に従事します。

土 木 若干名
知事部局において、土木に係る専門的職務に従事しま

初 級
す。

農 業 土 木 若干名
知事部局において、農業土木に係る専門的職務に従事し

ます。

警 察 事 務 若干名 上級「警察事務」と同じ。

注１ 受験申込みは、一種類につき一試験区分に限ります。ただし、「中級」と「初級」の重複申込みは

できません。

２ 試験区分「行政Ⅰ」及び「一般事務」については、点字による受験もできます。点字受験を希望す

る方は、試験地及び試験時間が一部異なるので、受験申込み前に必ず人事委員会事務局までお問い合

わせください。

３ 「行政Ⅰ」、「一般事務」及び「警察事務」については、拡大文字による受験もできます。拡大文

字による受験を希望する方は、受験申込み前に必ず人事委員会事務局までお問い合わせください。

４ 採用予定数については、変更になる場合があります。

５ 試験区分「市町村立学校事務」で採用された方は、沖縄県教育委員会が任命権を持ち、給与を支給

しますが、身分は市町村立学校の属する市町村職員となり、県内市町村立の小学校及び中学校での勤

務となります。

２ 受験資格

⑴ 年齢及び資格

種 類 試 験 区 分 要 件

次のいずれかに該当する者
１ 昭和62年４月２日から平成７年４月１日までに生まれた

上 級 全 試 験 区 分
者（学歴不問）

２ 平成７年４月２日以降に生まれた者で大学を卒業した者
又は平成29年３月までに大学を卒業する見込みの者（人事
委員会が同等の資格があると認める者を含む。）

年 齢

中 級 全 試 験 区 分
平成元年４月２日から平成９年４月１日までに生まれた者

（学歴不問）

平成７年４月２日から平成11年４月１日までに生まれた
初 級 全 試 験 区 分 者。ただし、大学における在学期間が２年を超える者は除

く。

次のいずれかに該当する者
１ 社会福祉士及び介護福祉士法（昭和62年法律第30号）に

上 級 社 会 福 祉
よる社会福祉士の資格を有する者

２ 社会福祉法（昭和26年法律第45号）第19条に規定する社
資 格 会福祉主事の任用資格を有する者又は平成29年３月までに

当該任用資格を取得する見込みの者

図書館法（昭和25年法律第118号）第５条第１項に規定する
中 級 県立学校事務Ⅱ 司書となる資格を有する者又は平成29年３月までに当該資格

を取得する見込みの者

注 大学とは、学校教育法（昭和22年法律第26号）に規定する大学（短期大学を除く。）をいう。

⑵ 国籍条項 日本の国籍を有しない者も受験できます（「警察事務」を除く。）。ただし、日本の国籍

を有しない者は、公権力の行使又は公の意思形成への参画に携わることはできないとする公務員に関す

る基本原則に基づき任用されます。また、採用に当たっては、「就職が制限されない在留資格」である

ことが必要です。

⑶ 欠格事項 地方公務員法（昭和25年法律第261号）第16条に規定する次のいずれかに該当する者は、

受験できません。

ア 成年被後見人又は被保佐人（準禁治産者を含む。）

イ 禁錮以上の刑に処せられ、その執行を終わるまで、又はその執行を受けることがなくなるまでの者

ウ 沖縄県職員として懲戒免職の処分を受け、当該処分の日から２年を経過しない者

エ 日本国憲法施行の日以後において、日本国憲法又はその下に成立した政府を暴力で破壊することを

主張する政党その他の団体を結成し、又はこれに加入した者

３ 試験の日時及び場所

試 験 種 類 日 時 試 験 地

上 級
６月26日（日曜日） 宜野湾市 浦添市 那覇市
９時00分から15時30分まで 宮古島市 石垣市
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２ 試験区分「行政Ⅰ」及び「一般事務」については、点字による受験もできます。点字受験を希望す

る方は、試験地及び試験時間が一部異なるので、受験申込み前に必ず人事委員会事務局までお問い合

わせください。

３ 「行政Ⅰ」、「一般事務」及び「警察事務」については、拡大文字による受験もできます。拡大文

字による受験を希望する方は、受験申込み前に必ず人事委員会事務局までお問い合わせください。

４ 採用予定数については、変更になる場合があります。

５ 試験区分「市町村立学校事務」で採用された方は、沖縄県教育委員会が任命権を持ち、給与を支給

しますが、身分は市町村立学校の属する市町村職員となり、県内市町村立の小学校及び中学校での勤

務となります。

２ 受験資格

⑴ 年齢及び資格

種 類 試 験 区 分 要 件

次のいずれかに該当する者
１ 昭和62年４月２日から平成７年４月１日までに生まれた

上 級 全 試 験 区 分
者（学歴不問）

２ 平成７年４月２日以降に生まれた者で大学を卒業した者
又は平成29年３月までに大学を卒業する見込みの者（人事
委員会が同等の資格があると認める者を含む。）

年 齢

中 級 全 試 験 区 分
平成元年４月２日から平成９年４月１日までに生まれた者

（学歴不問）

平成７年４月２日から平成11年４月１日までに生まれた
初 級 全 試 験 区 分 者。ただし、大学における在学期間が２年を超える者は除

く。

次のいずれかに該当する者
１ 社会福祉士及び介護福祉士法（昭和62年法律第30号）に

上 級 社 会 福 祉
よる社会福祉士の資格を有する者

２ 社会福祉法（昭和26年法律第45号）第19条に規定する社
資 格 会福祉主事の任用資格を有する者又は平成29年３月までに

当該任用資格を取得する見込みの者

図書館法（昭和25年法律第118号）第５条第１項に規定する
中 級 県立学校事務Ⅱ 司書となる資格を有する者又は平成29年３月までに当該資格

を取得する見込みの者

注 大学とは、学校教育法（昭和22年法律第26号）に規定する大学（短期大学を除く。）をいう。

⑵ 国籍条項 日本の国籍を有しない者も受験できます（「警察事務」を除く。）。ただし、日本の国籍

を有しない者は、公権力の行使又は公の意思形成への参画に携わることはできないとする公務員に関す

る基本原則に基づき任用されます。また、採用に当たっては、「就職が制限されない在留資格」である

ことが必要です。

⑶ 欠格事項 地方公務員法（昭和25年法律第261号）第16条に規定する次のいずれかに該当する者は、

受験できません。

ア 成年被後見人又は被保佐人（準禁治産者を含む。）

イ 禁錮以上の刑に処せられ、その執行を終わるまで、又はその執行を受けることがなくなるまでの者

ウ 沖縄県職員として懲戒免職の処分を受け、当該処分の日から２年を経過しない者

エ 日本国憲法施行の日以後において、日本国憲法又はその下に成立した政府を暴力で破壊することを

主張する政党その他の団体を結成し、又はこれに加入した者

３ 試験の日時及び場所

試 験 種 類 日 時 試 験 地

上 級
６月26日（日曜日） 宜野湾市 浦添市 那覇市
９時00分から15時30分まで 宮古島市 石垣市

中 級
９月25日（日曜日） 浦添市 那覇市 宮古島市
９時00分から15時30分まで 石垣市

第１次試験
９月25日（日曜日） 名護市 那覇市 宮古島市
９時00分から12時00分まで（一般事務、警察 石垣市

初 級 事務）
９時00分から15時30分まで（土木、農業土
木）

上 級
７月下旬から８月下旬までを予定していますが、試験の日時、試験会場等

については、第１次試験合格者に直接通知します。
第２次試験

中 級 10月下旬から11月中旬までを予定していますが、試験の日時、試験会場等
初 級 については、第１次試験合格者に直接通知します。

注 第１次試験の試験地は、申込み後変更する場合がありますので、試験地及び試験会場は受験申込み後

に沖縄県人事委員会から交付される受験票で確認してください。

４ 試験の方法、配点等

試験は、第１次試験、第２次試験及び資格調査とし、第２次試験は第１次試験合格者について行います。

種 類 試 験
試験種目

内 容（配点）

教養試験 公務員として必要な一般的な知識及び知能についての択一式（50

第１次
（100） 問）による大学卒業程度の筆記試験を行います。（２時間30分）

試 験
専門試験 各試験区分に必要な専門的知識、能力等についての択一式（40
（100） 問）による大学卒業程度の筆記試験を行います。（２時間）

口
個別面接 主として人物について個別面接による試験を行います。なお、

上 級 述
（120） 個別面接の参考とするため適性検査を行います。

試第２次
験

集団討論 個別面接を補完し、多角的かつ総合的な人物評価を行うため集
試 験 （30） 団討論による試験を行います。

論文試験 思考力、総合的判断力、文章構成力及び表現力についての筆記
（60） 試験（1,000字以内）を行います。（２時間）

資 格 調 査
受験資格の有無、受験申込書記載事項の真否等について調査し

ます。

教養試験
公務員として必要な一般的な知識及び知能についての択一式（50

（100）
問）による短期大学卒業程度の筆記試験を行います。（２時間30

第１次 分）
試 験

専門試験 各試験区分に必要な専門的知識、能力等についての択一式（40
（100） 問）による短期大学卒業程度の筆記試験を行います。（２時間）

中 級 口述試験 主として人物について個別面接による試験を行います。なお、

第２次
（120） 個別面接の参考とするため適性検査を行います。

試 験
論文試験 思考力、総合的判断力、文章構成力及び表現力についての筆記
（60） 試験（1,000字以内）を行います。（２時間）

資 格 調 査
受験資格の有無、受験申込書記載事項の真否等について調査し

ます。

教養試験（全 公務員として必要な一般的な知識及び知能についての択一式（50
試験区分） 問）による高等学校卒業程度の筆記試験を行います。（２時間30

（100） 分）

第１次
試 験

専門試験（土 各試験区分に必要な専門的知識、能力等についての択一式（40
木 、 農 業 土 問）による高等学校卒業程度の筆記試験を行います。（２時間）
木）

（100）
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中 級
９月25日（日曜日） 浦添市 那覇市 宮古島市
９時00分から15時30分まで 石垣市

第１次試験
９月25日（日曜日） 名護市 那覇市 宮古島市
９時00分から12時00分まで（一般事務、警察 石垣市

初 級 事務）
９時00分から15時30分まで（土木、農業土
木）

上 級
７月下旬から８月下旬までを予定していますが、試験の日時、試験会場等

については、第１次試験合格者に直接通知します。
第２次試験

中 級 10月下旬から11月中旬までを予定していますが、試験の日時、試験会場等
初 級 については、第１次試験合格者に直接通知します。

注 第１次試験の試験地は、申込み後変更する場合がありますので、試験地及び試験会場は受験申込み後

に沖縄県人事委員会から交付される受験票で確認してください。

４ 試験の方法、配点等

試験は、第１次試験、第２次試験及び資格調査とし、第２次試験は第１次試験合格者について行います。

種 類 試 験
試験種目

内 容（配点）

教養試験 公務員として必要な一般的な知識及び知能についての択一式（50

第１次
（100） 問）による大学卒業程度の筆記試験を行います。（２時間30分）

試 験
専門試験 各試験区分に必要な専門的知識、能力等についての択一式（40
（100） 問）による大学卒業程度の筆記試験を行います。（２時間）

口
個別面接 主として人物について個別面接による試験を行います。なお、

上 級 述
（120） 個別面接の参考とするため適性検査を行います。

試第２次
験

集団討論 個別面接を補完し、多角的かつ総合的な人物評価を行うため集
試 験 （30） 団討論による試験を行います。

論文試験 思考力、総合的判断力、文章構成力及び表現力についての筆記
（60） 試験（1,000字以内）を行います。（２時間）

資 格 調 査
受験資格の有無、受験申込書記載事項の真否等について調査し

ます。

教養試験
公務員として必要な一般的な知識及び知能についての択一式（50

（100）
問）による短期大学卒業程度の筆記試験を行います。（２時間30

第１次 分）
試 験

専門試験 各試験区分に必要な専門的知識、能力等についての択一式（40
（100） 問）による短期大学卒業程度の筆記試験を行います。（２時間）

中 級 口述試験 主として人物について個別面接による試験を行います。なお、

第２次
（120） 個別面接の参考とするため適性検査を行います。

試 験
論文試験 思考力、総合的判断力、文章構成力及び表現力についての筆記
（60） 試験（1,000字以内）を行います。（２時間）

資 格 調 査
受験資格の有無、受験申込書記載事項の真否等について調査し

ます。

教養試験（全 公務員として必要な一般的な知識及び知能についての択一式（50
試験区分） 問）による高等学校卒業程度の筆記試験を行います。（２時間30

（100） 分）

第１次
試 験

専門試験（土 各試験区分に必要な専門的知識、能力等についての択一式（40
木 、 農 業 土 問）による高等学校卒業程度の筆記試験を行います。（２時間）
木）

（100）

一般事務、 主として人物について個別面接による試験を行います。なお、

口 警察事務 個別面接の参考とするため適性検査を行います。
初 級

述
（60）

試
土木、農業

験
土木

第２次
（120）

試 験
一般事務、 思考力、文章構成力及び表現力についての筆記試験（600字以

作 警察事務 内）を行います。（１時間）
文 （30）
試 土木、農業
験 土木

（60）

資 格 調 査
受験資格の有無、受験申込書記載事項の真否等について調査し

ます。

注１ 第１次試験における教養試験及び専門試験の得点は次の方法を用いて算出します。その結果、前述

の配点を超える場合があります。

【得点の算出法】

得点（標準点）＝
各受験者の粗点（正解数）－各試験区分ごとの粗点の平均点

×10＋50各試験区分ごとの粗点の標準偏差

２ 各試験種目には一定の基準があり、１つでも基準を満たさない試験種目がある場合は不合格となり

ます。

３ 所定の試験種目を全て受験した場合に有効に受験したものとし、棄権した試験種目が１つでもある

場合は、他の試験種目についても採点を行いません。

５ 受験手続

⑴ 受験申込書の入手方法

沖縄県人事委員会事務局 [〒900－8570 那覇市泉崎１－２－２ 県庁行政棟２階]
[電話番号（098）866－2545]

名 護 県 税 事 務 所 [〒905－0015 名護市大南１－13－11 沖縄県北部合同庁舎１階]
[電話番号（0980）52－2170]

コ ザ 県 税 事 務 所 [〒904－2155 沖縄市美原１－６－34 沖縄県中部合同庁舎１階]
[電話番号（098）894－6500]

宮 古 事 務 所 総 務 課 [〒906－0012 宮古島市平良西里1125 沖縄県宮古合同庁舎２階]
直接受け [電話番号（0980）72－2551]
取る方法 八 重 山 事 務 所 総 務 課 [〒907－0002 石垣市真栄里438－１ 沖縄県八重山合同庁舎２階]

[電話番号（0980）82－3040]
沖 縄 県 東 京 事 務 所 [〒102－0093 東京都千代田区平河町２－６－３ 都道府県会館10階]

[電話番号（03）5212－9087]
沖 縄 県 大 阪 事 務 所 [〒530－0001 大阪市北区梅田１－１－３－2100 大阪駅前第３ビル21階]

[電話番号（06）6344－6828]
沖縄県名古屋情報センター [〒460－0008 名古屋市中区栄４－１－１ 中部日本ビルディング４階]

[電話番号（052）263－3618]

ダウンロ 沖縄県ホームページ（http://www.pref.okinawa.jp/）から受験申込書の様式をダウン
ードで入 ロードすることができます。同ホームページの各種委員会等の欄から人事委員会を選択し
手する方 てください。なお、ダウンロード（印刷）がうまくできない場合は、直接受け取る方法に
法 よるか、又は郵便で入手する方法により受験申込書を請求してください。

郵便で入
郵便で請求する場合は、沖縄県人事委員会事務局宛ての封筒の表に「上級、中級又は初

手する方
級試験受験申込書請求」と朱書し、120円切手を貼った宛先明記の返信用封筒（角形２号2

法
41㎜×335㎜）を同封して送ってください。なお、郵送に要する往復の日数を十分考慮し
てください。

⑵ 窓口又は郵送による受付期間、申込方法等

上 級 中 級 ・ 初 級
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一般事務、 主として人物について個別面接による試験を行います。なお、

口 警察事務 個別面接の参考とするため適性検査を行います。
初 級

述
（60）

試
土木、農業

験
土木

第２次
（120）

試 験
一般事務、 思考力、文章構成力及び表現力についての筆記試験（600字以

作 警察事務 内）を行います。（１時間）
文 （30）
試 土木、農業
験 土木

（60）

資 格 調 査
受験資格の有無、受験申込書記載事項の真否等について調査し

ます。

注１ 第１次試験における教養試験及び専門試験の得点は次の方法を用いて算出します。その結果、前述

の配点を超える場合があります。

【得点の算出法】

得点（標準点）＝
各受験者の粗点（正解数）－各試験区分ごとの粗点の平均点

×10＋50各試験区分ごとの粗点の標準偏差

２ 各試験種目には一定の基準があり、１つでも基準を満たさない試験種目がある場合は不合格となり

ます。

３ 所定の試験種目を全て受験した場合に有効に受験したものとし、棄権した試験種目が１つでもある

場合は、他の試験種目についても採点を行いません。

５ 受験手続

⑴ 受験申込書の入手方法

沖縄県人事委員会事務局 [〒900－8570 那覇市泉崎１－２－２ 県庁行政棟２階]
[電話番号（098）866－2545]

名 護 県 税 事 務 所 [〒905－0015 名護市大南１－13－11 沖縄県北部合同庁舎１階]
[電話番号（0980）52－2170]

コ ザ 県 税 事 務 所 [〒904－2155 沖縄市美原１－６－34 沖縄県中部合同庁舎１階]
[電話番号（098）894－6500]

宮 古 事 務 所 総 務 課 [〒906－0012 宮古島市平良西里1125 沖縄県宮古合同庁舎２階]
直接受け [電話番号（0980）72－2551]
取る方法 八 重 山 事 務 所 総 務 課 [〒907－0002 石垣市真栄里438－１ 沖縄県八重山合同庁舎２階]

[電話番号（0980）82－3040]
沖 縄 県 東 京 事 務 所 [〒102－0093 東京都千代田区平河町２－６－３ 都道府県会館10階]

[電話番号（03）5212－9087]
沖 縄 県 大 阪 事 務 所 [〒530－0001 大阪市北区梅田１－１－３－2100 大阪駅前第３ビル21階]

[電話番号（06）6344－6828]
沖縄県名古屋情報センター [〒460－0008 名古屋市中区栄４－１－１ 中部日本ビルディング４階]

[電話番号（052）263－3618]

ダウンロ 沖縄県ホームページ（http://www.pref.okinawa.jp/）から受験申込書の様式をダウン
ードで入 ロードすることができます。同ホームページの各種委員会等の欄から人事委員会を選択し
手する方 てください。なお、ダウンロード（印刷）がうまくできない場合は、直接受け取る方法に
法 よるか、又は郵便で入手する方法により受験申込書を請求してください。

郵便で入
郵便で請求する場合は、沖縄県人事委員会事務局宛ての封筒の表に「上級、中級又は初

手する方
級試験受験申込書請求」と朱書し、120円切手を貼った宛先明記の返信用封筒（角形２号2

法
41㎜×335㎜）を同封して送ってください。なお、郵送に要する往復の日数を十分考慮し
てください。

⑵ 窓口又は郵送による受付期間、申込方法等

上 級 中 級 ・ 初 級

試験案内等配布開始日 ４月22日（金曜日） ７月４日（月曜日）

５月９日（月曜日）から５月20日 ７月19日（火曜日）から８月１日
受 付 期 間 （金曜日）まで（土曜日及び日曜日 （月曜日）まで（土曜日及び日曜日

を除く。） を除く。）

受 付 時 間 ９時から17時15分まで

申 込 先 沖縄県人事委員会事務局[〒900－8570 沖縄県那覇市泉崎１－２－２]

○受験申込書及び受験票に必要事項を記入し、申込み前３か月以内に撮影し
た写真（タテ約4.0㎝・ヨコ約3.0㎝）と52円切手を所定のところに貼って
沖縄県人事委員会事務局に提出してください。

○郵便で申し込む場合には、上記申込先宛ての封筒（角形２号241㎜×335
㎜）の表に「上級試験受験申込書在中」、「中級試験受験申込書在中」又
は「初級試験受験申込書在中」と朱書し、受験申込書及び受験票を折り曲
げずに同封して、必ず簡易書留郵便で送ってください。なお、郵送の場合
は、受付期間最終日までの消印のあるものに限り受け付けます。

○次の試験種類及び試験区分で申し込む場合は、証明書等を受験申込書と併
せて提出（同封）してください。なお、受付期限までに提出（同封）でき

申 込 方 法 ない場合は、沖縄県人事委員会事務局まで連絡してください。
上級「社会福祉」の社会福祉士資格：社会福祉士登録証の写し
中級「県立学校事務Ⅱ」：司書となる資格を取得したこと又は取得する見

込みであることを証明する書類
○車椅子での受験など特別の対応を必要とする方は、申込書の余白にその旨

記入してください。
○点字での受験を希望する方は、申込書の余白にその旨記入してください

（上級「行政Ⅰ」及び初級「一般事務」のみ）。
○拡大文字での受験を希望する方は、申込書の余白にその旨記入してくださ

い（上級「行政Ⅰ」、上級「警察事務」、初級「一般事務」及び初級「警
察事務」のみ）。

受験資格審査等の結果、申込書を受理したときは上級試験については６月

受 験 票 の 交 付
中旬に、中級・初級試験については９月中旬に受験票を郵送します。試験日
の６日前（月曜日）までに受験票が到着しないときは、沖縄県人事委員会事
務局（電話番号098－866－2545）に連絡してください。

注 申込み後は、申込みをした試験区分、第１次試験地の変更は認めません。

⑶ インターネットによる受付期間、申込方法等

上 級 中 級 ・ 初 級

受 付 期 間
５月９日（月曜日）から５月18日 ７月19日（火曜日）から７月28日

（水曜日）まで （木曜日）まで

受 付 時 間 24時間（ただし、受付期間初日は９時から）

○沖縄県人事委員会事務局ホームページ「沖縄県職員採用試験のお知らせ」
（下記ＵＲＬ）へアクセスし、「電子申請の操作手順」の指示に従って申
込みをしてください。
http://www.pref.okinawa.lg.jp/site/jinji_i/8481.html

○【電子申請（インターネットによる申込み）を利用する際の注意事項】
電子申請による受験申込みは、大きく分けて次の３つの手続を踏む必要が
あります。
①電子申請を利用するための登録（利用者ＩＤの取得、パスワードの設
定）

②取得した利用者ＩＤによる受験申込み
申 込 方 法 ③人事委員会が発行する「受験票」の取得

○①は、県庁の電子申請サービスを利用するための手続であり、②の受験申
込手続ではないので注意してください。
仮に①の手続で終了し、②の手続を行わなかった場合、「人事委員会に対
して受験申込みはされていない」状況となり、受験できませんので、よく
注意してください。

○車椅子での受験など特別の対応を必要とする方は、受験申込み前に必ず人
事委員会事務局までお問い合わせください。
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試験案内等配布開始日 ４月22日（金曜日） ７月４日（月曜日）

５月９日（月曜日）から５月20日 ７月19日（火曜日）から８月１日
受 付 期 間 （金曜日）まで（土曜日及び日曜日 （月曜日）まで（土曜日及び日曜日

を除く。） を除く。）

受 付 時 間 ９時から17時15分まで

申 込 先 沖縄県人事委員会事務局[〒900－8570 沖縄県那覇市泉崎１－２－２]

○受験申込書及び受験票に必要事項を記入し、申込み前３か月以内に撮影し
た写真（タテ約4.0㎝・ヨコ約3.0㎝）と52円切手を所定のところに貼って
沖縄県人事委員会事務局に提出してください。

○郵便で申し込む場合には、上記申込先宛ての封筒（角形２号241㎜×335
㎜）の表に「上級試験受験申込書在中」、「中級試験受験申込書在中」又
は「初級試験受験申込書在中」と朱書し、受験申込書及び受験票を折り曲
げずに同封して、必ず簡易書留郵便で送ってください。なお、郵送の場合
は、受付期間最終日までの消印のあるものに限り受け付けます。

○次の試験種類及び試験区分で申し込む場合は、証明書等を受験申込書と併
せて提出（同封）してください。なお、受付期限までに提出（同封）でき

申 込 方 法 ない場合は、沖縄県人事委員会事務局まで連絡してください。
上級「社会福祉」の社会福祉士資格：社会福祉士登録証の写し
中級「県立学校事務Ⅱ」：司書となる資格を取得したこと又は取得する見

込みであることを証明する書類
○車椅子での受験など特別の対応を必要とする方は、申込書の余白にその旨

記入してください。
○点字での受験を希望する方は、申込書の余白にその旨記入してください

（上級「行政Ⅰ」及び初級「一般事務」のみ）。
○拡大文字での受験を希望する方は、申込書の余白にその旨記入してくださ

い（上級「行政Ⅰ」、上級「警察事務」、初級「一般事務」及び初級「警
察事務」のみ）。

受験資格審査等の結果、申込書を受理したときは上級試験については６月

受 験 票 の 交 付
中旬に、中級・初級試験については９月中旬に受験票を郵送します。試験日
の６日前（月曜日）までに受験票が到着しないときは、沖縄県人事委員会事
務局（電話番号098－866－2545）に連絡してください。

注 申込み後は、申込みをした試験区分、第１次試験地の変更は認めません。

⑶ インターネットによる受付期間、申込方法等

上 級 中 級 ・ 初 級

受 付 期 間
５月９日（月曜日）から５月18日 ７月19日（火曜日）から７月28日

（水曜日）まで （木曜日）まで

受 付 時 間 24時間（ただし、受付期間初日は９時から）

○沖縄県人事委員会事務局ホームページ「沖縄県職員採用試験のお知らせ」
（下記ＵＲＬ）へアクセスし、「電子申請の操作手順」の指示に従って申
込みをしてください。
http://www.pref.okinawa.lg.jp/site/jinji_i/8481.html

○【電子申請（インターネットによる申込み）を利用する際の注意事項】
電子申請による受験申込みは、大きく分けて次の３つの手続を踏む必要が
あります。
①電子申請を利用するための登録（利用者ＩＤの取得、パスワードの設
定）

②取得した利用者ＩＤによる受験申込み
申 込 方 法 ③人事委員会が発行する「受験票」の取得

○①は、県庁の電子申請サービスを利用するための手続であり、②の受験申
込手続ではないので注意してください。
仮に①の手続で終了し、②の手続を行わなかった場合、「人事委員会に対
して受験申込みはされていない」状況となり、受験できませんので、よく
注意してください。

○車椅子での受験など特別の対応を必要とする方は、受験申込み前に必ず人
事委員会事務局までお問い合わせください。

○点字での受験を希望する方は、申込書の余白にその旨記入してください
（上級「行政Ⅰ」及び初級「一般事務」のみ）。

○拡大文字での受験を希望する方は、申込書の余白にその旨記入してくださ
い（上級「行政Ⅰ」、上級「警察事務」、初級「一般事務」及び初級「警
察事務」のみ）。

受験資格審査の結果、申込内容に不備がなければ、上級試験については６
月中旬に、中級及び初級試験については９月中旬に受験票発行通知メールを
登録されたメールアドレス宛てに送信します。受験票発行通知メールに記載

受 験 票 の 発 行 されているアドレスからログインし、受験票を印刷してください。試験日の
６日前（月曜日）までに受験票発行通知メールが到着しないときは、沖縄県
人事委員会事務局（電話番号098－866－2545）に連絡してください。

○沖縄県人事委員会事務局ホームページから申込画面にアクセスできます。
「電子申請の操作手順」を確認の上で手続をしてください。

○予期せぬシステムトラブルについての責任は一切負いません。
○取得した利用者ＩＤによる受験申込み終了後、登録されたメールアドレス
宛てに受信確認メール（利用者情報登録メールではありません。）が送信
されますので、よく確認してください。

注 意 事 項 ○印刷した受験票（Ａ４サイズ）は「本人控え」「提出用」に分かれていま
すので、キリトリ線に沿って切ってください。試験当日は両方忘れずに持
参してください。

○受験票「提出用」に顔写真（申込み前３か月以内に撮影。タテ４cm・ヨコ
３cm程度）を貼付してください。試験当日、受験票に顔写真が貼られてい
ない場合は受験を認めませんので注意してください。
※「社会福祉士」について、社会福祉士登録証の写しを提出する場合は、
窓口又は郵送により申込みをしてください。

６ 合格者の発表

発 表 期 日
方 法

上級 中・初級

第１次試験合格者
７月８日 10月７日 沖縄県人事委員会事務局の掲示板に掲示するほか、

（金曜日） （金曜日） 沖縄県ホームページ（http://www.pref.okinawa.jp/）
に掲載します。また、合格者に通知します。

最 終 合 格 者 ９月上旬 11月下旬

７ 合格から採用まで

⑴ 最終合格者は、試験区分ごとに作成される採用候補者名簿に登載されます。各任命権者は人事委員会

から成績順に提示された名簿の中から採用者を決定します。

⑵ 採用候補者名簿の有効期間は、名簿の確定日から原則１年です。

⑶ 採用は原則として平成29年４月１日以降ですが、それより前に採用されることもあります。

⑷ 最終合格者の数は、年間の採用予定数と採用を辞退する者等の数を考慮して決定しますので、合格し

ても採用されないこともあります。

⑸ 受験資格がないことが判明した場合は、合格を取り消します。

８ 給与等

初任給は、平成28年４月１日現在、下表のとおりで、経歴その他に応じてこの額以上になります。ほか

に扶養手当、住居手当、期末手当、勤勉手当等が支給条件に応じて支給されます。

種 類 初 任 給

上 級 176,700円（研究職189,800円）

中 級 157,300円

初 級 144,600円

９ その他

各試験の詳細は、別に試験案内を配布します。
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沖縄県・警視庁・千葉県警察官（男性）採用共同試験、沖縄県警察官（女性）及び沖縄県警察官（武道指

導）採用試験を次のとおり行います。

平成28年４月８日

沖縄県人事委員会

委員長 玉 城 健

１ 試験区分、採用予定数及び職務内容

試 験 区 分 都 県 名 採用予定数 職 務 内 容

沖 縄 県 31名程度 個人の生命、身体及び財産の
保護、犯罪の予防・鎮圧及び捜

警察官Ａ（ 男 性 ） 警視庁（東京都） ３名 査、被疑者の逮捕、交通の取締
りその他公共の安全と秩序維持

千 葉 県 ３名 の任務に従事します。

警察官Ａ（ 女 性 ） 沖 縄 県 若干名

警察官Ａ（武道指導） 沖 縄 県 若干名

沖 縄 県 31名程度

警察官Ｂ（ 男 性 ） 警視庁（東京都） ２名

千 葉 県 ２名

警察官Ｂ（ 女 性 ） 沖 縄 県 若干名

警察官Ｂ（武道指導） 沖 縄 県 若干名

注 採用予定数については、変更になる場合があります。

２ 受験資格

⑴ 年齢及び学歴

都県名 年 齢 学 歴

沖縄県
昭和62年４月２日から平成11年４月１ １ 大学を卒業した者又は平成29年

日までに生まれた者 ３月までに大学を卒業する見込み
の者

警察官Ａ
警視庁

昭和61年７月12日から平成７年４月１ ２ 沖縄県、警視庁又は千葉県が１
日までに生まれた男性 に掲げる者と同等の資格があると

認める者
千葉県 昭和58年４月２日以降に生まれた男性

沖縄県
昭和62年４月２日から平成11年４月１ 上記に掲げる者以外の者

日までに生まれた者

警察官Ｂ 警視庁
昭和61年10月18日から平成11年４月１

日までに生まれた男性

千葉県
昭和61年４月２日から平成11年４月１

日までに生まれた男性

注１ 大学とは、学校教育法（昭和22年法律第26号）に規定する大学（短期大学を除く。）をいう。

２ 「高度専門士」の称号を取得又は平成29年３月までに取得する見込みの者、職業能力開発大学校応

用課程等を卒業又は平成29年３月までに卒業する見込みの者は、警察官Ａの受験資格となります。警

察官Ｂでの受験はできませんのでご注意ください（詳細は沖縄県人事委員会事務局までお問い合わせ

ください。）。

⑵ 「武道指導」区分を受験する者は、上記の受験資格のほかに次の条件が必要となります。

ア 柔道又は剣道の段位が申込日現在において３段以上の者
警察官Ａ イ 全日本柔道連盟、全日本剣道連盟若しくはこれに加入する団体が主催して行う競技会

○点字での受験を希望する方は、申込書の余白にその旨記入してください
（上級「行政Ⅰ」及び初級「一般事務」のみ）。

○拡大文字での受験を希望する方は、申込書の余白にその旨記入してくださ
い（上級「行政Ⅰ」、上級「警察事務」、初級「一般事務」及び初級「警
察事務」のみ）。

受験資格審査の結果、申込内容に不備がなければ、上級試験については６
月中旬に、中級及び初級試験については９月中旬に受験票発行通知メールを
登録されたメールアドレス宛てに送信します。受験票発行通知メールに記載

受 験 票 の 発 行 されているアドレスからログインし、受験票を印刷してください。試験日の
６日前（月曜日）までに受験票発行通知メールが到着しないときは、沖縄県
人事委員会事務局（電話番号098－866－2545）に連絡してください。

○沖縄県人事委員会事務局ホームページから申込画面にアクセスできます。
「電子申請の操作手順」を確認の上で手続をしてください。

○予期せぬシステムトラブルについての責任は一切負いません。
○取得した利用者ＩＤによる受験申込み終了後、登録されたメールアドレス
宛てに受信確認メール（利用者情報登録メールではありません。）が送信
されますので、よく確認してください。

注 意 事 項 ○印刷した受験票（Ａ４サイズ）は「本人控え」「提出用」に分かれていま
すので、キリトリ線に沿って切ってください。試験当日は両方忘れずに持
参してください。

○受験票「提出用」に顔写真（申込み前３か月以内に撮影。タテ４cm・ヨコ
３cm程度）を貼付してください。試験当日、受験票に顔写真が貼られてい
ない場合は受験を認めませんので注意してください。
※「社会福祉士」について、社会福祉士登録証の写しを提出する場合は、
窓口又は郵送により申込みをしてください。

６ 合格者の発表

発 表 期 日
方 法

上級 中・初級

第１次試験合格者
７月８日 10月７日 沖縄県人事委員会事務局の掲示板に掲示するほか、

（金曜日） （金曜日） 沖縄県ホームページ（http://www.pref.okinawa.jp/）
に掲載します。また、合格者に通知します。

最 終 合 格 者 ９月上旬 11月下旬

７ 合格から採用まで

⑴ 最終合格者は、試験区分ごとに作成される採用候補者名簿に登載されます。各任命権者は人事委員会

から成績順に提示された名簿の中から採用者を決定します。

⑵ 採用候補者名簿の有効期間は、名簿の確定日から原則１年です。

⑶ 採用は原則として平成29年４月１日以降ですが、それより前に採用されることもあります。

⑷ 最終合格者の数は、年間の採用予定数と採用を辞退する者等の数を考慮して決定しますので、合格し

ても採用されないこともあります。

⑸ 受験資格がないことが判明した場合は、合格を取り消します。

８ 給与等

初任給は、平成28年４月１日現在、下表のとおりで、経歴その他に応じてこの額以上になります。ほか

に扶養手当、住居手当、期末手当、勤勉手当等が支給条件に応じて支給されます。

種 類 初 任 給

上 級 176,700円（研究職189,800円）

中 級 157,300円

初 級 144,600円

９ その他

各試験の詳細は、別に試験案内を配布します。
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沖縄県・警視庁・千葉県警察官（男性）採用共同試験、沖縄県警察官（女性）及び沖縄県警察官（武道指

導）採用試験を次のとおり行います。

平成28年４月８日

沖縄県人事委員会

委員長 玉 城 健

１ 試験区分、採用予定数及び職務内容

試 験 区 分 都 県 名 採用予定数 職 務 内 容

沖 縄 県 31名程度 個人の生命、身体及び財産の
保護、犯罪の予防・鎮圧及び捜

警察官Ａ（ 男 性 ） 警視庁（東京都） ３名 査、被疑者の逮捕、交通の取締
りその他公共の安全と秩序維持

千 葉 県 ３名 の任務に従事します。

警察官Ａ（ 女 性 ） 沖 縄 県 若干名

警察官Ａ（武道指導） 沖 縄 県 若干名

沖 縄 県 31名程度

警察官Ｂ（ 男 性 ） 警視庁（東京都） ２名

千 葉 県 ２名

警察官Ｂ（ 女 性 ） 沖 縄 県 若干名

警察官Ｂ（武道指導） 沖 縄 県 若干名

注 採用予定数については、変更になる場合があります。

２ 受験資格

⑴ 年齢及び学歴

都県名 年 齢 学 歴

沖縄県
昭和62年４月２日から平成11年４月１ １ 大学を卒業した者又は平成29年

日までに生まれた者 ３月までに大学を卒業する見込み
の者

警察官Ａ
警視庁

昭和61年７月12日から平成７年４月１ ２ 沖縄県、警視庁又は千葉県が１
日までに生まれた男性 に掲げる者と同等の資格があると

認める者
千葉県 昭和58年４月２日以降に生まれた男性

沖縄県
昭和62年４月２日から平成11年４月１ 上記に掲げる者以外の者

日までに生まれた者

警察官Ｂ 警視庁
昭和61年10月18日から平成11年４月１

日までに生まれた男性

千葉県
昭和61年４月２日から平成11年４月１

日までに生まれた男性

注１ 大学とは、学校教育法（昭和22年法律第26号）に規定する大学（短期大学を除く。）をいう。

２ 「高度専門士」の称号を取得又は平成29年３月までに取得する見込みの者、職業能力開発大学校応

用課程等を卒業又は平成29年３月までに卒業する見込みの者は、警察官Ａの受験資格となります。警

察官Ｂでの受験はできませんのでご注意ください（詳細は沖縄県人事委員会事務局までお問い合わせ

ください。）。

⑵ 「武道指導」区分を受験する者は、上記の受験資格のほかに次の条件が必要となります。

ア 柔道又は剣道の段位が申込日現在において３段以上の者
警察官Ａ イ 全日本柔道連盟、全日本剣道連盟若しくはこれに加入する団体が主催して行う競技会

又はそれに相当すると認められる競技会において、優秀な成績をあげた者

ア 柔道又は剣道の段位が申込日現在において２段以上の者
警察官Ｂ イ 全日本柔道連盟、全日本剣道連盟若しくはこれに加入する団体が主催して行う競技会

又はそれに相当すると認められる競技会において、優秀な成績をあげた者

⑶ 次のいずれかに該当する者は、受験できません。

ア 日本の国籍を有しない者

イ 地方公務員法（昭和25年法律第261号）第16条に規定する次の事項に該当する者

(ア) 成年被後見人又は被保佐人（準禁治産者を含む。）

(イ) 禁錮以上の刑に処せられ、その執行を終わるまで又はその執行を受けることがなくなるまでの者

(ウ) 志望する都県の職員として懲戒免職の処分を受け、当該処分の日から２年を経過しない者

(エ) 日本国憲法施行の日以後において、日本国憲法又はその下に成立した政府を暴力で破壊すること

を主張する政党その他の団体を結成し、又はこれに加入した者

３ 試験の日時及び場所

試 験 試験種目 日 時 試 験 地

体力検査Ⅰ ７月９日（土曜日） 沖縄市

第１次
教養試験

７月10日（日曜日）
那覇市 西原町

警察官Ａ
試 験 ９時00分から12時00分まで

受験票の発送及び第１次試験合格通知は、沖縄県人事委員会から行います。

第２次 ８月上旬から８月下旬までを予定していますが、試験の日時、試験会場等につ
試 験 いては、沖縄県警察本部から第１次試験合格者に直接通知します。

体力検査Ⅰ 10月15日（土曜日） 沖縄市 宮古島市 石垣市

第１次
教養試験

10月16日（日曜日） 名護市 那覇市 宮古島市

警察官Ｂ
試 験 ９時00分から12時00分まで 石垣市

受験票の発送及び第１次試験合格通知は、沖縄県人事委員会から行います。

第２次 11月中旬から11月下旬までを予定していますが、試験の日時、試験会場等につ
試 験 いては、沖縄県警察本部から第１次試験合格者に直接通知します。

注１ 第１次試験の試験地は、申込み後変更する場合がありますので、試験地及び試験会場は受験申込み

後に沖縄県人事委員会から交付される受験票で確認してください。なお、体力検査Ⅰの開始時刻は、

受験票でお知らせします。

２ 警視庁又は千葉県を第１志望とする受験者並びに「武道指導」区分の受験者は、第１次試験の体力

検査Ⅰは実施しません。

３ 警視庁又は千葉県の第２次試験の日程等は、警視庁等から第１次試験合格者に直接通知されます。

４ 試験の方法、配点等

⑴ 試験は、第１次試験、第２次試験及び資格調査とし、第２次試験は第１次試験合格者について行います。

試 験
試験種目 内 容

（配点） 警察官Ａ 警察官Ｂ

体力検査Ⅰ
職務遂行に必要な持久力についての検査（20ｍシャトルラン）を行いま

す。

第１次 警察官として必要な一般的な知識及 警察官として必要な一般的な知
試 験 教 養 試 験 び知能についての択一式（50問）によ 識及び知能についての択一式（50

（100） る大学卒業程度の筆記試験を行いま 問）による高校卒業程度の筆記試
す。（２時間30分） 験を行います。（２時間30分）

論作文試験
思考力、総合的判断力、文章構成力 思考力、文章構成力及び表現力

（30）
及び表現力についての筆記試験（1,000 についての筆記試験（600字以内）
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又はそれに相当すると認められる競技会において、優秀な成績をあげた者

ア 柔道又は剣道の段位が申込日現在において２段以上の者
警察官Ｂ イ 全日本柔道連盟、全日本剣道連盟若しくはこれに加入する団体が主催して行う競技会

又はそれに相当すると認められる競技会において、優秀な成績をあげた者

⑶ 次のいずれかに該当する者は、受験できません。

ア 日本の国籍を有しない者

イ 地方公務員法（昭和25年法律第261号）第16条に規定する次の事項に該当する者

(ア) 成年被後見人又は被保佐人（準禁治産者を含む。）

(イ) 禁錮以上の刑に処せられ、その執行を終わるまで又はその執行を受けることがなくなるまでの者

(ウ) 志望する都県の職員として懲戒免職の処分を受け、当該処分の日から２年を経過しない者

(エ) 日本国憲法施行の日以後において、日本国憲法又はその下に成立した政府を暴力で破壊すること

を主張する政党その他の団体を結成し、又はこれに加入した者

３ 試験の日時及び場所

試 験 試験種目 日 時 試 験 地

体力検査Ⅰ ７月９日（土曜日） 沖縄市

第１次
教養試験

７月10日（日曜日）
那覇市 西原町

警察官Ａ
試 験 ９時00分から12時00分まで

受験票の発送及び第１次試験合格通知は、沖縄県人事委員会から行います。

第２次 ８月上旬から８月下旬までを予定していますが、試験の日時、試験会場等につ
試 験 いては、沖縄県警察本部から第１次試験合格者に直接通知します。

体力検査Ⅰ 10月15日（土曜日） 沖縄市 宮古島市 石垣市

第１次
教養試験

10月16日（日曜日） 名護市 那覇市 宮古島市

警察官Ｂ
試 験 ９時00分から12時00分まで 石垣市

受験票の発送及び第１次試験合格通知は、沖縄県人事委員会から行います。

第２次 11月中旬から11月下旬までを予定していますが、試験の日時、試験会場等につ
試 験 いては、沖縄県警察本部から第１次試験合格者に直接通知します。

注１ 第１次試験の試験地は、申込み後変更する場合がありますので、試験地及び試験会場は受験申込み

後に沖縄県人事委員会から交付される受験票で確認してください。なお、体力検査Ⅰの開始時刻は、

受験票でお知らせします。

２ 警視庁又は千葉県を第１志望とする受験者並びに「武道指導」区分の受験者は、第１次試験の体力

検査Ⅰは実施しません。

３ 警視庁又は千葉県の第２次試験の日程等は、警視庁等から第１次試験合格者に直接通知されます。

４ 試験の方法、配点等

⑴ 試験は、第１次試験、第２次試験及び資格調査とし、第２次試験は第１次試験合格者について行います。

試 験
試験種目 内 容

（配点） 警察官Ａ 警察官Ｂ

体力検査Ⅰ
職務遂行に必要な持久力についての検査（20ｍシャトルラン）を行いま

す。

第１次 警察官として必要な一般的な知識及 警察官として必要な一般的な知
試 験 教 養 試 験 び知能についての択一式（50問）によ 識及び知能についての択一式（50

（100） る大学卒業程度の筆記試験を行いま 問）による高校卒業程度の筆記試
す。（２時間30分） 験を行います。（２時間30分）

論作文試験
思考力、総合的判断力、文章構成力 思考力、文章構成力及び表現力

（30）
及び表現力についての筆記試験（1,000 についての筆記試験（600字以内）
字以内）を行います。（２時間） を行います。（１時間）

口 述 試 験 主として人物についての個別面接による試験を行います。なお、個別面接
第２次 （60） の参考とするため適性検査を行います。
試 験

（沖縄県
身 体 検 査

胸部疾患、伝染性疾患、聴力、視力、色覚等について、医療機関において
のみ） 検査した身体検査書の提出を求め、これにより判定します。

身 体 測 定 職務遂行上必要な身体的条件を有しているか測定します。

体力検査Ⅱ
職務遂行に必要な筋力及び俊敏性についての検査（腕立て伏せ・反復横跳

び・上体起こし・握力）を行います。

資 格 加 点 「武道指導」区分以外について、「４⑶ 資格加点について」に掲げる資
（６） 格等を有する場合には、一定点を加点します。

武 道 検 査
「武道指導」区分について、柔道又は剣道の実技試験を行います。

（100）

資 格 調 査 受験資格の有無、受験申込書記載事項の真否等について調査します。

注１ 試験種目、配点等は沖縄県のものです。都県により異なる場合がありますので、詳細は各都県にお

問い合わせください。

２ 沖縄県を志望する者で体力検査Ⅰを受験しない者は、沖縄県の第１次試験を棄権したものとして取

り扱います。

３ 第１次試験における教養試験の得点は次の方法を用いて算出します。その結果、前述の配点を超え

る場合があります。

【得点の算出方法】

得点（標準点）＝
各受験者の粗点（正解数）－各試験区分ごとの粗点の平均点

×10＋50各試験区分ごとの粗点の標準偏差

４ 各試験種目には一定の基準があり、１つでも基準を満たさない試験種目がある場合は不合格となり

ます（資格加点を除く。）。

⑵ 体力検査、身体測定及び身体検査の基準

試験種目
検査種目 合 格 基 準

（検査項目） 男性・武道指導（男性） 女性・武道指導（女性）

体力検査Ⅰ
20ｍシャトル 60回 35回
ラン

腕立て伏せ 30回(２秒に１回） 10回(２秒に１回)

体力検査Ⅱ
反復横跳び 20秒間で50回以上 20秒間で40回以上

上体起こし 30秒間で25回以上 30秒間で15回以上

握 力 左右平均45kg以上 左右平均25kg以上

身 長 おおむね160cm以上であること。 おおむね154cm以上であること。

身 体 測 定
体 重 おおむね47kg以上であること。 おおむね45kg以上であること。

胸 囲 おおむね78cm以上であること。 問いません。

そ の 他 身体の諸機能が健全であること。

聴 力 正常であること。

身 体 検 査 視 力 両眼とも裸眼視力が0.6以上又は矯正視力が1.0以上であること。

色 覚 職務に支障がないこと。
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注１ 体力検査Ⅰは「武道指導」区分を除く。

２ 体力検査Ⅱでは、４種目のうち２種目以上が基準に達している場合に合格となります。

３ 警視庁及び千葉県の身体基準は次のとおりです。詳細は各都県にお問い合わせください。

都 県 名 身 長 体 重 胸 囲 視 力 色 覚 聴 力 その他

おおむね おおむね 裸眼視力が両眼とも 警察官としての職務 身体の運動機
警 視 庁 160㎝以上 48㎏以上 0.6以上、又は矯正 執行に支障がないこ 能が警察官と
(東京都) であるこ であるこ 視力が両眼とも1.0 と。 しての職務遂

と。 と。 以上であること。 行に支障がな
いこと。

千 葉 県
おおむね1 おおむね おおむね 両眼とも裸眼視力が 職務遂行上 職務遂行上支
60㎝以上 47㎏以上 78㎝以上 0 . 6以上であるこ 支障がない 障 が な い こ
であるこ であるこ であるこ と。又は両眼とも矯 こと。 と。
と。 と。 と。 正視力が1.0以上で

あること。

⑶ 資格加点について

沖縄県警察官Ａ又は沖縄県警察官Ｂ採用試験を受験する者で、次のいずれか１つの資格等を有し、か

つ証明書類等の原本により資格等を証明できるものは、加点対象となります。

区 分 資 格 等

①実用英語技能検定（英検） ２級以上 ②ＴＯＥＩＣ 470点以上

語
英 語 ③ＴＯＥＦＬ ＰＢＴ：460点以上、ｉＢＴ：48点以上

④国際連合公用英語検定（国連英検） Ｃ級以上

学 中国語
①中国語検定 ３級以上 ②漢語水平考試 ３級以上
③中国語コミュニケーション能力検定（ＴＥＣＣ） 400点以上

韓国語 ①ハングル能力検定 準２級以上 ②韓国語能力試験 ４級以上

簿 記 ①日商簿記検定 ２級以上 ②全経簿記能力検定 １級以上

情報処理 情報処理技術者試験により取得した経済産業省管轄の国家資格

武 柔道 講道館が認定する初段以上

剣道 全日本剣道連盟が認定する初段以上

道 空手
全日本空手道連盟に加盟する団体又は沖縄空手の各流派（少林流系、小林流系、松林

流 系、少林寺流系、剛柔流系、上地流系）が認定する初段以上

注１ 資格等は、第１次試験合格発表日までに当該資格等を取得済みのものに限ります。ただし、語学に

ついては、第１次試験合格発表日から遡って３年以内に取得したものに限り有効とします。

２ 証明書類の提出方法等は、第１次試験合格通知でお知らせします。

３ 複数の資格等を有していても加点は６点とします。

５ 受験手続

⑴ 受験申込書の入手方法

直接受け 沖縄県警察本部警務課人事係及び沖縄県内各警察署に受験申込書を置いていますので、
取る方法 直接お受け取りください。

ダウンロ 沖縄県ホームページ（http://www.pref.okinawa.jp/）から受験申込書の様式をダウン
ードで入 ロードすることができます。同ホームページの各種委員会等の欄から人事委員会を選択し
手する方 てください。なお、ダウンロード（印刷）がうまくできない場合は、直接受け取る方法に
法 よるか、又は郵便で入手する方法により受験申込書を請求してください。

郵便で入
郵便で請求する場合は、沖縄県警察本部警務課人事係宛ての封筒の表に「警察官Ａ又は

手する方
警察官Ｂ採用試験受験申込書請求」と朱書し、120円切手を貼った宛先明記の返信用封筒

注１ 体力検査Ⅰは「武道指導」区分を除く。

２ 体力検査Ⅱでは、４種目のうち２種目以上が基準に達している場合に合格となります。

３ 警視庁及び千葉県の身体基準は次のとおりです。詳細は各都県にお問い合わせください。

都 県 名 身 長 体 重 胸 囲 視 力 色 覚 聴 力 その他

おおむね おおむね 裸眼視力が両眼とも 警察官としての職務 身体の運動機
警 視 庁 160㎝以上 48㎏以上 0.6以上、又は矯正 執行に支障がないこ 能が警察官と
(東京都) であるこ であるこ 視力が両眼とも1.0 と。 しての職務遂

と。 と。 以上であること。 行に支障がな
いこと。

千 葉 県
おおむね1 おおむね おおむね 両眼とも裸眼視力が 職務遂行上 職務遂行上支
60㎝以上 47㎏以上 78㎝以上 0 . 6以上であるこ 支障がない 障 が な い こ
であるこ であるこ であるこ と。又は両眼とも矯 こと。 と。
と。 と。 と。 正視力が1.0以上で

あること。

⑶ 資格加点について

沖縄県警察官Ａ又は沖縄県警察官Ｂ採用試験を受験する者で、次のいずれか１つの資格等を有し、か

つ証明書類等の原本により資格等を証明できるものは、加点対象となります。

区 分 資 格 等

①実用英語技能検定（英検） ２級以上 ②ＴＯＥＩＣ 470点以上

語
英 語 ③ＴＯＥＦＬ ＰＢＴ：460点以上、ｉＢＴ：48点以上

④国際連合公用英語検定（国連英検） Ｃ級以上

学 中国語
①中国語検定 ３級以上 ②漢語水平考試 ３級以上
③中国語コミュニケーション能力検定（ＴＥＣＣ） 400点以上

韓国語 ①ハングル能力検定 準２級以上 ②韓国語能力試験 ４級以上

簿 記 ①日商簿記検定 ２級以上 ②全経簿記能力検定 １級以上

情報処理 情報処理技術者試験により取得した経済産業省管轄の国家資格

武 柔道 講道館が認定する初段以上

剣道 全日本剣道連盟が認定する初段以上

道 空手
全日本空手道連盟に加盟する団体又は沖縄空手の各流派（少林流系、小林流系、松林

流 系、少林寺流系、剛柔流系、上地流系）が認定する初段以上

注１ 資格等は、第１次試験合格発表日までに当該資格等を取得済みのものに限ります。ただし、語学に

ついては、第１次試験合格発表日から遡って３年以内に取得したものに限り有効とします。

２ 証明書類の提出方法等は、第１次試験合格通知でお知らせします。

３ 複数の資格等を有していても加点は６点とします。

５ 受験手続

⑴ 受験申込書の入手方法

直接受け 沖縄県警察本部警務課人事係及び沖縄県内各警察署に受験申込書を置いていますので、
取る方法 直接お受け取りください。

ダウンロ 沖縄県ホームページ（http://www.pref.okinawa.jp/）から受験申込書の様式をダウン
ードで入 ロードすることができます。同ホームページの各種委員会等の欄から人事委員会を選択し
手する方 てください。なお、ダウンロード（印刷）がうまくできない場合は、直接受け取る方法に
法 よるか、又は郵便で入手する方法により受験申込書を請求してください。

郵便で入
郵便で請求する場合は、沖縄県警察本部警務課人事係宛ての封筒の表に「警察官Ａ又は

手する方
警察官Ｂ採用試験受験申込書請求」と朱書し、120円切手を貼った宛先明記の返信用封筒

字以内）を行います。（２時間） を行います。（１時間）

口 述 試 験 主として人物についての個別面接による試験を行います。なお、個別面接
第２次 （60） の参考とするため適性検査を行います。
試 験

（沖縄県
身 体 検 査

胸部疾患、伝染性疾患、聴力、視力、色覚等について、医療機関において
のみ） 検査した身体検査書の提出を求め、これにより判定します。

身 体 測 定 職務遂行上必要な身体的条件を有しているか測定します。

体力検査Ⅱ
職務遂行に必要な筋力及び俊敏性についての検査（腕立て伏せ・反復横跳

び・上体起こし・握力）を行います。

資 格 加 点 「武道指導」区分以外について、「４⑶ 資格加点について」に掲げる資
（６） 格等を有する場合には、一定点を加点します。

武 道 検 査
「武道指導」区分について、柔道又は剣道の実技試験を行います。

（100）

資 格 調 査 受験資格の有無、受験申込書記載事項の真否等について調査します。

注１ 試験種目、配点等は沖縄県のものです。都県により異なる場合がありますので、詳細は各都県にお

問い合わせください。

２ 沖縄県を志望する者で体力検査Ⅰを受験しない者は、沖縄県の第１次試験を棄権したものとして取

り扱います。

３ 第１次試験における教養試験の得点は次の方法を用いて算出します。その結果、前述の配点を超え

る場合があります。

【得点の算出方法】

得点（標準点）＝
各受験者の粗点（正解数）－各試験区分ごとの粗点の平均点

×10＋50各試験区分ごとの粗点の標準偏差

４ 各試験種目には一定の基準があり、１つでも基準を満たさない試験種目がある場合は不合格となり

ます（資格加点を除く。）。

⑵ 体力検査、身体測定及び身体検査の基準

試験種目
検査種目 合 格 基 準

（検査項目） 男性・武道指導（男性） 女性・武道指導（女性）

体力検査Ⅰ
20ｍシャトル 60回 35回
ラン

腕立て伏せ 30回(２秒に１回） 10回(２秒に１回)

体力検査Ⅱ
反復横跳び 20秒間で50回以上 20秒間で40回以上

上体起こし 30秒間で25回以上 30秒間で15回以上

握 力 左右平均45kg以上 左右平均25kg以上

身 長 おおむね160cm以上であること。 おおむね154cm以上であること。

身 体 測 定
体 重 おおむね47kg以上であること。 おおむね45kg以上であること。

胸 囲 おおむね78cm以上であること。 問いません。

そ の 他 身体の諸機能が健全であること。

聴 力 正常であること。

身 体 検 査 視 力 両眼とも裸眼視力が0.6以上又は矯正視力が1.0以上であること。

色 覚 職務に支障がないこと。



公　　　　報

18

平成28年４月８日　金曜日 第4435号

注１ 体力検査Ⅰは「武道指導」区分を除く。

２ 体力検査Ⅱでは、４種目のうち２種目以上が基準に達している場合に合格となります。

３ 警視庁及び千葉県の身体基準は次のとおりです。詳細は各都県にお問い合わせください。

都 県 名 身 長 体 重 胸 囲 視 力 色 覚 聴 力 その他

おおむね おおむね 裸眼視力が両眼とも 警察官としての職務 身体の運動機
警 視 庁 160㎝以上 48㎏以上 0.6以上、又は矯正 執行に支障がないこ 能が警察官と
(東京都) であるこ であるこ 視力が両眼とも1.0 と。 しての職務遂

と。 と。 以上であること。 行に支障がな
いこと。

千 葉 県
おおむね1 おおむね おおむね 両眼とも裸眼視力が 職務遂行上 職務遂行上支
60㎝以上 47㎏以上 78㎝以上 0 . 6以上であるこ 支障がない 障 が な い こ
であるこ であるこ であるこ と。又は両眼とも矯 こと。 と。
と。 と。 と。 正視力が1.0以上で

あること。

⑶ 資格加点について

沖縄県警察官Ａ又は沖縄県警察官Ｂ採用試験を受験する者で、次のいずれか１つの資格等を有し、か

つ証明書類等の原本により資格等を証明できるものは、加点対象となります。

区 分 資 格 等

①実用英語技能検定（英検） ２級以上 ②ＴＯＥＩＣ 470点以上

語
英 語 ③ＴＯＥＦＬ ＰＢＴ：460点以上、ｉＢＴ：48点以上

④国際連合公用英語検定（国連英検） Ｃ級以上

学 中国語
①中国語検定 ３級以上 ②漢語水平考試 ３級以上
③中国語コミュニケーション能力検定（ＴＥＣＣ） 400点以上

韓国語 ①ハングル能力検定 準２級以上 ②韓国語能力試験 ４級以上

簿 記 ①日商簿記検定 ２級以上 ②全経簿記能力検定 １級以上

情報処理 情報処理技術者試験により取得した経済産業省管轄の国家資格

武 柔道 講道館が認定する初段以上

剣道 全日本剣道連盟が認定する初段以上

道 空手
全日本空手道連盟に加盟する団体又は沖縄空手の各流派（少林流系、小林流系、松林

流 系、少林寺流系、剛柔流系、上地流系）が認定する初段以上

注１ 資格等は、第１次試験合格発表日までに当該資格等を取得済みのものに限ります。ただし、語学に

ついては、第１次試験合格発表日から遡って３年以内に取得したものに限り有効とします。

２ 証明書類の提出方法等は、第１次試験合格通知でお知らせします。

３ 複数の資格等を有していても加点は６点とします。

５ 受験手続

⑴ 受験申込書の入手方法

直接受け 沖縄県警察本部警務課人事係及び沖縄県内各警察署に受験申込書を置いていますので、
取る方法 直接お受け取りください。

ダウンロ 沖縄県ホームページ（http://www.pref.okinawa.jp/）から受験申込書の様式をダウン
ードで入 ロードすることができます。同ホームページの各種委員会等の欄から人事委員会を選択し
手する方 てください。なお、ダウンロード（印刷）がうまくできない場合は、直接受け取る方法に
法 よるか、又は郵便で入手する方法により受験申込書を請求してください。

郵便で入
郵便で請求する場合は、沖縄県警察本部警務課人事係宛ての封筒の表に「警察官Ａ又は

手する方
警察官Ｂ採用試験受験申込書請求」と朱書し、120円切手を貼った宛先明記の返信用封筒

法
（角形２号241㎜×335㎜）を同封して送ってください。なお、郵送に要する往復の日数を
十分考慮してください。

⑵ 受付期間、申込方法等

警 察 官 Ａ 警 察 官 Ｂ

試験案内等配布開始日 ４月22日（金曜日） ７月４日（月曜日）

５月９日（月曜日）から５月20日 ７月19日（火曜日）から８月１
受 付 期 間 （金曜日）まで （土曜日及び日曜 日（月曜日）まで（土曜日及び日

日を除く。） 曜日を除く。）

受 付 時 間 ９時30分から18時15分まで

受験資格審査等の結果、申込書を受理したときは警察官Ａ採用試験に
ついては６月下旬に、警察官Ｂ採用試験については10月上旬に受験票を

受 験 票 の 交 付 郵送します。試験日の５日前（月曜日）までに受験票が到着しないとき
は、沖縄県人事委員会事務局（電話番号098－866－2545）に連絡してく
ださい。

申 込 先
沖縄県警察本部警務課人事係[〒900－0021 沖縄県那覇市泉崎１－２－

２] 及び沖縄県内各警察署

○受験申込書及び受験票に必要事項を記入し、申込み前３か月以内に撮
影した写真（タテ約4.0㎝・ヨコ約3.0㎝）と52円切手を所定のところ
に貼って沖縄県警察本部警務課人事係又は沖縄県内各警察署に提出し
てください。

○郵便で申し込む場合には、沖縄県警察本部警務課人事係宛ての封筒
（角形２号241㎜×335㎜）の表に「警察官Ａ採用試験受験申込書在
中」又は「警察官Ｂ採用試験受験申込書在中」と朱書し、受験申込書
及び受験票を折り曲げずに同封して、必ず簡易書留郵便で送ってくだ

申 込 方 法 さい。なお、郵送の場合は、受付期間最終日までの消印のあるものに
限り受け付けます。

○「警察官Ａ（武道指導）」又は「警察官Ｂ（武道指導）」で申し込む
場合は、２⑵の条件が必要になりますので、以下の証明書等を受験申
込書とあわせて提出（同封）してください。
警察官Ａ（武道指導）：３段以上を証明する書類の写し及び競技会に
おいて優秀な成績をあげたことを証明する書類の写し
警察官Ｂ（武道指導）：２段以上を証明する書類の写し及び競技会に
おいて優秀な成績をあげたことを証明する書類の写し

注１ 警察官Ｂについては、申込み後、第１次試験地の変更は認めません。

２ 申込みは窓口又は郵送のみになります。インターネットによる申込みは出来ません。

６ 合格者の発表

発 表 期 日
方 法

警察官Ａ 警察官Ｂ

第１次試験合格者
７月22日 10月28日 沖縄県人事委員会事務局、沖縄県警察本部及び県内

（金曜日） （金曜日） 各警察署の掲示板に掲示するほか、沖縄県ホームペー
ジ（http://www.pref.okinawa.jp/）に掲載します。

最 終 合 格 者 ９月上旬 12月中旬
また、合格者に通知します。

注 警視庁又は千葉県の合格者には、後日、警視庁又は千葉県人事委員会から通知があります。

７ 合格から採用まで

⑴ 最終合格者は、試験区分ごとに作成される警察官採用候補者名簿に登載されます。警察本部長は人事

委員会から成績順に提示された名簿の中から採用者を決定します。

⑵ 採用候補者名簿の有効期間は、名簿の確定日から原則１年です。

⑶ 採用は、原則として平成29年４月１日以降ですが、警察官Ａについては、既卒者の場合、平成28年10
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身体障害者を対象とした沖縄県職員採用選考試験を次のとおり行います。

平成28年４月８日

沖縄県人事委員会

委員長 玉 城 健

この採用選考試験は、障害者の雇用の促進等に関する法律の趣旨に基づき、身体障害者の雇用の促進を図

ることを目的として行うものです。

１ 試験区分、採用予定数及び職務内容

試 験 区 分 採用予定数 職 務 内 容

一 般 事 務 若干名 知事部局等において、一般行政事務に従事します。

注１ 点字受験を希望する方は、試験地及び試験時間が一部異なりますので、受験申込み前に必ず人事委

員会事務局までお問い合わせください。

２ 拡大文字による受験を希望する方は、受験申込み前に必ず人事委員会事務局までお問い合わせくだ

さい。

２ 受験資格

⑴ 自力により通勤ができ、かつ、介護者なしに職務の遂行が可能な者で、次のアからエまでの全てに該

当するもの。

ア 昭和59年４月２日から平成11年４月１日までに生まれた者

イ 申込日現在において、身体障害者手帳の交付を受け、その障害の程度が１級から４級までの者

ウ 活字印刷文又は点字による出題に対応できる者

エ 沖縄県内に居住する者（通学のため一時的に県外に居住している者を含む。)

⑵ 地方公務員法（昭和25年法律第261号）第16条に規定する次のいずれかに該当する者は受験できませ

ん。

ア 成年被後見人又は被保佐人（準禁治産者を含む。）

イ 禁錮以上の刑に処せられ、その執行を終わるまで又はその執行を受けることがなくなるまでの者

ウ 沖縄県職員として懲戒免職の処分を受け、当該処分の日から２年を経過しない者

エ 日本国憲法施行の日以後において、日本国憲法又はその下に成立した政府を暴力で破壊することを

主張する政党その他の団体を結成し、又はこれに加入した者

⑶ 日本の国籍を有しない者も受験できます（警察本部に採用される場合には日本国籍を有することが必

要です。）。ただし、日本の国籍を有しない者は、公権力の行使又は公の意思形成への参画に携わるこ

とはできないとする公務員に関する基本原則に基づき任用されます。また、採用に当たっては、「就職

が制限されない在留資格」であることが必要です。

３ 試験の日時及び場所

試 験 日 時 試 験 地 試 験 会 場

名護市
沖縄県北部合同庁舎若しくは名護
商工高等学校

第１次試験
10月16日（日曜日） 那覇市 沖縄県立看護大学

９時00分から11時30分まで 宮古島市 沖縄県宮古合同庁舎

石垣市 沖縄県八重山合同庁舎

第２次試験
11月中旬を予定していますが、試験の日時、試験会場等については、第１次試験合格

者に直接通知します。

注 第１次試験の試験地及び試験会場は、都合により変更する場合がありますので、試験地及び試験会場

は、受験票で確認してください。

４ 試験の方法、配点等

試験は、第１次試験、第２次試験及び資格調査とし、第２次試験は第１次試験合格者について行います。

法
（角形２号241㎜×335㎜）を同封して送ってください。なお、郵送に要する往復の日数を
十分考慮してください。

⑵ 受付期間、申込方法等

警 察 官 Ａ 警 察 官 Ｂ

試験案内等配布開始日 ４月22日（金曜日） ７月４日（月曜日）

５月９日（月曜日）から５月20日 ７月19日（火曜日）から８月１
受 付 期 間 （金曜日）まで （土曜日及び日曜 日（月曜日）まで（土曜日及び日

日を除く。） 曜日を除く。）

受 付 時 間 ９時30分から18時15分まで

受験資格審査等の結果、申込書を受理したときは警察官Ａ採用試験に
ついては６月下旬に、警察官Ｂ採用試験については10月上旬に受験票を

受 験 票 の 交 付 郵送します。試験日の５日前（月曜日）までに受験票が到着しないとき
は、沖縄県人事委員会事務局（電話番号098－866－2545）に連絡してく
ださい。

申 込 先
沖縄県警察本部警務課人事係[〒900－0021 沖縄県那覇市泉崎１－２－

２] 及び沖縄県内各警察署

○受験申込書及び受験票に必要事項を記入し、申込み前３か月以内に撮
影した写真（タテ約4.0㎝・ヨコ約3.0㎝）と52円切手を所定のところ
に貼って沖縄県警察本部警務課人事係又は沖縄県内各警察署に提出し
てください。

○郵便で申し込む場合には、沖縄県警察本部警務課人事係宛ての封筒
（角形２号241㎜×335㎜）の表に「警察官Ａ採用試験受験申込書在
中」又は「警察官Ｂ採用試験受験申込書在中」と朱書し、受験申込書
及び受験票を折り曲げずに同封して、必ず簡易書留郵便で送ってくだ

申 込 方 法 さい。なお、郵送の場合は、受付期間最終日までの消印のあるものに
限り受け付けます。

○「警察官Ａ（武道指導）」又は「警察官Ｂ（武道指導）」で申し込む
場合は、２⑵の条件が必要になりますので、以下の証明書等を受験申
込書とあわせて提出（同封）してください。
警察官Ａ（武道指導）：３段以上を証明する書類の写し及び競技会に
おいて優秀な成績をあげたことを証明する書類の写し
警察官Ｂ（武道指導）：２段以上を証明する書類の写し及び競技会に
おいて優秀な成績をあげたことを証明する書類の写し

注１ 警察官Ｂについては、申込み後、第１次試験地の変更は認めません。

２ 申込みは窓口又は郵送のみになります。インターネットによる申込みは出来ません。

６ 合格者の発表

発 表 期 日
方 法

警察官Ａ 警察官Ｂ

第１次試験合格者
７月22日 10月28日 沖縄県人事委員会事務局、沖縄県警察本部及び県内

（金曜日） （金曜日） 各警察署の掲示板に掲示するほか、沖縄県ホームペー
ジ（http://www.pref.okinawa.jp/）に掲載します。

最 終 合 格 者 ９月上旬 12月中旬
また、合格者に通知します。

注 警視庁又は千葉県の合格者には、後日、警視庁又は千葉県人事委員会から通知があります。

７ 合格から採用まで

⑴ 最終合格者は、試験区分ごとに作成される警察官採用候補者名簿に登載されます。警察本部長は人事

委員会から成績順に提示された名簿の中から採用者を決定します。

⑵ 採用候補者名簿の有効期間は、名簿の確定日から原則１年です。

⑶ 採用は、原則として平成29年４月１日以降ですが、警察官Ａについては、既卒者の場合、平成28年10

月１日付けで採用される場合もあります。

⑷ 最終合格者の数は、年間の採用予定数と採用を辞退する者等の数を考慮して決定しますので、合格し

ても採用されないこともあります。

⑸ 受験資格がないことが判明した場合は、合格を取り消します。

⑹ 警察官Ａの最終合格者は、採用後、警察学校に入校し６か月間初任科の教養訓練を受けた後、警察官

Ｂの最終合格者は、採用後、警察学校に入校し10か月間初任科の教養訓練を受けた後、巡査として勤務

につきます。

⑺ 沖縄県以外の都県も沖縄県とほぼ同様ですが、詳しくは各都県にお問い合わせください。

８ 給与等

⑴ 初任給は、平成28年４月１日現在、下表のとおりで、経歴その他に応じてこの額以上になります。ほ

かに扶養手当、住居手当、通勤手当、期末手当、勤勉手当等が支給条件に応じて支給されます。

沖 縄 県 警 視 庁 千 葉 県

警察官Ａ 202,400円 252,100円 236,421円

警察官Ｂ 166,700円 212,700円 200,778円

⑵ 警視庁については、平成28年１月１日現在の給料月額に地域手当を加えたもの（100円未満切り捨

て）で、千葉県については、平成28年４月１日現在の給料月額に地域手当を加えたものです。

⑶ 昇給は、原則として毎年１回行われます。また、勤務成績、研修成績が優秀な場合の特別昇給制度が

あります。

９ その他

各試験の詳細は、別に試験案内を配布します。
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試 験
試験種目

内 容（配点）

第１次 教養試験 公務員として必要な一般的な知識及び知能についての択一式（40問）による
試 験 （100） 高等学校卒業程度の筆記試験を行います。（２時間）

口述試験 主として人物についての個別面接による試験を行います。なお、個別面接の

第２次
（60） 参考とするため適性検査を行います。

試 験
作文試験 思考力、文章構成力及び表現力についての筆記試験（600字以内）を行いま
（30） す。（１時間）

資 格 調 査 受験資格の有無、受験申込書記載事項の真否等について調査します。

注１ 第１次試験における教養試験の得点は次の方法を用いて算出します。その結果、前述の配点を超え

る場合があります。

【得点の算出方法】

得点（標準点）＝
各受験者の粗点（正解数）－各試験区分ごとの粗点の平均点

×10＋50各試験区分ごとの粗点の標準偏差

２ 各試験種目には一定の基準があり、１つでも基準を満たさない試験種目がある場合は不合格となり

ます。

５ 受験手続

⑴ 受験申込書の入手方法

沖縄県人事委員会事務局 [〒900－8570 那覇市泉崎１－２－２ 県庁行政棟２階]
[電話番号（098）866－2545]

名 護 県 税 事 務 所 [〒905－0015 名護市大南１－13－11 沖縄県北部合同庁舎１階]
[電話番号（0980）52－2834]

コ ザ 県 税 事 務 所 [〒904－2155 沖縄市美原１－６－34 沖縄県中部合同庁舎１階]
[電話番号（098）894－6500]

宮 古 事 務 所 総 務 課 [〒906－0012 宮古島市平良西里1125 沖縄県宮古合同庁舎２階]
直接受け [電話番号（0980）72－2551]
取る方法 八 重 山 事 務 所 総 務 課 [〒907－0002 石垣市真栄里438－１ 沖縄県八重山合同庁舎２階]

[電話番号（0980）82－3040]
沖 縄 県 東 京 事 務 所 [〒102－0093 東京都千代田区平河町２－６－３ 都道府県会館10階]

[電話番号（03）5212－9087]
沖 縄 県 大 阪 事 務 所 [〒530－0001 大阪市北区梅田１－１－３－2100 大阪駅前第３ビル21階]

[電話番号（06）6344－6828]
沖縄県名古屋情報センター [〒460－0008 名古屋市中区栄４－１－１ 中部日本ビルディング４階]

[電話番号（052）263－3618]

ダウンロ 沖縄県ホームページ（http://www.pref.okinawa.jp/）から受験申込書の様式をダウン
ードで入 ロードすることができます。同ホームページの各種委員会等の欄から人事委員会を選択し
手する方 てください。なお、ダウンロード（印刷）がうまくできない場合は、直接受け取る方法に
法 よるか、又は郵便で入手する方法により受験申込書を請求してください。

郵便で入
郵便で請求する場合は、沖縄県人事委員会事務局宛ての封筒の表に「選考試験試験受験

手する方
申込書請求」と朱書し、120円切手を貼った宛先明記の返信用封筒（角形２号241㎜×335

法
㎜）を同封して送ってください。なお、郵送に要する往復の日数を十分考慮してくださ
い。

⑵ 受付期間、申込方法等

試験案内等配布開始日 ７月４日（月曜日）

受 付 期 間
７月19日（火曜日）から８月１日（月曜日）まで（土曜日及び日曜日を

除く。）

受 付 時 間 ９時から17時15分まで

受験資格審査等の結果、申込書を受理したときは10月上旬に受験票を郵

身体障害者を対象とした沖縄県職員採用選考試験を次のとおり行います。

平成28年４月８日

沖縄県人事委員会

委員長 玉 城 健

この採用選考試験は、障害者の雇用の促進等に関する法律の趣旨に基づき、身体障害者の雇用の促進を図

ることを目的として行うものです。

１ 試験区分、採用予定数及び職務内容

試 験 区 分 採用予定数 職 務 内 容

一 般 事 務 若干名 知事部局等において、一般行政事務に従事します。

注１ 点字受験を希望する方は、試験地及び試験時間が一部異なりますので、受験申込み前に必ず人事委

員会事務局までお問い合わせください。

２ 拡大文字による受験を希望する方は、受験申込み前に必ず人事委員会事務局までお問い合わせくだ

さい。

２ 受験資格

⑴ 自力により通勤ができ、かつ、介護者なしに職務の遂行が可能な者で、次のアからエまでの全てに該

当するもの。

ア 昭和59年４月２日から平成11年４月１日までに生まれた者

イ 申込日現在において、身体障害者手帳の交付を受け、その障害の程度が１級から４級までの者

ウ 活字印刷文又は点字による出題に対応できる者

エ 沖縄県内に居住する者（通学のため一時的に県外に居住している者を含む。)

⑵ 地方公務員法（昭和25年法律第261号）第16条に規定する次のいずれかに該当する者は受験できませ

ん。

ア 成年被後見人又は被保佐人（準禁治産者を含む。）

イ 禁錮以上の刑に処せられ、その執行を終わるまで又はその執行を受けることがなくなるまでの者

ウ 沖縄県職員として懲戒免職の処分を受け、当該処分の日から２年を経過しない者

エ 日本国憲法施行の日以後において、日本国憲法又はその下に成立した政府を暴力で破壊することを

主張する政党その他の団体を結成し、又はこれに加入した者

⑶ 日本の国籍を有しない者も受験できます（警察本部に採用される場合には日本国籍を有することが必

要です。）。ただし、日本の国籍を有しない者は、公権力の行使又は公の意思形成への参画に携わるこ

とはできないとする公務員に関する基本原則に基づき任用されます。また、採用に当たっては、「就職

が制限されない在留資格」であることが必要です。

３ 試験の日時及び場所

試 験 日 時 試 験 地 試 験 会 場

名護市
沖縄県北部合同庁舎若しくは名護
商工高等学校

第１次試験
10月16日（日曜日） 那覇市 沖縄県立看護大学

９時00分から11時30分まで 宮古島市 沖縄県宮古合同庁舎

石垣市 沖縄県八重山合同庁舎

第２次試験
11月中旬を予定していますが、試験の日時、試験会場等については、第１次試験合格

者に直接通知します。

注 第１次試験の試験地及び試験会場は、都合により変更する場合がありますので、試験地及び試験会場

は、受験票で確認してください。

４ 試験の方法、配点等

試験は、第１次試験、第２次試験及び資格調査とし、第２次試験は第１次試験合格者について行います。
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試 験
試験種目

内 容（配点）

第１次 教養試験 公務員として必要な一般的な知識及び知能についての択一式（40問）による
試 験 （100） 高等学校卒業程度の筆記試験を行います。（２時間）

口述試験 主として人物についての個別面接による試験を行います。なお、個別面接の

第２次
（60） 参考とするため適性検査を行います。

試 験
作文試験 思考力、文章構成力及び表現力についての筆記試験（600字以内）を行いま
（30） す。（１時間）

資 格 調 査 受験資格の有無、受験申込書記載事項の真否等について調査します。

注１ 第１次試験における教養試験の得点は次の方法を用いて算出します。その結果、前述の配点を超え

る場合があります。

【得点の算出方法】

得点（標準点）＝
各受験者の粗点（正解数）－各試験区分ごとの粗点の平均点

×10＋50各試験区分ごとの粗点の標準偏差

２ 各試験種目には一定の基準があり、１つでも基準を満たさない試験種目がある場合は不合格となり

ます。

５ 受験手続

⑴ 受験申込書の入手方法

沖縄県人事委員会事務局 [〒900－8570 那覇市泉崎１－２－２ 県庁行政棟２階]
[電話番号（098）866－2545]

名 護 県 税 事 務 所 [〒905－0015 名護市大南１－13－11 沖縄県北部合同庁舎１階]
[電話番号（0980）52－2834]

コ ザ 県 税 事 務 所 [〒904－2155 沖縄市美原１－６－34 沖縄県中部合同庁舎１階]
[電話番号（098）894－6500]

宮 古 事 務 所 総 務 課 [〒906－0012 宮古島市平良西里1125 沖縄県宮古合同庁舎２階]
直接受け [電話番号（0980）72－2551]
取る方法 八 重 山 事 務 所 総 務 課 [〒907－0002 石垣市真栄里438－１ 沖縄県八重山合同庁舎２階]

[電話番号（0980）82－3040]
沖 縄 県 東 京 事 務 所 [〒102－0093 東京都千代田区平河町２－６－３ 都道府県会館10階]

[電話番号（03）5212－9087]
沖 縄 県 大 阪 事 務 所 [〒530－0001 大阪市北区梅田１－１－３－2100 大阪駅前第３ビル21階]

[電話番号（06）6344－6828]
沖縄県名古屋情報センター [〒460－0008 名古屋市中区栄４－１－１ 中部日本ビルディング４階]

[電話番号（052）263－3618]

ダウンロ 沖縄県ホームページ（http://www.pref.okinawa.jp/）から受験申込書の様式をダウン
ードで入 ロードすることができます。同ホームページの各種委員会等の欄から人事委員会を選択し
手する方 てください。なお、ダウンロード（印刷）がうまくできない場合は、直接受け取る方法に
法 よるか、又は郵便で入手する方法により受験申込書を請求してください。

郵便で入
郵便で請求する場合は、沖縄県人事委員会事務局宛ての封筒の表に「選考試験試験受験

手する方
申込書請求」と朱書し、120円切手を貼った宛先明記の返信用封筒（角形２号241㎜×335

法
㎜）を同封して送ってください。なお、郵送に要する往復の日数を十分考慮してくださ
い。

⑵ 受付期間、申込方法等

試験案内等配布開始日 ７月４日（月曜日）

受 付 期 間
７月19日（火曜日）から８月１日（月曜日）まで（土曜日及び日曜日を

除く。）

受 付 時 間 ９時から17時15分まで

受験資格審査等の結果、申込書を受理したときは10月上旬に受験票を郵

受 験 票 の 交 付
送します。試験日の６日前（月曜日）までに受験票が到着しないときは、
沖縄県人事委員会事務局（電話番号098－866－2545）に連絡してくださ
い。

申 込 先 沖縄県人事委員会事務局[〒900－8570 沖縄県那覇市泉崎１－２－２]

○受験申込書及び受験票に必要事項を記入し、申込み前３か月以内に撮影
した写真（タテ約4.0㎝・ヨコ約3.0㎝）と52円切手を所定のところに
貼って提出してください。

○郵便で申し込む場合には、上記申込み先宛ての封筒（角形２号241㎜×3

申 込 方 法
35㎜）の表に「選考試験受験申込書在中」と朱書し、受験申込書及び受
験票を折り曲げずに同封して、必ず簡易書留郵便で送ってください。な
お、郵送の場合は、受付期間最終日までの消印のあるものに限り受け付
けます。

○身体障害者手帳の写しを受験申込書と併せて提出（同封）してくださ
い。

注１ 申込み後は、第１次試験地の変更は認めません。

２ 申込みは窓口又は郵送のみになります。インターネットによる申込みは出来ません。

６ 合格者の発表

発表期日 方 法

第１次試験合格者
10月28日 沖縄県人事委員会事務局の掲示板に掲示するほか、沖縄県ホーム

（金曜日） ページ（http://www.pref.okinawa.jp/）に掲載します。また、合
格者に通知します。

最 終 合 格 者 11月下旬

７ 合格から採用まで

⑴ 最終合格者は、各任命権者からの請求に応じて成績順に推薦され、その中から任命権者は採用者を決

定します。

⑵ 最終合格者の数は、年間の採用予定数と採用を辞退する者等の数を考慮して決定しますので、合格し

ても採用されないこともあります。

⑶ 受験資格がないことが判明した場合は、合格を取り消します。

８ 給与

初任給は、平成28年４月１日現在で、140,100円で、経歴その他に応じてこの額以上になります。ほか

に扶養手当、住居手当、通勤手当、期末手当、勤勉手当等が支給条件に応じて支給されます。

９ その他

試験の詳細は、別に試験案内を配布します。
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選挙管理委員会事項

沖縄県選挙管理委員会告示第３号

地方自治法（昭和22年法律第67号）第74条第１項及び第75条第１項の規定による選挙権を有する者の総数

の50分の１の数並びに同法第76条第１項、第80条第１項、第81条第１項及び第86条第１項並びに地方教育行

政の組織及び運営に関する法律（昭和31年法律第162号）第８条第１項の規定による選挙権を有する者の総

数の３分の１の数（その総数が40万を超え80万以下の場合にあってはその40万を超える数に６分の１を乗じ

て得た数と40万に３分の１を乗じて得た数とを合算して得た数、その総数が80万を超える場合にあってはそ

の80万を超える数に８分の１を乗じて得た数と40万に６分の１を乗じて得た数と40万に３分の１を乗じて得

た数とを合算して得た数）は、次のとおりである。

なお、平成28年沖縄県選挙管理委員会告示第２号は、廃止する。

平成28年４月８日

沖縄県選挙管理委員会

委員長 当 山 尚 幸

１ 選挙権を有する者の総数の50分の１の数 22,297

２ 選挙権を有する者の総数の３分の１の数（その総数が40万を超え80万以下の場合にあってはその40万を

超える数に６分の１を乗じて得た数と40万に３分の１を乗じて得た数とを合算して得た数、その総数が80

万を超える場合にあってはその80万を超える数に８分の１を乗じて得た数と40万に６分の１を乗じて得た

数と40万に３分の１を乗じて得た数とを合算して得た数） 239,354

３ 県の議会の議員の各選挙区における選挙権を有する者の総数の３分の１の数

選 挙 区 名 ３分の１の数

名護市 15,698
うるま市 30,991
沖縄市 35,019
宜野湾市 24,538
浦添市 28,484
那覇市 84,315
豊見城市 15,386
南城市 11,077
糸満市 15,167
宮古島市（宮古郡を含む。） 14,514
石垣市（八重山郡を含む。） 14,067
国頭郡（島尻郡伊平屋村及び伊是名村を含む。） 18,185
中頭郡 39,189
島尻郡（伊平屋村及び伊是名村を除く。） 24,984

受 験 票 の 交 付
送します。試験日の６日前（月曜日）までに受験票が到着しないときは、
沖縄県人事委員会事務局（電話番号098－866－2545）に連絡してくださ
い。

申 込 先 沖縄県人事委員会事務局[〒900－8570 沖縄県那覇市泉崎１－２－２]

○受験申込書及び受験票に必要事項を記入し、申込み前３か月以内に撮影
した写真（タテ約4.0㎝・ヨコ約3.0㎝）と52円切手を所定のところに
貼って提出してください。

○郵便で申し込む場合には、上記申込み先宛ての封筒（角形２号241㎜×3

申 込 方 法
35㎜）の表に「選考試験受験申込書在中」と朱書し、受験申込書及び受
験票を折り曲げずに同封して、必ず簡易書留郵便で送ってください。な
お、郵送の場合は、受付期間最終日までの消印のあるものに限り受け付
けます。

○身体障害者手帳の写しを受験申込書と併せて提出（同封）してくださ
い。

注１ 申込み後は、第１次試験地の変更は認めません。

２ 申込みは窓口又は郵送のみになります。インターネットによる申込みは出来ません。

６ 合格者の発表

発表期日 方 法

第１次試験合格者
10月28日 沖縄県人事委員会事務局の掲示板に掲示するほか、沖縄県ホーム

（金曜日） ページ（http://www.pref.okinawa.jp/）に掲載します。また、合
格者に通知します。

最 終 合 格 者 11月下旬

７ 合格から採用まで

⑴ 最終合格者は、各任命権者からの請求に応じて成績順に推薦され、その中から任命権者は採用者を決

定します。

⑵ 最終合格者の数は、年間の採用予定数と採用を辞退する者等の数を考慮して決定しますので、合格し

ても採用されないこともあります。

⑶ 受験資格がないことが判明した場合は、合格を取り消します。

８ 給与

初任給は、平成28年４月１日現在で、140,100円で、経歴その他に応じてこの額以上になります。ほか

に扶養手当、住居手当、通勤手当、期末手当、勤勉手当等が支給条件に応じて支給されます。

９ その他

試験の詳細は、別に試験案内を配布します。
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沖縄県選挙管理委員会告示第３号

地方自治法（昭和22年法律第67号）第74条第１項及び第75条第１項の規定による選挙権を有する者の総数

の50分の１の数並びに同法第76条第１項、第80条第１項、第81条第１項及び第86条第１項並びに地方教育行

政の組織及び運営に関する法律（昭和31年法律第162号）第８条第１項の規定による選挙権を有する者の総

数の３分の１の数（その総数が40万を超え80万以下の場合にあってはその40万を超える数に６分の１を乗じ

て得た数と40万に３分の１を乗じて得た数とを合算して得た数、その総数が80万を超える場合にあってはそ

の80万を超える数に８分の１を乗じて得た数と40万に６分の１を乗じて得た数と40万に３分の１を乗じて得

た数とを合算して得た数）は、次のとおりである。

なお、平成28年沖縄県選挙管理委員会告示第２号は、廃止する。

平成28年４月８日

沖縄県選挙管理委員会

委員長 当 山 尚 幸

１ 選挙権を有する者の総数の50分の１の数 22,297

２ 選挙権を有する者の総数の３分の１の数（その総数が40万を超え80万以下の場合にあってはその40万を

超える数に６分の１を乗じて得た数と40万に３分の１を乗じて得た数とを合算して得た数、その総数が80

万を超える場合にあってはその80万を超える数に８分の１を乗じて得た数と40万に６分の１を乗じて得た

数と40万に３分の１を乗じて得た数とを合算して得た数） 239,354

３ 県の議会の議員の各選挙区における選挙権を有する者の総数の３分の１の数

選 挙 区 名 ３分の１の数

名護市 15,698
うるま市 30,991
沖縄市 35,019
宜野湾市 24,538
浦添市 28,484
那覇市 84,315
豊見城市 15,386
南城市 11,077
糸満市 15,167
宮古島市（宮古郡を含む。） 14,514
石垣市（八重山郡を含む。） 14,067
国頭郡（島尻郡伊平屋村及び伊是名村を含む。） 18,185
中頭郡 39,189
島尻郡（伊平屋村及び伊是名村を除く。） 24,984
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28 ４ ８ 4435

平成28年度沖縄県一般会計予算、平成28年度沖
縄県特別会計予算及び平成28年度沖縄県企業会
計予算の要領
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額

１
県

税
1
1
7
,
3
4
6
,
0
0
0

千
円

１
県

民
税

3
9
,
7
5
8
,
0
0
0

２
事

業
税

2
3
,
3
3
1
,
0
0
0

３
地

方
消

費
税

2
5
,
4
8
3
,
0
0
0

４
不

動
産

取
得

税
3
,
8
0
8
,
0
0
0

５
県

た
ば

こ
税

1
,
8
3
9
,
0
0
0

６
ゴ

ル
フ

場
利

用
税

7
9
5
,
0
0
0

７
自

動
車

取
得

税
7
9
3
,
0
0
0

８
軽

油
引

取
税

7
,
1
4
6
,
0
0
0

９
自

動
車

税
1
3
,
3
4
2
,
0
0
0

1
0

鉱
区

税
7
,
0
0
0

1
1

狩
猟

税
2
,
0
0
0

1
2

石
油

価
格

調
整

税
1
,
0
0
9
,
0
0
0

1
3

産
業

廃
棄

物
税

3
3
,
0
0
0

２
地

方
消

費
税

清
算

金
4
6
,
9
5
8
,
0
1
6

１
地

方
消

費
税

清
算

金
4
6
,
9
5
8
,
0
1
6

３
地

方
譲

与
税

1
9
,
9
5
0
,
9
3
8

１
地

方
法

人
特

別
譲

与
税

1
9
,
1
9
6
,
8
0
0

２
地

方
揮

発
油

譲
与

税
5
7
5
,
0
5
5

３
石

油
ガ

ス
譲

与
税

2
6
,
3
6
1

４
航

空
機

燃
料

譲
与

税
1
5
2
,
7
2
2

４
市

町
村

た
ば

こ
税

県
交

付
金

2
0
9
,
4
3
6

１
市

町
村

た
ば

こ
税

県
交

付
金

2
0
9
,
4
3
6

５
地

方
特

例
交

付
金

2
5
8
,
4
9
0

１
地

方
特

例
交

付
金

2
5
8
,
4
9
0

６
地

方
交

付
税

2
0
6
,
5
5
0
,
0
0
0

１
地

方
交

付
税

2
0
6
,
5
5
0
,
0
0
0

７
交

通
安

全
対

策
特

別
交

付
金

3
5
6
,
9
0
0

１
交

通
安

全
対

策
特

別
交

付
金

3
5
6
,
9
0
0

－
2
－

─
1
─

─
2
─



 歳
　
　
出

款
項

金
　
　
　
　
額

１
議

会
費

1
,
4
5
0
,
8
7
4

千
円

１
議

会
費

1
,
4
5
0
,
8
7
4

２
総

務
費

7
5
,
3
5
8
,
0
4
2

１
総

務
管

理
費

1
6
,
4
8
7
,
1
7
1

２
企

画
費

1
6
,
0
1
4
,
5
2
9

３
徴

税
費

4
,
8
2
1
,
0
4
1

４
市

町
村

振
興

費
3
2
,
9
0
1
,
8
8
5

５
選

挙
費

1
,
0
6
9
,
0
3
2

６
防

災
費

3
,
0
9
7
,
7
5
5

７
統

計
調

査
費

5
9
7
,
8
1
1

８
人

事
委

員
会

費
1
7
7
,
6
9
7

９
監

査
委

員
費

1
9
1
,
1
2
1

３
民

生
費

1
0
6
,
2
8
2
,
6
3
5

１
社

会
福

祉
費

6
7
,
8
8
1
,
6
6
9

２
児

童
福

祉
費

2
9
,
4
3
8
,
0
8
7

３
生

活
保

護
費

8
,
8
2
7
,
6
1
0

４
災

害
救

助
費

1
3
5
,
2
6
9

４
衛

生
費

3
3
,
2
8
0
,
2
5
8

１
公

衆
衛

生
費

1
4
,
5
0
9
,
6
8
5

２
環

境
衛

生
費

1
,
7
2
0
,
3
2
6

３
環

境
保

全
費

2
,
3
2
0
,
8
5
3

４
保

健
所

費
1
,
8
8
0
,
8
3
3

５
医

薬
費

6
,
9
4
8
,
7
7
3

６
保

健
衛

生
費

5
,
8
9
9
,
7
8
8

５
労

働
費

3
,
9
2
8
,
3
6
3

１
労

政
費

2
,
6
6
5
,
7
1
8

２
職

業
訓

練
費

1
,
1
3
1
,
1
2
9

３
労

働
委

員
会

費
1
3
1
,
5
1
6

－
4
－

款
項

金
　

　
　

　
額

８
分

担
金

及
び

負
担

金
8
6
4
,
1
9
2

千
円

１
分

担
金

8
2
,
3
1
7

２
負

担
金

7
8
1
,
8
7
5

９
使

用
料

及
び

手
数

料
1
5
,
0
3
3
,
8
6
2

１
使

用
料

1
2
,
4
8
7
,
0
1
1

２
手

数
料

2
4
4
,
0
3
0

３
証

紙
収

入
2
,
3
0
2
,
8
2
1

1
0

国
庫

支
出

金
2
3
2
,
7
1
3
,
3
5
8

１
国

庫
負

担
金

4
2
,
9
3
6
,
6
9
3

２
国

庫
補

助
金

1
8
7
,
8
7
8
,
2
2
2

３
委

託
金

1
,
8
9
8
,
4
4
3

1
1

財
産

収
入

2
,
3
0
1
,
7
6
9

１
財

産
運

用
収

入
1
,
5
7
9
,
8
5
9

２
財

産
売

払
収

入
7
2
1
,
9
1
0

1
2

寄
附

金
5
6
,
3
1
1

１
寄

附
金

5
6
,
3
1
1

1
3

繰
入

金
2
7
,
3
5
6
,
7
8
5

１
特

別
会

計
繰

入
金

1
0
3
,
1
3
7

２
基

金
繰

入
金

2
7
,
2
5
3
,
6
4
8

1
4

繰
越

金
1

１
繰

越
金

1

1
5

諸
収

入
2
6
,
5
7
5
,
8
4
2

１
延

滞
金
、

加
算

金
及

び
過

料
3
4
1
,
4
8
2

２
県

預
金

利
子

4
0
,
8
3
1

３
公

営
企

業
貸

付
金

元
利

収
入

2
0
8
,
0
0
0

４
貸

付
金

元
利

収
入

1
2
,
8
3
0
,
2
1
9

５
受

託
事

業
収

入
5
,
6
2
8
,
4
6
5

６
収

益
事

業
収

入
4
,
9
0
6
,
9
9
7

７
利

子
割

精
算

金
収

入
2
6
9

８
雑

入
2
,
6
1
9
,
5
7
9

1
6

県
債

5
7
,
6
2
4
,
1
0
0

１
県

債
5
7
,
6
2
4
,
1
0
0

歳
　
　
　
入
　
　
　
合
　
　
　
計

7
5
4
,
1
5
6
,
0
0
0

－
3
－

─
3
─

─
4
─



款
項

金
　

　
　

　
額

６
農

林
水

産
業

費
5
9
,
4
7
1
,
9
4
1

千
円

１
農

業
費

2
3
,
2
9
6
,
8
4
7

２
畜

産
業

費
3
,
1
2
8
,
7
5
0

３
農

地
費

2
3
,
7
9
9
,
5
1
1

４
林

業
費

1
,
8
1
2
,
6
1
1

５
水

産
業

費
7
,
4
3
4
,
2
2
2

７
商

工
費

4
4
,
4
3
3
,
6
2
0

１
商

業
費

5
,
1
1
3
,
1
6
5

２
工

鉱
業

費
2
2
,
0
9
4
,
9
6
4

３
観

光
費

1
7
,
2
2
5
,
4
9
1

８
土

木
費

1
0
6
,
3
0
1
,
1
6
2

１
土

木
管

理
費

2
2
,
0
5
6
,
1
3
5

２
道

路
橋

り
ょ

う
費

3
0
,
6
7
7
,
5
4
2

３
河

川
海

岸
費

6
,
9
5
6
,
3
0
1

４
港

湾
費

1
2
,
0
5
2
,
9
1
4

５
都

市
計

画
費

2
0
,
1
5
3
,
0
1
1

６
住

宅
費

8
,
1
2
7
,
5
3
6

７
空

港
費

6
,
2
7
7
,
7
2
3

９
警

察
費

3
3
,
0
6
7
,
7
0
7

１
警

察
管

理
費

3
0
,
0
2
1
,
5
0
6

２
警

察
活

動
費

3
,
0
4
6
,
2
0
1

1
0

教
育

費
1
6
3
,
7
2
2
,
2
0
3

１
教

育
総

務
費

1
6
,
5
8
0
,
9
3
9

２
小

学
校

費
4
9
,
6
2
2
,
0
8
5

３
中

学
校

費
3
1
,
0
8
9
,
0
2
6

４
高

等
学

校
費

4
3
,
3
9
5
,
2
5
2

５
特

別
支

援
学

校
費

1
5
,
5
9
2
,
0
5
7

６
社

会
教

育
費

3
,
9
8
0
,
4
0
1

７
保

健
体

育
費

8
6
5
,
3
4
7

８
大

学
費

2
,
5
9
7
,
0
9
6

－
5
－

款
項

金
　
　
　
　
額

1
1

災
害

復
旧

費
3
,
3
9
8
,
8
6
6

千
円

１
農

林
水

産
施

設
災

害
復

旧
費

1
,
8
0
0
,
0
0
0

２
土

木
施

設
災

害
復

旧
費

1
,
5
3
2
,
4
9
2

３
教

育
施

設
災

害
復

旧
費

6
6
,
3
7
4

1
2

公
債

費
7
0
,
3
9
1
,
2
5
1

１
公

債
費

7
0
,
3
9
1
,
2
5
1

1
3

諸
支

出
金

5
2
,
8
6
9
,
0
7
8

１
ゴ

ル
フ

場
利

用
税

交
付

金
5
5
6
,
5
0
8

２
自

動
車

取
得

税
交

付
金

5
2
7
,
6
8
9

３
公

営
企

業
費

6
4
3
,
7
2
6

４
財

政
調

整
基

金
積

立
金

1
7
,
7
0
1

５
県

有
施

設
整

備
基

金
積

立
金

8
5
0
,
5
9
1

６
利

子
割

交
付

金
1
9
4
,
0
5
2

７
配

当
割

交
付

金
4
0
7
,
0
4
0

８
株

式
等

譲
渡

所
得

割
交

付
金

3
5
8
,
4
3
6

９
利

子
割

精
算

金
2
,
0
3
2

1
0

退
職

手
当

基
金

積
立

金
7
,
0
8
2

1
1

減
債

基
金

積
立

金
3
2
,
8
8
0

1
2

地
域

振
興

基
金

積
立

金
4
1
7

1
3

地
方

消
費

税
交

付
金

2
3
,
5
9
9
,
7
3
0

1
4

地
方

消
費

税
清

算
金

2
5
,
6
6
2
,
9
0
7

1
5

特
別

会
計

等
繰

出
金

8
,
2
8
7

1
4

予
備

費
2
0
0
,
0
0
0

１
予

備
費

2
0
0
,
0
0
0

歳
　
　
　
出
　
　
　
合
　
　
　
計

7
5
4
,
1
5
6
,
0
0
0

－
6
－

─
5
─

─
6
─



事
　

　
　
　
　
項

期
　
　
　
間

限
　
　
度
　
　
額

千
円

農
業

研
究

施
設

整
備

費
平
成
2
9
年
度

1
,
1
6
7
,
5
4
0

公
共

職
業

能
力

開
発

事
業

費
平
成
2
9
年
度

8
6
,
8
1
1

機
械

類
貸

与
事

業
損

失
補

償
平
成
2
9
年
度
か
ら

5
4
,
6
0
0

平
成
3
7
年
度
ま
で

県
制

度
融

資
損

失
補

償
平
成
2
8
年
度
か
ら

2
7
3
,
5
0
1

平
成
4
7
年
度
ま
で

国
際

物
流

拠
点

産
業

集
積

地
平
成
2
9
年
度

1
,
6
7
0
,
6
8
4

域
賃

貸
工

場
整

備
事

業

「
沖

縄
情

報
通

信
セ

ン
タ
ー
」
指
定
管
理
料

平
成
2
9
年
度

4
,
1
6
4

航
空

機
整

備
基

地
整

備
事

業
平
成
2
9
年
度

6
,
5
0
0
,
0
0
0

「
沖

縄
空

手
会

館
」

指
定

管
理

料
平
成
2
9
年
度
か
ら

1
8
9
,
0
0
0

平
成
3
1
年
度
ま
で

社
会

資
本

整
備

総
合

交
付

金
（

内
閣

府
）

（
道

路
街

路
課

）
（

宜
野

湾
北

中
城

線
）

平
成
2
9
年
度

8
0
0
,
0
0
0

沖
縄

振
興

交
付

金
（

道
路

街
路

課
）

（
平

良
下

地
島

空
港

線
）

平
成
2
9
年
度

2
6
0
,
0
0
0

沖
縄

振
興

交
付

金
（

道
路

街
路

課
）

（
石

垣
空

港
線

）
平
成
2
9
年
度

8
0
,
0
0
0

沖
縄

振
興

公
共

投
資

交
付

金

事
業

費
（

那
覇

内
環

状
線

）

平
成
2
9
年
度
か
ら

2
5
1
,
6
6
7

平
成
3
0
年
度
ま
で

社
会

資
本

整
備

総
合

交
付

金
（

河
川

）
平
成
2
9
年
度
か
ら

1
3
8
,
3
3
3

平
成
3
0
年
度
ま
で

都
市

計
画

策
定

費
平
成
2
9
年
度

1
2
5
,
6
9
9

都
市

モ
ノ

レ
ー

ル
建

設
推

進
費

平
成
2
9
年
度
か
ら

1
1
,
3
6
5
,
2
4
0

平
成
3
0
年
度
ま
で

－
8
－

第
 
２

 
表

 
 
 
債

 
務

 
負

 
担
 
行
 
為

事
　

　
　
　
　
項

期
　
　
　
間

限
　

　
度

　
　

額

千
円

私
立

学
校

等
教

育
振

興
費

平
成
2
9
年
度

3
0
,
0
0
0

財
政

管
理

調
査

費
平
成
2
9
年
度
か

ら
2
2
,
3
6
5

平
成
3
3
年
度
ま

で

電
子

自
治

体
推

進
事

業
費

平
成
2
9
年
度
か

ら
1
8
7
,
7
2
8

平
成
3
3
年
度
ま

で

公
共

関
与

事
業

推
進

費
平
成
2
9
年
度

4
7
,
0
0
0

老
人

福
祉

施
設

整
備

費
平
成
2
9
年
度

7
9
4
,
5
6
0

医
学

臨
床

研
修

事
業

費
平
成
2
9
年
度

卒
後

医
学

臨
床

研
修

事
業

に
関

す
る

沖
縄

県
と

ハ
ワ

イ
大

学
と

の
契

約
額

9
1
8
千

円
に

為
替

相
場

の
変

動
に

伴

う
額

を
加

え
た

額
を

限
度

と
す

る
。

農
業

近
代

化
資

金
等

利
子

補
給

金
平
成
2
9
年
度
か
ら

3
0
,
6
8
0

平
成
4
3
年
度
ま

で

経
営

体
育

成
資

金
融

通
等

利
子

補
給

金
平
成
2
9
年
度
か

ら
2
,
0
6
9

平
成
3
5
年
度
ま
で

平
成

2
8
年

度
に

沖
縄

県
農

業
協

同
組

合
及

び
全

国
農

地
保

有
合

理
化

協
会

が
沖

縄
県

農
業

振
興

公
社

に
融

資
し

た
こ

と
に

よ
っ

て
損

害
を

受
け

た
場
合
の
損
失
補
償

平
成
2
8
年
度
か
ら

沖
縄

県
農

業
振

興
公

社
が

事
業

を
行

う
た

め
金

融
機

関
等

か
ら

資
金

を
借

り
入

れ
た

場
合

の
総

額
2
4
5
,
4
8
3
千

円
に

約
定

利
息

と
損

失
が

生
じ

た
場

合
の

損
失

額
及

び
そ

の
利

息
を

加
え

た
額

を
限

度
と

す
る

。

平
成
3
8
年
度
ま
で

漁
業

近
代

化
資

金
利

子
補

給
金

平
成
2
9
年
度
か
ら

1
9
,
9
2
8

平
成
4
8
年
度
ま

で

漁
業

災
害

対
策

特
別

資
金

利
子

助
成

金
平
成
2
9
年
度
か

ら
1
,
3
1
9

平
成
3
4
年
度
ま
で

－
7
－

─
7
─

─
8
─



事
　

　
　
　
　
項

期
　
　
　
間

限
　

　
度

　
　

額

千
円

公
営

住
宅

建
設

費
平
成
2
9
年
度
か

ら
2
,
0
2
5
,
2
0
0

平
成
3
0
年
度
ま

で

公
共

離
島

空
港

整
備

事
業

費
平
成
2
9
年
度

1
,
2
8
5
,
6
9
7

県
単

離
島

空
港

整
備

事
業

費
平
成
2
9
年
度

7
8
0
,
2
3
3

企
画

管
理

費
（

教
育

情
報

化
推

進
事

業
）

平
成
2
9
年
度
か

ら
1
5
1
,
7
6
6

平
成
3
3
年
度
ま

で

人
材

育
成

推
進

費
（

県
外

進

学
大

学
生

支
援

事
業

）

平
成
2
9
年
度
か

ら
8
7
,
3
6
0

平
成
3
4
年
度
ま

で

一
般

管
理

運
営

費

（
全

日
制

・
定

時
制

高
等

学
校

）

平
成
2
9
年
度
か

ら
1
2
7
,
4
9
2

平
成
3
3
年
度
ま

で

教
育

用
コ

ン
ピ

ュ
ー

タ
整

備
事

業
費

（
高

等
学

校
・

特
別

支
援

学
校

）

平
成
2
9
年
度
か

ら
8
0
9
,
7
9
1

平
成
3
3
年
度
ま

で

一
般

管
理

運
営

費
（

特
別

支
援

教
育

就
学

奨
励

事
務

運
営

費
）

平
成
2
9
年
度
か

ら
1
,
6
0
0

平
成
3
2
年
度
ま
で

学
校

建
設

費
平
成
2
9
年
度
か
ら

3
,
8
1
1
,
9
9
8

平
成
3
0
年
度
ま

で

施
設

整
備

費
平
成
2
9
年
度
か

ら
8
9
2
,
8
7
0

平
成
3
0
年
度
ま

で

教
育

セ
ン

タ
ー

管
理

運
営

費
平
成
2
9
年
度
か

ら
4
5
4
,
9
1
0

平
成
3
3
年
度
ま

で

情
報

管
理

費
（

情
報

管
理

費
）

平
成
2
9
年
度
か

ら
1
3
4
,
1
4
9

平
成
3
3
年
度
ま

で

情
報

管
理

費
（

Ｉ
Ｔ

化
基

盤
整

備
事

業
）

平
成
2
9
年
度
か

ら
2
2
8
,
4
2
0

平
成
3
3
年
度
ま

で

犯
罪

鑑
識

費
平
成
2
9
年
度
か

ら
2
3
7
,
7
7
1

平
成
3
3
年
度
ま

で

－
9
－

事
　

　
　

　
　
項

期
　
　
　
間

限
　
　
度
　
　
額

千
円

交
通

安
全

対
策

費
平
成
2
9
年
度
か
ら

1
1
9
,
6
1
4

平
成
3
3
年
度
ま
で

交
通

規
制

費
平
成
2
9
年
度
か
ら

2
0
3
,
6
1
1

平
成
3
3
年
度
ま
で

交
通

安
全

施
設

費
平
成
2
9
年
度
か
ら

1
7
1
,
5
5
7

平
成
3
3
年
度
ま
で

出
納

事
務

費
平
成
2
9
年
度
か
ら

1
5
6
,
2
9
5

平
成
3
3
年
度
ま
で

－
1
0
－

─
9
─

─
1
0
─



第
 
３

 
表

 
 
 
地

 
方

 
債

起
　

債
　

の
　
目
　
的

限
　
度
　
額

起
債
の

方
法

利
　

　
率

償
　

還
　

の
　

方
　

法

千
円

沖
縄

県
消

防
学

校
施

設
等

整
備

事
業

6
6
,
1
0
0
（
借
入
方
法
）

証
書
借
入
又

は
証
券
発
行

に
よ
る
。

発
行
価
格
が

額
面
金
額
を

下
回
る
と
き

は
、
そ
の
発

行
差
額
を
う

め
る
た
め
必

要
な
金
額
を

こ
れ
に
加
算

し
た
金
額
と

す
る
こ
と
が

で
き
る
。

（
借
入
時
期
）

平
成
28
年
度
。

た
だ
し
、
事

業
そ
の
他
の

都
合
に
よ
り
、

そ
の
一
部
又

は
全
部
を
後

年
度
に
繰
り

延
べ
て
起
債

す
る
こ
と
が

で
き
る
。

年
９
％
以
内

（
た
だ
し
、

利
率
見
直
し

方
式
で
借
り

入
れ
る
資
金

に
つ
い
て
、

利
率
の
見
直

し
を
行
っ
た

後
に
お
い
て

は
、
当
該
見

直
し
後
の
利

率
）

償
還
期
間
は
、
据
置
期
間

を
含
め
30
年
以
内
と
す
る
。

償
還
方
法
は
、
元
利
均
等
、

元
金
均
等
等
に
よ
る
。

た
だ
し
、
財
政
の
都
合
に

よ
り
､据

置
期
間
中
で
あ
っ

て
も
繰
上
償
還
し
、
償
還

年
限
を
変
更
し
、
又
は
借

り
換
え
る
こ
と
が
で
き
る
。

庁
舎

整
備

事
業

2
6
8
,
1
0
0

沖
縄

振
興

特
別

推
進

交
付

金
事

業
4
,
5
2
9
,
2
0
0

総
合

行
政

情
報

通
信

ネ
ッ

ト
ワ

ー
ク

高
度

化
事

業
5
2
5
,
2
0
0

石
綿

健
康

被
害

救
済

制
度

推
進

事
業

1
2
,
8
0
0

公
共

事
業

等
1
4
,
6
9
4
,
5
0
0

農
業

研
究

セ
ン

タ
ー

名
護

支
所

施
設

整
備

事
業

6
1
5
,
5
0
0

家
畜

衛
生

試
験

場
移

転
整

備
事

業
6
7
5
,
0
0
0

沖
縄

工
芸

産
業

振
興

拠
点

施
設

（
仮

称
）

整
備

事
業

1
1
,
1
0
0

総
合

就
業

支
援

拠
点

機
能

強
化

事
業

5
1
,
3
0
0

県
営

住
宅

建
設

事
業

1
,
9
4
8
,
7
0
0

県
単

道
路

整
備

事
業

1
3
6
,
9
0
0

県
単

河
川

等
整

備
事

業
8
9
0
,
8
0
0

県
単

離
島

空
港

整
備

事
業

9
2
4
,
7
0
0

高
等

学
校

施
設

整
備

事
業

1
,
4
8
5
,
0
0
0

特
別

支
援

学
校

施
設

整
備

費
3
1
9
,
0
0
0

社
会

教
育

施
設

整
備

事
業

6
4
5
,
2
0
0

警
察

庁
舎

等
施

設
整

備
事

業
6
6
,
7
0
0

交
通

安
全

施
設

整
備

事
業

4
3
0
,
9
0
0

災
害

復
旧

事
業

7
2
7
,
4
0
0

臨
時

財
政

対
策

債
2
8
,
6
0
0
,
0
0
0

合
　

　
　

　
　
　
計

5
7
,
6
2
4
,
1
0
0

－
1
1
－

甲
第

２
号

議
案

平
成
2
8
年

度
沖

縄
県

農
業

改
良

資
金

特
別

会
計

予
算

　
平
成
28
年
度
沖
縄
県
農
業
改
良
資
金
特
別
会
計
の
予
算
は
、
次
に
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
る
。

　
（
歳
入
歳
出
予
算
）

第
１
条
　
歳
入
歳
出
予
算
の
総
額
は
、
歳
入
歳
出
そ
れ
ぞ
れ
23
1,
99
8千

円
と
定
め
る
。

２
　
歳
入
歳
出
予
算
の
款
項
の
区
分
及
び
当
該
区
分
ご
と
の
金
額
は
、
「
第
１
表
歳
入
歳
出
予
算
」
に
よ

る
。

　
　
平
成
28
年
２
月
16
日
提
出

沖
縄

県
知

事
　

　
翁

　
　
長

　
　
雄

　
　
志

－
1
3
－

─
1
1
─

─
1
2
─



第
 
１

 
表

 
 
 
歳

 
入

 
歳

 
出
 
予
 
算

 歳
　
　
入

款
項

金
　

　
　

　
額

１
繰

入
金

2
5
7

千
円

１
一

般
会

計
繰

入
金

2
5
7

２
繰

越
金

2
0
5
,
3
7
8

１
繰

越
金

2
0
5
,
3
7
8

３
諸

収
入

2
6
,
3
6
3

１
貸

付
金

元
利

収
入

2
5
,
8
9
5

２
雑

入
4
6
8

歳
　
　
　
入
　
　
　
合
　
　
　
計

2
3
1
,
9
9
8

 歳
　
　
出

款
項

金
　

　
　

　
額

１
農

林
水

産
業

費
5
6
,
6
0
4

千
円

1
農

業
費

5
6
,
6
0
4

２
公

債
費

1
1
6
,
9
2
9

1
公

債
費

1
1
6
,
9
2
9

３
繰

出
金

5
8
,
4
6
5

1
繰

出
金

5
8
,
4
6
5

歳
　
　
　
出
　
　
　
合
　
　
　
計

2
3
1
,
9
9
8

－
1
4
－

甲
第

３
号

議
案

平
成
2
8
年
度

沖
縄

県
小

規
模

企
業

者
等

設
備

導
入

資
金

特
別

会
計

予
算

　
平
成
28
年
度
沖
縄
県
小
規
模
企
業
者
等
設
備
導
入
資
金
特
別
会
計
の
予
算
は
、
次
に
定
め
る
と
こ
ろ
に

よ
る
。

　
（
歳
入
歳
出
予
算
）

第
１
条
　
歳
入
歳
出
予
算
の
総
額
は
、
歳
入
歳
出
そ
れ
ぞ
れ
29
2,
38
5千

円
と
定
め
る
。

２
　
歳
入
歳
出
予
算
の
款
項
の
区
分
及
び
当
該
区
分
ご
と
の
金
額
は
、
「
第
１
表
歳
入
歳
出
予
算
」
に
よ

る
。

　
　
平
成
28
年
２
月
16
日
提
出

沖
縄

県
知

事
　

　
翁

　
　
長

　
　
雄

　
　
志

－
1
5
－

─
1
3
─

─
1
4
─



甲
第

４
号

議
案

平
成
2
8
年
度

沖
縄

県
中

小
企

業
振

興
資

金
特

別
会

計
予

算

　
平
成
28
年
度
沖
縄
県
中
小
企
業
振
興
資
金
特
別
会
計
の
予
算
は
、
次
に
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
る
。

　
（
歳
入
歳
出
予
算
）

第
１
条
　
歳
入
歳
出
予
算
の
総
額
は
、
歳
入
歳
出
そ
れ
ぞ
れ
52
0,
16
3千

円
と
定
め
る
。

２
　
歳
入
歳
出
予
算
の
款
項
の
区
分
及
び
当
該
区
分
ご
と
の
金
額
は
、
「
第
１
表
歳
入
歳
出
予
算
」
に
よ

る
。

　
　
平
成
28
年
２
月
16
日
提
出

沖
縄

県
知

事
　

　
翁

　
　
長

　
　
雄

　
　
志

－
1
7
－

第
 
１

 
表

 
 
 
歳

 
入

 
歳

 
出
 
予
 
算

 歳
　
　
入

款
項

金
　

　
　

　
額

１
繰

越
金

2
0
,
4
7
3

千
円

１
繰

越
金

2
0
,
4
7
3

２
諸

収
入

2
7
1
,
9
1
2

１
貸

付
金

元
利

収
入

2
7
1
,
9
1
2

歳
　
　
　
入
　
　
　
合
　
　
　
計

2
9
2
,
3
8
5

 歳
　
　
出

款
項

金
　

　
　

　
額

１
商

工
費

2
0
,
4
7
3

千
円

１
商

業
費

2
0
,
4
7
3

２
公

債
費

2
7
1
,
9
1
2

１
公

債
費

2
7
1
,
9
1
2

歳
　
　
　
出
　
　
　
合
　
　
　
計

2
9
2
,
3
8
5

－
1
6
－

─
1
5
─

─
1
6
─



第
 
１

 
表

 
 
 
歳

 
入

 
歳

 
出
 
予
 
算

 歳
　
　
入

款
項

金
　

　
　

　
額

１
繰

越
金

1
8
4
,
6
8
0

千
円

１
繰

越
金

1
8
4
,
6
8
0

２
諸

収
入

3
3
5
,
4
8
3

１
貸

付
金

元
利

収
入

3
3
5
,
4
8
3

歳
　
　
　
入
　
　
　
合
　
　
　
計

5
2
0
,
1
6
3

 歳
　
　
出

款
項

金
　

　
　

　
額

１
中

小
企

業
振

興
費

5
2
0
,
1
6
3

千
円

１
中

小
企

業
振

興
費

5
2
0
,
1
6
3

歳
　
　
　
出
　
　
　
合
　
　
　
計

5
2
0
,
1
6
3

－
1
8
－

甲
第

５
号

議
案

平
成
2
8
年
度

沖
縄

県
下

地
島

空
港

特
別

会
計

予
算

　
平
成
28
年
度
沖
縄
県
下
地
島
空
港
特
別
会
計
の
予
算
は
、
次
に
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
る
。

　
（
歳
入
歳
出
予
算
）

第
１
条
　
歳
入
歳
出
予
算
の
総
額
は
、
歳
入
歳
出
そ
れ
ぞ
れ
36
8,
66
5千

円
と
定
め
る
。

２
　
歳
入
歳
出
予
算
の
款
項
の
区
分
及
び
当
該
区
分
ご
と
の
金
額
は

、
「
第
１
表
歳
入
歳
出
予
算
」
に
よ

る
。

　
　
平
成
28
年
２
月
16
日
提
出

沖
縄

県
知

事
　

　
翁

　
　
長

　
　
雄

　
　
志

－
1
9
－

─
1
7
─

─
1
8
─



甲
第

６
号

議
案

平
成
2
8
年
度

沖
縄

県
母

子
父

子
寡

婦
福

祉
資

金
特

別
会

計
予

算

　
平
成
28
年
度
沖
縄
県
母
子
父
子
寡
婦
福
祉
資
金
特
別
会
計
の
予
算
は
、
次
に
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
る
。

　
（
歳
入
歳
出
予
算
）

第
１
条
　
歳
入
歳
出
予
算
の
総
額
は
、
歳
入
歳
出
そ
れ
ぞ
れ
19
7,
55
7千

円
と
定
め
る
。

２
　
歳
入
歳
出
予
算
の
款
項
の
区
分
及
び
当
該
区
分
ご
と
の
金
額
は
、
「
第
１
表
歳
入
歳
出
予
算
」
に
よ

る
。

　
　
平
成
28
年
２
月
16
日
提
出

沖
縄

県
知

事
　

　
翁

　
　
長

　
　
雄

　
　
志

－
2
1
－

第
 
１

 
表

 
 
 
歳

 
入

 
歳

 
出
 
予
 
算

 歳
　
　
入

款
項

金
　

　
　

　
額

１
使

用
料

及
び

手
数

料
6
,
3
5
4

千
円

１
使

用
料

　
6
,
3
5
4

２
財

産
収

入
3
,
2
0
9

１
財

産
運

用
収

入
3
,
2
0
7

２
財

産
売

払
収

入
2

３
繰

入
金

3
5
8
,
5
1
1

１
一

般
会

計
繰

入
金

3
5
8
,
5
1
1

４
繰

越
金

1

１
繰

越
金

1

５
諸

収
入

5
9
0

１
雑

入
5
9
0

歳
　
　
　
入
　
　
　
合
　
　
　
計

3
6
8
,
6
6
5

 歳
　
　
出

款
項

金
　

　
　

　
額

１
土

木
費

3
6
8
,
6
6
5

千
円

１
空

港
費

3
6
8
,
6
6
5

歳
　
　
　
出
　
　
　
合
　
　
　
計

3
6
8
,
6
6
5

－
2
0
－

─
1
9
─

─
2
0
─



第
 
１

 
表

 
 
 
歳

 
入

 
歳

 
出
 
予
 
算

 歳
　
　
入

款
項

金
　

　
　

　
額

１
繰

入
金

5
,
6
7
8

千
円

１
一

般
会

計
繰

入
金

5
,
6
7
8

２
繰

越
金

7
5
,
4
5
2

１
繰

越
金

7
5
,
4
5
2

３
諸

収
入

1
1
6
,
4
2
7

１
貸

付
金

元
利

収
入

1
1
4
,
6
4
2

２
雑

入
1
,
7
8
5

歳
　
　
　
入
　
　
　
合
　
　
　
計

1
9
7
,
5
5
7

 歳
　
　
出

款
項

金
　

　
　

　
額

１
民

生
費

1
9
7
,
5
5
7

千
円

１
母

子
父

子
寡

婦
福

祉
費

1
9
7
,
5
5
7

歳
　
　
　
出
　
　
　
合
　
　
　
計

1
9
7
,
5
5
7

－
2
2
－

甲
第

７
号

議
案

平
成
2
8
年

度
沖

縄
県

下
水

道
事

業
特

別
会

計
予

算

　
平
成
28
年
度
沖
縄
県
下
水
道
事
業
特
別
会
計
の
予
算
は
、
次
に
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
る
。

　
（
歳
入
歳
出
予
算
）

第
１
条
　
歳
入
歳
出
予
算
の
総
額
は
、
歳
入
歳
出
そ
れ
ぞ
れ
11
,9
21
,0
29
千
円
と
定
め
る
。

２
　
歳
入
歳
出
予
算
の
款
項
の
区
分
及
び
当
該
区
分
ご
と
の
金
額
は
、
「
第
１
表
歳
入
歳
出
予
算
」
に
よ

る
。

　
（
債
務
負
担
行
為
）

第
２
条
　
地
方
自
治
法
（
昭
和
22
年
法
律
第
67
号
）
第
21
4条

の
規
定
に
よ
り
債
務
を
負
担
す
る
行
為
を
す

る
こ
と
が
で
き
る
事
項
、
期
間
及
び
限
度
額
は
、
「
第
２
表
債
務
負
担
行
為
」
に
よ
る
。

　
（
地
方
債
）

第
３
条
　
地
方
自
治
法
第
23
0条

第
１
項
の
規
定
に
よ
り
起
こ
す
こ
と
が
で
き
る
地
方
債
の
起
債
の
目
的
、

限
度
額
、
起
債
の
方
法
、
利
率
及
び
償
還
の
方
法
は
、
「
第
３
表
地
方
債
」
に
よ
る
。

　
　
平
成
28
年
２
月
16
日
提
出

沖
縄

県
知

事
　

　
翁

　
　
長

　
　
雄

　
　
志

－
2
3
－

─
2
1
─

─
2
2
─



第
 
２

 
表

 
 
 
債

 
務

 
負

 
担

 
行

 
為

事
　

　
　

　
　
項

期
　
　
　
間

限
　
　
度
　
　
額

千
円

管
理

運
営

費
平
成
2
9
年
度
か
ら

平
成
3
1
年
度
ま
で

1
5
1
,
2
0
0

中
部

流
域

下
水

道
建

設
費

平
成
2
9
年
度

2
,
1
0
0
,
0
0
0

－
2
5
－

第
 
１

 
表

 
 
 
歳

 
入

 
歳

 
出
 
予
 
算

 歳
　
　
入

款
項

金
　

　
　

　
額

１
分

担
金

及
び

負
担

金
　

5
,
5
5
7
,
7
2
9

千
円

１
負

担
金

5
,
5
5
7
,
7
2
9

２
使

用
料

及
び

手
数

料
6
3
0

１
使

用
料

6
3
0

３
国

庫
支

出
金

4
,
3
4
8
,
0
0
0

１
国

庫
補

助
金

4
,
3
4
8
,
0
0
0

４
財

産
収

入
6
1
,
1
2
7

１
財

産
運

用
収

入
9
3
6

２
財

産
売

払
収

入
6
0
,
1
9
1

５
繰

入
金

9
2
7
,
9
9
9

１
一

般
会

計
繰

入
金

9
2
7
,
9
9
9

６
繰

越
金

1
2
4
,
3
0
8

１
繰

越
金

1
2
4
,
3
0
8

７
諸

収
入

3
6

１
雑

入
3
6

８
県

債
9
0
1
,
2
0
0

１
県

債
9
0
1
,
2
0
0

歳
　
　
　
入
　
　
　
合
　
　
　
計

1
1
,
9
2
1
,
0
2
9

 歳
　
　
出

款
項

金
　

　
　

　
額

１
土

木
費

1
0
,
5
5
3
,
3
5
4

千
円

１
都

市
計

画
費

1
0
,
5
5
3
,
3
5
4

２
公

債
費

1
,
3
6
7
,
6
7
5

１
公

債
費

1
,
3
6
7
,
6
7
5

歳
　
　
　
出
　
　
　
合
　
　
　
計

1
1
,
9
2
1
,
0
2
9

－
2
4
－

─
2
3
─

─
2
4
─



第
 
３

 
表

 
 
 
地

 
方

 
債

起
債

の
目

的
限
　
度
　
額

起
債
の
方
法

利
　

　
率

償
　

還
　

の
　

方
　

法

千
円

下
水

道
事

業
9
0
1
,
2
0
0
（
借
入
方
法
）

年
９
％
以
内

（
た

だ
し
、

利
率
見
直
し

方
式
で
借
り

入
れ
る
資
金

に
つ

い
て
、

利
率
の
見
直

し
を
行
っ
た

後
に
お
い
て

は
、
当
該
見

直
し
後
の
利

率
）

償
還
期
間
は
、
据
置
期
間
を
含
め
40
年

以
内
と
す
る
。

償
還
方
法
は
、
元
利
均
等
、
元
金
均
等

等
に
よ
る
。

た
だ
し
、
財
政
の
都
合
に
よ
り
、
据
置

期
間
中
で
あ
っ
て
も
繰
上
償
還
し
、
償

還
年
限
を
変
更
し
、
又
は
借
り
換
え
る

こ
と
が
で
き
る
。

証
書
借
入
又
は
証

券
発

行
に

よ
る
。

発
行
価
格
が
額
面

金
額
を
下
回
る
と

き
は
、
そ
の
発
行

差
額
を
う
め
る
た

め
必
要
な
金
額
を

こ
れ
に
加
算
し
た

金
額
と
す
る
こ
と

が
で
き
る
。

（
借
入
時
期
）

平
成
28
年
度
。
た

だ
し
、
事
業
そ
の

他
の
都
合
に
よ
り
、

そ
の
一
部
又
は
全

部
を
後
年
度
に
繰

り
延
べ
て
起
債
す

る
こ
と
が
で
き
る
。

合
　

　
計

9
0
1
,
2
0
0

－
2
6
－

甲
第

８
号

議
案

平
成
2
8
年
度

沖
縄

県
所

有
者

不
明

土
地

管
理

特
別

会
計

予
算

　
平
成
28
年
度
沖
縄
県
所
有
者
不
明
土
地
管
理
特
別
会
計
の
予
算
は
、
次
に
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
る
。

　
（
歳
入
歳
出
予
算
）

第
１
条
　
歳
入
歳
出
予
算
の
総
額
は
、
歳
入
歳
出
そ
れ
ぞ
れ
35
4,
05
3千

円
と
定
め
る
。

２
　
歳
入
歳
出
予
算
の
款
項
の
区
分
及
び
当
該
区
分
ご
と
の
金
額
は
、
「
第
１
表
歳
入
歳
出
予
算
」
に
よ

る
。

　
　
平
成
28
年
２
月
16
日
提
出

沖
縄

県
知

事
　

　
翁

　
　
長

　
　
雄

　
　
志

－
2
7
－

─
2
5
─

─
2
6
─



甲
第

９
号

議
案

平
成
2
8
年
度

沖
縄

県
沿

岸
漁

業
改

善
資

金
特

別
会

計
予

算

　
平
成
28
年
度
沖
縄
県
沿
岸
漁
業
改
善
資
金
特
別
会
計
の
予
算
は
、
次
に
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
る
。

　
（
歳
入
歳
出
予
算
）

第
１
条
　
歳
入
歳
出
予
算
の
総
額
は
、
歳
入
歳
出
そ
れ
ぞ
れ
52
,2
99
千
円
と
定
め
る
。

２
　
歳
入
歳
出
予
算
の
款
項
の
区
分
及
び
当
該
区
分
ご
と
の
金
額
は
、
「
第
１
表
歳
入
歳
出
予
算
」
に
よ

る
。

　
　
平
成
28
年
２
月
16
日
提
出

沖
縄

県
知

事
　

　
翁

　
　
長

　
　
雄

　
　
志

－
2
9
－

第
 
１

 
表

 
 
 
歳

 
入

 
歳

 
出
 
予
 
算

 歳
　
　
入

款
項

金
　

　
　

　
額

１
国

庫
支

出
金

2
0
6
,
0
4
6

千
円

１
委

託
金

2
0
6
,
0
4
6

２
財

産
収

入
1
9
,
3
4
4

１
財

産
運

用
収

入
1
9
,
3
4
4

３
繰

越
金

1
2
8
,
6
6
1

１
繰

越
金

1
2
8
,
6
6
1

４
諸

収
入

2

１
雑

入
2

歳
　
　
　
入
　
　
　
合
　
　
　
計

3
5
4
,
0
5
3

 歳
　
　
出

款
項

金
　

　
　

　
額

１
土

地
管

理
業

務
費

2
3
5
,
6
4
9

千
円

１
土

地
管

理
業

務
費

2
3
5
,
6
4
9

２
予

備
費

1
1
8
,
4
0
4

１
予

備
費

1
1
8
,
4
0
4

歳
　
　
　
出
　
　
　
合
　
　
　
計

3
5
4
,
0
5
3

－
2
8
－

─
2
7
─

─
2
8
─



第
 
１

 
表

 
 
 
歳

 
入

 
歳

 
出
 
予
 
算

 歳
　
　
入

款
項

金
　

　
　

　
額

１
繰

越
金

3
4
,
4
8
6
 

千
円

１
繰

越
金

3
4
,
4
8
6
 

２
諸

収
入

1
7
,
8
1
3
 

１
県

預
金

利
子

1
5
0
 

２
貸

付
金

元
利

収
入

1
6
,
5
5
3
 

３
雑

入
1
,
1
1
0
 

歳
　
　
　
入
　
　
　
合
　
　
　
計

5
2
,
2
9
9
 

 歳
　
　
出

款
項

金
　

　
　

　
額

１
農

林
水

産
業

費
5
2
,
2
9
9
 

千
円

１
水

産
業

費
5
2
,
2
9
9
 

歳
　
　
　
出
　
　
　
合
　
　
　
計

5
2
,
2
9
9
 

－
3
0
－

甲
第

1
0
号

議
案

平
成
2
8
年
度

沖
縄

県
中

央
卸

売
市

場
事

業
特

別
会

計
予

算

　
平
成
28
年
度
沖
縄
県
中
央
卸
売
市
場
事
業
特
別
会
計
の
予
算
は
、
次
に
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
る
。

　
（
歳
入
歳
出
予
算
）

第
１
条
　
歳
入
歳
出
予
算
の
総
額
は
、
歳
入
歳
出
そ
れ
ぞ
れ
41
1,
17
4千

円
と
定
め
る
。

２
　
歳
入
歳
出
予
算
の
款
項
の
区
分
及
び
当
該
区
分
ご
と
の
金
額
は
、
「
第
１
表
歳
入
歳
出
予
算
」
に
よ

る
。

　
　
平
成
28
年
２
月
16
日
提
出

沖
縄

県
知

事
　

　
翁

　
　
長

　
　
雄

　
　
志

－
3
1
－

─
2
9
─

─
3
0
─



甲
第

1
1
号

議
案

平
成
2
8
年
度

沖
縄

県
林

業
改

善
資

金
特

別
会

計
予

算

　
平
成
28
年
度
沖
縄
県
林
業
改
善
資
金
特
別
会
計
の
予
算
は
、
次
に
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
る
。

　
（
歳
入
歳
出
予
算
）

第
１
条
　
歳
入
歳
出
予
算
の
総
額
は
、
歳
入
歳
出
そ
れ
ぞ
れ
15
,8
18
千
円
と
定
め
る
。

２
　
歳
入
歳
出
予
算
の
款
項
の
区
分
及
び
当
該
区
分
ご
と
の
金
額
は
、
「
第
１
表
歳
入
歳
出
予
算
」
に
よ

る
。

　
　
平
成
28
年
２
月
16
日
提
出

沖
縄

県
知

事
　

　
翁

　
　
長

　
　
雄

　
　
志

－
3
3
－

第
 
１

 
表

 
 
 
歳

 
入

 
歳

 
出
 
予
 
算

 歳
　
　
入

款
項

金
　

　
　

　
額

１
使

用
料

及
び

手
数

料
2
2
5
,
8
8
4

千
円

１
使

用
料

2
2
5
,
8
8
4

２
繰

入
金

1
1
3
,
8
6
4

１
一

般
会

計
繰

入
金

1
1
3
,
8
6
4

３
繰

越
金

1

１
繰

越
金

1

４
諸

収
入

7
1
,
4
2
5

１
雑

入
7
1
,
4
2
5

歳
　
　
　
入
　
　
　
合
　
　
　
計

4
1
1
,
1
7
4

 歳
　
　
出

款
項

金
　

　
　

　
額

１
中

央
卸

売
市

場
事

業
費

3
1
2
,
7
7
5

千
円

１
中

央
卸

売
市

場
事

業
費

3
1
2
,
7
7
5

２
公

債
費

9
8
,
3
9
9

１
公

債
費

9
8
,
3
9
9

歳
　
　
　
出
　
　
　
合
　
　
　
計

4
1
1
,
1
7
4

－
3
2
－

─
3
1
─

─
3
2
─



第
 
１

 
表

 
 
 
歳

 
入

 
歳

 
出
 
予
 
算

 歳
　
　
入

款
項

金
　

　
　

　
額

１
繰

入
金

8
1
8

千
円

１
一

般
会

計
繰

入
金

8
1
8

２
繰

越
金

6
,
7
5
1

１
繰

越
金

6
,
7
5
1

３
諸

収
入

8
,
2
4
9

１
貸

付
金

元
利

収
入

8
,
2
4
9

歳
　
　
　
入
　
　
　
合
　
　
　
計

1
5
,
8
1
8

 歳
　
　
出

款
項

金
　

　
　

　
額

１
農

林
水

産
業

費
1
5
,
8
1
8

千
円

１
林

業
費

1
5
,
8
1
8

歳
　
　
　
出
　
　
　
合
　
　
　
計

1
5
,
8
1
8

－
3
4
－

甲
第

1
2
号

議
案

平
成
2
8
年
度

沖
縄

県
中

城
湾

港
（

新
港

地
区

）
臨

海
部

土
地

造
成

事
業

特
別
会
計

予
算

　
平
成
28
年
度
沖
縄
県
中
城
湾
港
（
新
港
地
区
）
臨
海
部
土
地
造
成
事
業
特
別
会
計
の
予
算
は
、
次
に
定

め
る
と
こ
ろ
に
よ
る
。

　
（
歳
入
歳
出
予
算
）

第
１
条
　
歳
入
歳
出
予
算
の
総
額
は
、
歳
入
歳
出
そ
れ
ぞ
れ
2,
18
0,
46
9千

円
と
定
め
る
。

２
　
歳
入
歳
出
予
算
の
款
項
の
区
分
及
び
当
該
区
分
ご
と
の
金
額
は
、
「
第
１
表
歳
入
歳
出
予
算
」
に
よ

る
。

　
（
地
方
債
）

第
２
条
　
地
方
自
治
法
（
昭
和
22
年
法
律
第
67
号
）
第
23
0条

第
１
項
の
規
定
に
よ
り
起
こ
す
こ
と
が
で

き
る
地
方
債
の
起
債
の
目
的
、
限
度
額
、
起
債
の
方
法
、
利
率
及
び
償
還
の
方
法
は
、
「
第
２
表
地
方

債
」
に
よ
る
。

　
　
平
成
28
年
２
月
16
日
提
出

沖
縄

県
知

事
　

　
翁

　
　
長

　
　
雄

　
　
志

－
3
5
－

─
3
3
─

─
3
4
─



第
 
２

 
表

 
 
 
地

 
方

 
債

起
債

の
目

的
限
　
度
　
額

起
債
の
方
法

利
　
　
率

償
　
還
　
の
　
方
　
法

千
円

中
城

湾
港

（
新

港
地

区
）

臨
海

部
土

地

造
成

事
業

1
5
8
,
4
0
0

（
借
入
方
法
）

証
書
借
入
又
は
証

券
発

行
に

よ
る
。

発
行
価
格
が
額
面

金
額
を
下
回
る
と

き
は
、
そ
の
発
行

差
額
を
う
め
る
た

め
必
要
な
金
額
を

こ
れ
に
加
算
し
た

金
額
と
す
る
こ
と

が
で
き
る
。

（
借
入
時
期
）

平
成
28
年
度
。
た

だ
し
、
事
業
そ
の

他
の
都
合
に
よ
り
、

そ
の
一
部
又
は
全

部
を
後
年
度
に
繰

り
延
べ
て
起
債
す

る
こ
と
が
で
き
る
。

年
９
％
以
内

（
た

だ
し
、

利
率
見
直
し

方
式
で
借
り

入
れ
る
資
金

に
つ

い
て
、

利
率
の
見
直

し
を
行
っ
た

後
に
お
い
て

は
、
当
該
見

直
し
後
の
利

率
）

償
還
期
間
は
、
据
置
期
間
を
含
め
30
年

以
内
と
す
る
。

償
還
方
法
は
、
元
利
均
等
、
元
金
均
等

等
に
よ
る
。

た
だ
し
、
財
政
の
都
合
に
よ
り
、
据
置

期
間
中
で
あ
っ
て
も
繰
上
償
還
し
、
償

還
年
限
を
変
更
し
、
又
は
借
り
換
え
る

こ
と
が
で
き
る
。

合
計

1
5
8
,
4
0
0

－
3
7
－

第
 
１

 
表

 
 
 
歳

 
入

 
歳

 
出
 
予
 
算

 歳
　
　
入

款
項

金
　

　
　

　
額

１
財

産
収

入
7
4
3
,
1
2
6

千
円

１
財

産
運

用
収

入
5
,
0
6
1

２
財

産
売

払
収

入
7
3
8
,
0
6
5

２
繰

越
金

1

１
繰

越
金

1

３
諸

収
入

4
2

１
雑

入
4
2

４
県

債
1
,
4
3
7
,
3
0
0

１
県

債
1
,
4
3
7
,
3
0
0

歳
　
　
　
入
　
　
　
合
　
　
　
計

2
,
1
8
0
,
4
6
9

 歳
　
　
出

款
項

金
　

　
　

　
額

１
商

工
費

6
7
,
6
9
6

千
円

１
工

鉱
業

費
6
7
,
6
9
6

２
公

債
費

2
,
1
1
2
,
7
7
3

１
公

債
費

2
,
1
1
2
,
7
7
3

歳
　
　
　
出
　
　
　
合
　
　
　
計

2
,
1
8
0
,
4
6
9

－
3
6
－

─
3
5
─

─
3
6
─



甲
第
1
3
号
議
案

平
成

2
8
年

度
沖

縄
県

宜
野

湾
港

整
備

事
業

特
別
会
計
予
算

　
平
成
28
年
度
沖
縄
県
宜
野
湾
港
整
備
事
業
特
別
会
計
の
予
算
は
、
次
に
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
る
。

　
（
歳
入
歳
出
予
算
）

第
１
条
　
歳
入
歳
出
予
算
の
総
額
は
、
歳
入
歳
出
そ
れ
ぞ
れ
59
9,
49
0千

円
と
定
め
る
。

２
　
歳
入
歳
出
予
算
の
款
項
の
区
分
及
び
当
該
区
分
ご
と
の
金
額
は
、
「
第
１
表
歳
入
歳
出
予
算
」
に
よ

る
。

　
（
地
方
債
）

第
２
条
　
地
方
自
治
法
（
昭
和
22
年
法
律
第
67
号
）
第
23
0条

第
１
項
の
規
定
に
よ
り
起
こ
す
こ
と
が
で
き

る
地
方
債
の
起
債
の
目
的
、
限
度
額
、
起
債
の
方
法
、
利
率
及
び
償
還
の
方
法
は
、「

第
２
表
地
方
債
」

に
よ
る
。

　
　
平
成
28
年
２
月
16
日
提
出

 
沖

縄
県

知
事

　
　
翁

　
　
長

　
　
雄

　
　
志

－
3
8
－

第
 
１

 
表

 
 
 
歳

 
入

 
歳

 
出

 
予

 
算

 歳
　
　
入

款
項

金
　
　
　
　
額

１
使

用
料

及
び

手
数

料
1
3
6
,
8
7
5

千
円

１
使

用
料

1
3
6
,
8
7
5

２
繰

入
金

8
2
,
4
7
3

１
一

般
会

計
繰

入
金

8
2
,
4
7
3

３
繰

越
金
　

2
4
,
9
1
4

１
繰

越
金

2
4
,
9
1
4

４
県

債
3
5
5
,
2
2
8

１
県

債
3
5
5
,
2
2
8

歳
　
　
　
入
　
　
　
合
　
　
　
計

5
9
9
,
4
9
0

 歳
　
　
出

款
項

金
　
　
　
　
額

１
土

木
費

6
9
,
4
2
1

千
円

１
港

湾
費

6
9
,
4
2
1

２
公

債
費

5
3
0
,
0
6
9

１
公

債
費

5
3
0
,
0
6
9

歳
　
　
　
出
　
　
　
合
　
　
　
計

5
9
9
,
4
9
0

－
3
9
－

─
3
7
─

─
3
8
─



甲
第

1
4
号

議
案

平
成
2
8
年
度

沖
縄

県
国

際
物

流
拠

点
産

業
集

積
地

域
那

覇
地

区

特
別
会
計

予
算

　
平
成
28
年
度
沖
縄
県
国
際
物
流
拠
点
産
業
集
積
地
域
那
覇
地
区
特
別
会
計
の
予
算
は
、
次
に
定
め
る
と

こ
ろ
に
よ
る
。

　
（
歳
入
歳
出
予
算
）

第
１
条
　
歳
入
歳
出
予
算
の
総
額
は
、
歳
入
歳
出
そ
れ
ぞ
れ
57
6,
90
0千

円
と
定
め
る
。

２
　
歳
入
歳
出
予
算
の
款
項
の
区
分
及
び
当
該
区
分
ご
と
の
金
額
は
、
「
第
１
表
歳
入
歳
出
予
算
」
に
よ

る
。

　
　
平
成
28
年
２
月
16
日
提
出

沖
縄

県
知

事
　

　
翁

　
　
長

　
　
雄

　
　
志

－
4
1
－

第
 
２

 
表

 
 
 
地

 
方
 
債

起
債

の
目

的
限
　
度
　
額

起
債
の
方
法

利
　

　
率

償
　

還
　

の
　

方
　

法

千
円

宜
野

湾
港

施
設

整
備

事
業

1
7
7
,
8
0
0

（
借
入
方
法
）

証
書
借
入
又
は
証

券
発

行
に

よ
る
。

発
行
価
格
が
額
面

金
額
を
下
回
る
と

き
は
、
そ
の
発
行

差
額
を
う
め
る
た

め
必
要
な
金
額
を

こ
れ
に
加
算
し
た

金
額
と
す
る
こ
と

が
で
き
る
。

（
借
入
時
期
）

平
成
28
年
度
。
た

だ
し
、
事
業
そ
の

他
の
都
合
に
よ
り
、

そ
の
一
部
又
は
全

部
を
後
年
度
に
繰

り
延
べ
て
起
債
す

る
こ
と
が
で
き
る
。

年
９
％
以
内

（
た

だ
し
、

利
率
見
直
し

方
式
で
借
り

入
れ
る
資
金

に
つ

い
て
、

利
率
の
見
直

し
を
行
っ
た

後
に
お
い
て

は
、
当
該
見

直
し
後
の
利

率
）

償
還
期
間
は
、
据
置
期
間
を
含
め
40
年

以
内
と
す
る
。

償
還
方
法
は
、
元
利
均
等
、
元
金
均
等

等
に
よ
る
。

た
だ
し
、
財
政
の
都
合
に
よ
り
、
据
置

期
間
中
で
あ
っ
て
も
繰
上
償
還
し
、
償

還
年
限
を
変
更
し
、
又
は
借
り
換
え
る

こ
と
が
で
き
る
。

合
計

1
7
7
,
8
0
0

－
4
0
－

─
3
9
─

─
4
0
─



第
 
１

 
表

 
 
 
歳

 
入

 
歳

 
出
 
予
 
算

 歳
　
　
入

款
項

金
　

　
　

　
額

１
使

用
料

及
び

手
数

料
       

3
8
0
,
3
8
6

千
円

１
使

用
料

3
8
0
,
3
8
6

２
繰

越
金

1

１
繰

越
金

1

３
諸

収
入

1
9
6
,
5
1
3

１
延

滞
金
、

加
算

金
及

び
過

料
1

２
雑

入
1
9
6
,
5
1
2

歳
　
　
　
入
　
　
　
合
　
　
　
計

5
7
6
,
9
0
0

 歳
　
　
出

款
項

金
　

　
　

　
額

１
商

工
費

4
8
7
,
2
0
2

千
円

１
商

業
費

4
8
7
,
2
0
2

２
公

債
費

8
9
,
6
9
8

１
公

債
費

8
9
,
6
9
8

歳
　
　
　
出
　
　
　
合
　
　
　
計

5
7
6
,
9
0
0

－
4
2
－

甲
第

1
5
号

議
案

平
成
2
8
年
度

沖
縄

県
産

業
振

興
基

金
特

別
会

計
予

算

　
平
成
28
年
度
沖
縄
県
産
業
振
興
基
金
特
別
会
計
の
予
算
は
、
次
に
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
る
。

　
（
歳
入
歳
出
予
算
）

第
１
条
　
歳
入
歳
出
予
算
の
総
額
は
、
歳
入
歳
出
そ
れ
ぞ
れ
29
1,
55
4千

円
と
定
め
る
。

２
　
歳
入
歳
出
予
算
の
款
項
の
区
分
及
び
当
該
区
分
ご
と
の
金
額
は
、
「
第
１
表
歳
入
歳
出
予
算
」
に
よ

る
。

　
平
成
28
年
２
月
16
日
提
出

沖
縄

県
知

事
　

　
翁

　
　
長

　
　
雄

　
　
志

－
4
3
－

─
4
1
─

─
4
2
─



甲
第

1
6
号

議
案

平
成
2
8
年

度
沖

縄
県

中
城

湾
港

（
新

港
地

区
）

整
備

事
業

特
別

会
計

予
算

　
平
成
28
年
度
沖
縄
県
中
城
湾
港
（
新
港
地
区
）
整
備
事
業
特
別
会
計
の
予
算
は
、
次
に
定
め
る
と
こ
ろ

に
よ
る
。

　
（
歳
入
歳
出
予
算
）

第
１
条
　
歳
入
歳
出
予
算
の
総
額
は
、
歳
入
歳
出
そ
れ
ぞ
れ
50
8,
72
2千

円
と
定
め
る
。

２
　
歳
入
歳
出
予
算
の
款
項
の
区
分
及
び
当
該
区
分
ご
と
の
金
額
は
、
「
第
１
表
歳
入
歳
出
予
算
」
に
よ

る
。

　
（
地
方
債
）

第
２
条
　
地
方
自
治
法
（
昭
和
22
年
法
律
第
67
号
）
第
23
0条

第
１
項
の
規
定
に
よ
り
起
こ
す
こ
と
が
で

き
る
地
方
債
の
起
債
の
目
的
、
限
度
額
、
起
債
の
方
法
、
利
率
及
び
償
還
の
方
法
は
、
「
第
２
表
地
方

債
」
に
よ
る
。

　
　
平
成
28
年
２
月
16
日
提
出

沖
縄

県
知

事
　

　
翁

　
　
長

　
　
雄

　
　
志

－
4
5
－

第
 
１

 
表

 
 
 
歳

 
入

 
歳

 
出
 
予
 
算

 歳
　
　
入

款
項

金
　

　
　

　
額

１
財

産
収

入
1
2
5
,
6
6
6

千
円

１
財

産
運

用
収

入
1
2
5
,
6
6
6

２
繰

入
金

1
4
2
,
5
4
3

１
基

金
繰

入
金

1
4
2
,
5
4
3

３
繰

越
金

2
3
,
3
4
5

１
繰

越
金

2
3
,
3
4
5

歳
　
　
　
入
　
　
　
合
　
　
　
計

2
9
1
,
5
5
4

 歳
　
　
出

款
項

金
　

　
　

　
額

１
産

業
振

興
費

2
9
1
,
5
5
4

千
円

１
産

業
振

興
費

2
9
1
,
5
5
4

歳
　
　
　
出
　
　
　
合
　
　
　
計

2
9
1
,
5
5
4

－
4
4
－

─
4
3
─

─
4
4
─



第
 
１

 
表

 
 
 
歳

 
入

 
歳

 
出
 
予
 
算

 歳
　
　
入

款
項

金
　

　
　

　
額

１
使

用
料

及
び

手
数

料
9
0
,
4
1
8

千
円

１
使

用
料

9
0
,
4
1
8

２
繰

入
金

3
3
7
,
0
4
8

１
一

般
会

計
繰

入
金

3
3
7
,
0
4
8

３
繰

越
金

1
2
,
4
5
6

１
繰

越
金

1
2
,
4
5
6

４
県

債
6
8
,
8
0
0

１
県

債
6
8
,
8
0
0

歳
　
　
　
入
　
　
　
合
　
　
　
計

5
0
8
,
7
2
2

 歳
　
　
出

款
項

金
　

　
　

　
額

１
土

木
費

2
8
2
,
7
6
9

千
円

１
港

湾
費

2
8
2
,
7
6
9

２
公

債
費

2
2
5
,
9
5
3

１
公

債
費

2
2
5
,
9
5
3

歳
　
　
　
出
　
　
　
合
　
　
　
計

5
0
8
,
7
2
2

－
4
6
－

第
 
２

 
表

 
 
 
地

 
方

 
債

起
債

の
目

的
限

　
度
　
額

起
債
の
方
法

利
　
　
率

償
　
還
　
の
　
方
　
法

千
円

中
城

湾
港

整
備

事
業

6
8
,
8
0
0

（
借
入
方
法
）

証
書
借
入
又
は
証

券
発

行
に

よ
る
。

発
行
価
格
が
額
面

金
額
を
下
回
る
と

き
は
、
そ
の
発
行

差
額
を
う
め
る
た

め
必
要
な
金
額
を

こ
れ
に
加
算
し
た

金
額
と
す
る
こ
と

が
で
き
る
。

（
借
入
時
期
）

平
成
28
年
度
。
た

だ
し
、
事
業
そ
の

他
の
都
合
に
よ
り
、

そ
の
一
部
又
は
全

部
を
後
年
度
に
繰

り
延
べ
て
起
債
す

る
こ
と
が
で
き
る
。

年
９
％
以
内

（
た

だ
し

、

利
率
見
直
し

方
式
で
借
り

入
れ
る
資
金

に
つ

い
て

、

利
率
の
見
直

し
を
行
っ
た

後
に
お
い
て

は
、
当
該
見

直
し
後
の
利

率
）

償
還
期
間
は
、
据
置
期
間
を
含
め
40
年

以
内
と
す
る
。

償
還
方
法
は
、
元
利
均
等
、
元
金
均
等

等
に
よ
る
。

た
だ
し
、
財
政
の
都
合
に
よ
り
、
据
置

期
間
中
で
あ
っ
て
も
繰
上
償
還
し
、
償

還
年
限
を
変
更
し
、
又
は
借
り
換
え
る

こ
と
が
で
き
る
。

合
計

6
8
,
8
0
0

－
4
7
－

─
4
5
─

─
4
6
─



第
 
１

 
表

 
 
 
歳

 
入

 
歳

 
出

 
予

 
算

 歳
　
　
入

款
項

金
　
　
　
　
額

１
使

用
料

及
び

手
数

料
2
6
,
1
7
2

千
円

１
使

用
料

2
6
,
1
7
2

２
財

産
収

入
5
3
3
,
2
2
2

１
財

産
売

払
収

入
5
3
3
,
2
2
2

３
繰

入
金

1
0
3
,
0
6
2

１
一

般
会

計
繰

入
金

1
0
3
,
0
6
2

４
繰

越
金

1
9
,
2
3
3

１
繰

越
金

1
9
,
2
3
3

５
県

債
1
,
2
0
2
,
6
8
6

１
県

債
1
,
2
0
2
,
6
8
6

歳
　
　
　
入
　
　
　
合
　
　
　
計

1
,
8
8
4
,
3
7
5

 歳
　
　
出

款
項

金
　
　
　
　
額

１
土

木
費

1
9
0
,
3
9
8

千
円

１
港

湾
費

1
9
0
,
3
9
8

２
公

債
費

1
,
6
9
3
,
9
7
7

１
公

債
費

1
,
6
9
3
,
9
7
7

歳
　
　
　
出
　
　
　
合
　
　
　
計

1
,
8
8
4
,
3
7
5

－
4
9
－

甲
第
1
7
号
議
案

平
成

2
8
年

度
沖

縄
県

中
城

湾
港

マ
リ

ン
・

タ
ウ
ン
特
別
会
計
予
算

　
平
成
28
年
度
沖
縄
県
中
城
湾
港
マ
リ
ン
・
タ
ウ
ン
特
別
会
計
の
予
算
は
、
次
に
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
る
。

　
（
歳
入
歳
出
予
算
）

第
１
条
　
歳
入
歳
出
予
算
の
総
額
は
、
歳
入
歳
出
そ
れ
ぞ
れ
1,
88
4,
37
5千

円
と
定
め
る
。

２
　
歳
入
歳
出
予
算
の
款
項
の
区
分
及
び
当
該
区
分
ご
と
の
金
額
は
、
「
第
１
表
歳
入
歳
出
予
算
」
に
よ

る
。

　
（
地
方
債
）

第
２
条
　
地
方
自
治
法
（
昭
和
2
2年

法
律
第
67
号
）
第
2
3
0条

第
１
項
の
規
定
に
よ
り
起
こ
す
こ
と
が
で

き
る
地
方
債
の
起
債
の
目
的
、
限
度
額
、
起
債
の
方
法
、
利
率
及
び
償
還
の
方
法
は
、
「
第
２
表
地
方

債
」
に
よ
る
。

　
　
平
成
28
年
２
月
16
日
提
出

 
沖

縄
県
知

事
　

　
翁

　
　
長

　
　
雄

　
　
志

－
4
8
－

─
4
7
─

─
4
8
─



第
 
２

 
表

 
 
地

 
方
 
債

起
債

の
目

的
限
　
度
　
額

起
債
の
方
法

利
　

　
率

償
　

還
　

の
　

方
　

法

千
円

中
城

湾
港

マ
リ
ン
･タ

ウ
ン

整
備

事
業

8
7
,
0
0
0

（
借
入
方
法
）

証
書
借
入
又
は
証

券
発

行
に

よ
る
。

発
行
価
格
が
額
面

金
額
を
下
回
る
と

き
は
、
そ
の
発
行

差
額
を
う
め
る
た

め
必
要
な
金
額
を

こ
れ
に
加
算
し
た

金
額
と
す
る
こ
と

が
で
き
る
。

（
借
入
時
期
）

平
成
28
年
度
。
た

だ
し
、
事
業
そ
の

他
の
都
合
に
よ
り
、

そ
の
一
部
又
は
全

部
を
後
年
度
に
繰

り
延
べ
て
起
債
す

る
こ
と
が
で
き
る
。

年
９
％
以
内

（
た

だ
し

、

利
率
見
直
し

方
式
で
借
り

入
れ
る
資
金

に
つ

い
て

、

利
率
の
見
直

し
を
行
っ
た

後
に
お
い
て

は
、
当
該
見

直
し
後
の
利

率
）

償
還
期
間
は
、
据
置
期
間
を
含
め
40
年

以
内
と
す
る
。

償
還
方
法
は
、
元
利
均
等
、
元
金
均
等

等
に
よ
る
。

た
だ
し
、
財
政
の
都
合
に
よ
り
、
据
置

期
間
中
で
あ
っ
て
も
繰
上
償
還
し
、
償

還
年
限
を
変
更
し
、
又
は
借
り
換
え
る

こ
と
が
で
き
る
。

合
計

8
7
,
0
0
0

－
5
0
－

甲
第

1
8
号

議
案

平
成
2
8
年

度
沖

縄
県

駐
車

場
事

業
特

別
会

計
予

算

　
平
成
28
年
度
沖
縄
県
駐
車
場
事
業
特
別
会
計
の
予
算
は
、
次
に
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
る
。

　
（
歳
入
歳
出
予
算
）

第
１
条
　
歳
入
歳
出
予
算
の
総
額
は
、
歳
入
歳
出
そ
れ
ぞ
れ
12
3,
89
1千

円
と
定
め
る
。

２
　
歳
入
歳
出
予
算
の
款
項
の
区
分
及
び
当
該
区
分
ご
と
の
金
額
は
、
「
第
１
表
歳
入
歳
出
予
算
」
に
よ

る
。

　
　
平
成
28
年
２
月
16
日
提
出

沖
縄

県
知

事
　

　
翁

　
　
長

　
　
雄

　
　
志

－
5
1
－

─
4
9
─

─
5
0
─



甲
第

1
9
号

議
案

平
成
2
8
年
度

沖
縄

県
中

城
湾

港
（

泡
瀬

地
区

）
臨

海
部

土
地

造
成

事
業

特
別
会
計

予
算

　
平
成
28
年
度
沖
縄
県
中
城
湾
港
（
泡
瀬
地
区
）
臨
海
部
土
地
造
成
事
業
特
別
会
計
の
予
算
は
、
次
に
定

め
る
と
こ
ろ
に
よ
る
。

　
（
歳
入
歳
出
予
算
）

第
１
条
　
歳
入
歳
出
予
算
の
総
額
は
、
歳
入
歳
出
そ
れ
ぞ
れ
51
0,
24
8千

円
と
定
め
る
。

２
　
歳
入
歳
出
予
算
の
款
項
の
区
分
及
び
当
該
区
分
ご
と
の
金
額
は
、
「
第
１
表
歳
入
歳
出
予
算
」
に
よ

る
。

　
（
地
方
債
）

第
２
条
　
地
方
自
治
法
（
昭
和
22
年
法
律
第
67
号
）
第
23
0条

第
１
項
の
規
定
に
よ
り
起
こ
す
こ
と
が
で

き
る
地
方
債
の
起
債
の
目
的
、
限
度
額
、
起
債
の
方
法
、
利
率
及
び
償
還
の
方
法
は
、
「
第
２
表
地
方

債
」
に
よ
る
。

　
　
平
成
28
年
２
月
16
日
提
出

沖
縄

県
知

事
　

　
翁

　
　
長

　
　
雄

　
　
志

－
5
3
－

第
 
１

 
表

 
 
 
歳

 
入

 
歳

 
出
 
予
 
算

 歳
　
　
入

款
項

金
　

　
　

　
額

１
繰

　
入

　
金

5
2
,
9
9
5

千
円

１
一

般
会

計
繰

入
金

5
2
,
9
9
5

２
諸

収
入

7
0
,
8
9
6
    

１
雑

入
7
0
,
8
9
6
    

歳
　
　
　
入
　
　
　
合
　
　
　
計

1
2
3
,
8
9
1
    

 歳
　
　
出

款
項

金
　

　
　

　
額

１
土

木
費

3
1
,
4
7
0

千
円

１
道

路
橋

り
ょ

う
費

3
1
,
4
7
0

２
公

債
費

9
2
,
4
2
1
    

１
公

債
費

9
2
,
4
2
1
    

歳
　
　
　
出
　
　
　
合
　
　
　
計

1
2
3
,
8
9
1
    

－
5
2
－

─
5
1
─

─
5
2
─



第
 
１

 
表

 
 
 
歳

 
入

 
歳

 
出
 
予
 
算

 歳
　
　
入

款
項

金
　

　
　

　
額

１
繰

越
金

8
4

千
円

１
繰

越
金

8
4

２
県

債
5
1
0
,
1
6
4

１
県

債
5
1
0
,
1
6
4

歳
　
　
　
入
　
　
　
合
　
　
　
計

5
1
0
,
2
4
8

 歳
　
　
出

款
項

金
　

　
　

　
額

１
土

　
　

　
木

　
　

　
費

2
0
0
,
0
0
0

千
円

１
港

湾
費

2
0
0
,
0
0
0

２
公

　
　

　
債

　
　

　
費

3
1
0
,
2
4
8

１
公

債
費

3
1
0
,
2
4
8

歳
　
　
　
出
　
　
　
合
　
　
　
計

5
1
0
,
2
4
8

－
5
4
－

第
 
２

 
表

 
 
 
地

 
方

 
債

起
債

の
目

的
限
　
度
　
額

起
債
の
方
法

利
　
　
率

償
　
還
　
の
　
方
　
法

千
円

中
城

湾
港

(
泡

瀬
地

区
）

臨
海

部
土

地

造
成

事
業

3
0
8
,
2
0
0

（
借
入
方
法
）

証
書
借
入
又
は
証

券
発

行
に

よ
る
。

発
行
価
格
が
額
面

金
額
を
下
回
る
と

き
は
、
そ
の
発
行

差
額
を
う
め
る
た

め
必
要
な
金
額
を

こ
れ
に
加
算
し
た

金
額
と
す
る
こ
と

が
で
き
る
。

（
借
入
時
期
）

平
成
28
年
度
。
た

だ
し
、
事
業
そ
の

他
の
都
合
に
よ
り
、

そ
の
一
部
又
は
全

部
を
後
年
度
に
繰

り
延
べ
て
起
債
す

る
こ
と
が
で
き
る
。

年
９
％
以
内

（
た

だ
し
、

利
率
見
直
し

方
式
で
借
り

入
れ
る
資
金

に
つ

い
て
、

利
率
の
見
直

し
を
行
っ
た

後
に
お
い
て

は
、
当
該
見

直
し
後
の
利

率
）

償
還
期
間
は
、
据
置
期
間
を
含
め
30
年

以
内
と
す
る
。

償
還
方
法
は
、
元
利
均
等
、
元
金
均
等

等
に
よ
る
。

た
だ
し
、
財
政
の
都
合
に
よ
り
、
据
置

期
間
中
で
あ
っ
て
も
繰
上
償
還
し
、
償

還
年
限
を
変
更
し
、
又
は
借
り
換
え
る

こ
と
が
で
き
る
。

合
計

3
0
8
,
2
0
0

－
5
5
－

─
5
3
─

─
5
4
─



第
 
１

 
表

 
 
 
歳

 
入

 
歳

 
出

 
予

 
算

 歳
　
　
入

款
項

金
　
　
　
　
額

１
繰

入
金

7
0
,
3
5
3
,
4
9
0

千
円

１
一

般
会

計
繰

入
金

7
0
,
3
5
3
,
4
9
0

２
県

債
1
4
,
2
0
0
,
0
0
0

１
県

債
1
4
,
2
0
0
,
0
0
0

歳
　
　
　
入
　
　
　
合
　
　
　
計

8
4
,
5
5
3
,
4
9
0

 歳
　
　
出

款
項

金
　
　
　
　
額

１
公

債
費

8
4
,
5
5
3
,
4
9
0

千
円

１
公

債
費

8
4
,
5
5
3
,
4
9
0

歳
　
　
　
出
　
　
　
合
　
　
　
計

8
4
,
5
5
3
,
4
9
0

－
5
7
－

甲
第
2
0
号
議
案

平
成

2
8
年

度
沖

縄
県

公
債

管
理

特
別

会
計

予
算

　
平
成
28
年
度
沖
縄
県
公
債
管
理
特
別
会
計
の
予
算
は
、
次
に
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
る
。

　
（
歳
入
歳
出
予
算
）

第
１
条
　
歳
入
歳
出
予
算
の
総
額
は
、
歳
入
歳
出
そ
れ
ぞ
れ
84
,5
53
,4
90
千
円
と
定
め
る
。

２
　
歳
入
歳
出
予
算
の
款
項
の
区
分
及
び
当
該
区
分
ご
と
の
金
額
は
、
「
第
１
表
歳
入
歳
出
予
算
」
に
よ

る
。

　
（
地
方
債
）

第
２
条
　
地
方
自
治
法
（
昭
和
2
2年

法
律
第
67
号
）
第
23
0条

第
１
項
の
規
定
に
よ
り
起
こ
す
こ
と
が
で

き
る
地
方
債
の
起
債
の
目
的
、
限
度
額
、
起
債
の
方
法
、
利
率
及
び
償
還
の
方
法
は
、
「
第
２
表
地
方

債
」
に
よ
る
。

　
　
平
成
28
年
２
月
16
日
提
出

沖
縄

県
知

事
　

　
翁

　
　
長

　
　
雄

　
　
志

－
5
6
－

─
5
5
─

─
5
6
─



第
 
２

 
表

 
 
 
地

 
方
 
債

起
債

の
目

的
限
　
度
　
額

起
債
の
方
法

利
　

　
率

償
　

還
　

の
　

方
　

法

千
円

借
換

債
1
4
,
2
0
0
,
0
0
0

（
借
入
方
法
）

証
書
借
入
又
は
証

券
発

行
に

よ
る
。

発
行
価
格
が
額
面

金
額
を
下
回
る
と

き
は
、
そ
の
発
行

差
額
を
う
め
る
た

め
必
要
な
金
額
を

こ
れ
に
加
算
し
た

金
額
と
す
る
こ
と

が
で
き
る
。

（
借
入
時
期
）

平
成
28
年
度

年
９
％
以
内

（
た

だ
し
、

利
率
見
直
し

方
式
で
借
り

入
れ
る
資
金

に
つ

い
て
、

利
率
の
見
直

し
を
行
っ
た

後
に
お
い
て

は
、
当
該
見

直
し
後
の
利

率
）

償
還
期
間
は
、
据
置
期
間
を
含
め
25
年

以
内
と
す
る
。

償
還
方
法
は
、
元
利
均
等
、
元
金
均
等

等
に
よ
る
。

た
だ
し
、
財
政
の
都
合
に
よ
り
、
据
置

期
間
中
で
あ
っ
て
も
繰
上
償
還
し
、
償

還
年
限
を
変
更
し
、
又
は
借
り
換
え
る

こ
と
が
で
き
る
。

合
計

1
4
,
2
0
0
,
0
0
0

－
5
8
－

甲
第

2
1
号

議
案

平
成
2
8
年

度
沖

縄
県

病
院

事
業

会
計

予
算

　
（
総
　
則
）

第
１
条
　
平
成
28
年
度
沖
縄
県
病
院
事
業
会
計
の
予
算
は
、
次
に
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
る
。

　
（
業
務
の
予
定
量
）

第
２
条
　
業
務
の
予
定
量
は
、
次
の
と
お
り
と
す
る
。

⑴
　
病
　
　
床
　
　
数
 

2,
18
8 

床

⑵
　
年

間
患

者
数
 

1,
52
8,
19
4 

人

　
　
　
入
　
　
　
　
院
 

70
1,
66
1 

　
　
　
外
　
　
　
　
来
 

82
6,
53
3

　
　
　
　
病
　
　
　
院
 

76
3,
57
1

　
　
　
　
診
　
療
　
所
 

62
,9
62

⑶
　
一
日
平
均
患
者
数

　
　
　
入
　
　
　
　
院
 

1,
92
2 

人

　
　
　
外
　
　
　
　
来
 

3,
41
5

　
　
　
　
病
　
　
　
院
 

3,
15
5

　
　
　
　
診
　
療
　
所
 

26
0

⑷
　
主
要
な
建
設
改
良
事
業

　
新
八
重
山
病
院
施
設
整
備
事
業
 

4,
62
2,
74
5 
千
円

　
（
収
益
的
収
入
及
び
支
出
）

第
３
条
　
収
益
的
収
入
及
び
支
出
の
予
定
額
は
、
次
の
と
お
り
と
定
め
る
。

収
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
入

　
第
１
款
　
病

院
事

業
収

益
 

5
7
,
5
0
6
,
0
4
6
 千

円

　
　
第
１
項
　
医

　
業

　
収

　
益

 
5
0
,
0
1
5
,
0
4
2

　
　
第
２
項
　
医

業
外

収
益

 
7
,
3
3
6
,
5
1
4

　
　
第
３
項
　
特

　
別

　
利

　
益

 
1
5
4
,
4
9
0

支
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
出

　
第
１
款
　
病

院
事

業
費

用
 

5
6
,
9
6
1
,
5
1
6
 千

円

　
　
第
１
項
　
医

　
業

　
費

　
用

 
5
5
,
9
7
4
,
6
6
2

　
　
第
２
項
　
医

業
外

費
用

 
7
7
2
,
9
5
9

－
5
9
－

─
5
7
─

─
5
8
─



　
（
予
定
支
出
の
各
項
の
経
費
の
金
額
の
流
用
）

第
７
条
　
予
定
支
出
の
各
項
の
経
費
の
金
額
を
流
用
す
る
こ
と
が
で
き
る
場
合
は
、
次
の
と
お
り
と
定
め

る
｡

⑴
　
収
益
的
支
出
に
お
け
る
医
業
費
用
、
医
業
外
費
用
及
び
特
別
損
失
相
互
間
の
流
用

⑵
　
資
本
的
支
出
に
お
け
る
建
設
改
良
費
、
企
業
債
償
還
金
、
無
形
固
定
資
産
及
び
国
庫
補
助
返
還
金

相
互
間
の
流
用

　
（
議
会
の
議
決
を
経
な
け
れ
ば
流
用
す
る
こ
と
の
で
き
な
い
経
費
）

第
８
条
　
次
に
掲
げ
る
経
費
に
つ
い
て
は
、
そ
の
経
費
の
金
額
を
そ
れ
以
外
の
経
費
の
金
額
に
流
用
し
、

又
は
そ
れ
以
外
の
経
費
を
そ
の
経
費
の
金
額
に
流
用
す
る
場
合
は
、
議
会
の
議
決
を
経
な
け
れ
ば
な
ら

な
い
。

　
職
員
給
与
費
 

33
,0
06
,9
42
 千

円

　
（
他
会
計
か
ら
の
補
助
金
）

第
９
条
　
一
般
会
計
か
ら
こ
の
会
計
へ
補
助
を
受
け
る
金
額
は
、
2,
11
7,
74
5千

円
で
あ
る
。

　
（
た
な
卸
資
産
購
入
限
度
額
）

第
10
条
　
た
な
卸
資
産
の
購
入
限
度
額
は
、
10
,8
86
,1
62
千
円
と
定
め
る
。

　
（
重
要
な
資
産
の
取
得
及
び
処
分
）

第
11
条
　
重
要
な
資
産
の
取
得
及
び
処
分
は
、
次
の
と
お
り
と
す
る
。

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
種
　
　
類
　
　
　
　
名
　
　
称
　
　
　
　
　
　
数
　
　
量

　
１
　
取
得
す
る
資
産
　
　
器
械
備
品
　
　
電
子
カ
ル
テ
シ
ス
テ
ム
　
　
　
 　

１

　
　
平
成
28
年
２
月
16
日
提
出

沖
縄

県
知

事
　

　
翁

　
　
長

　
　
雄

　
　
志

－
6
1
－

　
　
第
３
項
　
 特

　
別

　
損

　
失

 
2
0
3
,
8
9
5

　
　
第
４
項
　
 予

　
備

　
費

 
1
0
,
0
0
0

　
（
資
本
的
収
入
及
び
支
出
）

第
４
条
　
資
本
的
収
入
及
び
支
出
の
予
定
額
は
、
次
の
と
お
り
と
定
め
る
（
資
本
的
収
入
額
が
資
本
的
支

出
額
に
対
し
不
足
す
る
額
1,
77
5,
84
0千

円
は
、
過
年
度
分
損
益
勘
定
留
保
資
金
で
補
て
ん
す
る
も
の
と

す
る
。）
。

収
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
入

　
第
１
款
　
資

本
的

収
入

 
8
,
2
4
9
,
0
1
5
 千

円

　
　
第
１
項
　
企

　
業

　
債

 
4
,
8
0
6
,
3
0
0

　
　
第
２
項
　
他

会
計

負
担

金
 

1
,
8
3
5
,
4
0
2

　
　
第
３
項
　
国

庫
補

助
金

 
1
,
6
0
7
,
3
1
3

支
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
出

　
第
１
款
　
資

本
的

支
出

 
1
0
,
0
2
4
,
8
5
5
 千

円

　
　
第
１
項
　
建

設
改

良
費

 
6
,
7
0
2
,
0
7
8

　
　
第
２
項
　
企

業
債

償
還

金
 

2
,
7
2
2
,
7
6
9

　
　
第
３
項
　
他

会
計

借
入

金
償

還
金

 
6
0
0
,
0
0
6

　
　
第
４
項
　
無

形
固

定
資

産
 

1

　
　
第
５
項
　
国

庫
補

助
返

還
金

 
1

　
（
企
業
債
）

第
５
条
　
起
債
の
目
的
、
限
度
額
、
起
債
の
方
法
、
利
率
及
び
償
還
の
方
法
は
、
次
の
と
お
り
と
定
め
る
。

　
１
　
起
債
の
目
的
　
県
立
病
院
及
び
附
属
診
療
所
の
施
設
整
備
、
資
産
購
入

　
２
　
限
　
度
　
額
　
4,
80
6,
30
0千

円

　
３
　
起
債
の
方
法
　
証
書
借
入
又
は
証
券
発
行

借
入
時
期
は
、
平
成
28
年
度
中
と
す
る
。
た
だ
し
、
工
事
の
進
捗
状
況
等
に
よ
り

起
債
額
の
一
部
又
は
全
部
を
翌
年
度
に
繰
り
延
べ
て
借
り
入
れ
る
こ
と
が
で
き
る
。

　
４
　
利
　
　
　
率
　
年
９
％
以
内
（
た
だ
し
、
利
率
見
直
し
方
式
で
借
り
入
れ
る
資
金
に
つ
い
て
、
利

率
の
見
直
し
を
行
っ
た
後
に
お
い
て
は
、
当
該
見
直
し
後
の
利
率
）

　
５
　
償
還
の
方
法
　
据
置
期
間
を
含
め
30
年
以
内
に
元
利
均
等
、
元
金
均
等
等
に
て
償
還
す
る
。

た
だ
し
、
財
政
の
都
合
に
よ
り
、
据
置
期
間
中
で
あ
っ
て
も
繰
上
償
還
し
、
償
還

年
限
を
変
更
し
、
又
は
借
り
換
え
る
こ
と
が
で
き
る
。

　
（
一
時
借
入
金
）

第
６
条
　
一
時
借
入
金
の
限
度
額
は
、
3,
50
0,
00
0千

円
と
定
め
る
。

－
6
0
－

─
5
9
─

─
6
0
─



甲
第
2
2
号
議
案

平
成

2
8
年

度
沖

縄
県

水
道

事
業

会
計

予
算

　
（
総
　
則
）

第
１
条
　
平
成
28
年
度
沖
縄
県
水
道
事
業
会
計
の
予
算
は
、
次
に
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
る
。

　
（
業
務
の
予
定
量
）

第
２
条
　
業
務
の
予
定
量
は
、
次
の
と
お
り
と
す
る
。

　
⑴
　
給

　
水

　
対

　
象
 

那
覇
市
ほ
か
20
市
町
村
及
び
１
企
業
団

　
⑵
　
当

年
度

総
給

水
量
 

15
1,
30
5 
千
㎥

　
⑶
　
一

日
平

均
給

水
量
 

41
5 
千
㎥

　
⑷
　
主
要
な
建
設
改
良
事
業
 

12
,2
69
,8
28
 千

円

　
　
イ
　
導

送
取

水
施

設
整

備
事

業
 

5,
45
8,
81
5

　
　
ロ
　
北
谷
浄
水
場
施
設
整
備
事
業
 

4,
72
4,
26
1

　
　
ハ
　
名
護
浄
水
場
施
設
整
備
事
業
 

2,
08
6,
75
2

　
（
収
益
的
収
入
及
び
支
出
）

第
３
条
　
収
益
的
収
入
及
び
支
出
の
予
定
額
は
、
次
の
と
お
り
と
定
め
る
。

収
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
入

　
第
１
款
　
水

道
事

業
収

益
 

29
,3
20
,7
32
 千

円

　
　
第
１
項
　
営

　
業

　
収

　
益

 
16
,7
09
,4
23

　
　
第
２
項
　
営

業
外

収
益

 
12
,3
39
,3
19

　
　
第
３
項
　
特

　
別

　
利

　
益

 
27
1,
99
0

支
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
出

　
第
１
款
　
水

道
事

業
費

用
 

29
,3
15
,4
19
 千

円

　
　
第
１
項
　
営

　
業

　
費

　
用

 
27
,1
60
,3
58

　
　
第
２
項
　
営

業
外

費
用

 
1,
77
3,
74
6

　
　
第
３
項
　
特

　
別

　
損

　
失

 
37
6,
31
5

　
　
第
４
項
　
予

　
備

　
費

 
5,
00
0

（
資
本
的
収
入
及
び
支
出
）

第
４
条
　
資
本
的
収
入
及
び
支
出
の
予
定
額
は
、
次
の
と
お
り
と
定
め
る
（
資
本
的
収
入
額
が
資
本
的
支

出
額
に
対
し
不
足
す
る
額
4,
92
4,
48
2千

円
は
、
当
年
度
消
費
税
及
び
地
方
消
費
税
資
本
的
収
支
調
整
額

31
2,
89
2千

円
、
過
年
度
分
損
益
勘
定
留
保
資
金
91
9,
94
7千

円
及
び
減
債
積
立
金
3,
69
1,
64
3千

円
で
補

て
ん
す
る
も
の
と
す
る
。
）
。

－
6
2
－

収
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
入

　
第
１
款
　
資

本
的

収
入

 
14
,5
06
,1
97
 千

円

　
　
第
１
項
　
企

　
　

業
　

　
債

 
3,
06
9,
00
0

　
　
第
２
項
　
国

庫
補

助
金

 
10
,2
00
,7
35

　
　
第
３
項
　
他

会
計

補
助

金
 

56
2,
02
2

　
　
第
４
項
　
固

定
資

産
売

却
代

金
 

67
4,
44
0

支
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
出

　
第
１
款
　
資

本
的

支
出

 
19
,4
30
,6
79
 千

円

　
　
第
１
項
　
建

設
改

良
費

 
14
,9
78
,6
29

　
　
第
２
項
　
企

業
債

償
還

金
 

4,
11
9,
15
5

　
　
第
３
項
　
国

庫
補

助
金

返
還

金
 

32
,8
95

　
　
第
４
項
　
投

　
　

　
　

　
　

資
 

30
0,
00
0

　
（
債
務
負
担
行
為
）

第
５
条
　
債
務
負
担
行
為
を
す
る
こ
と
が
で
き
る
事
項
、
期
間
及
び
限
度
額
は
、
次
の
と
お
り
と
定
め
る
。

　
　
　
　
　
事
　
　
　
項
　
　
　
　
　
　
　
　
　
期
　
　
　
間
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
 限

　
度
　
額

　
　
導

送
取

水
施

設
整

備
事

業
 

平
成
29
年
度
 

5,
56
9,
26
3 
千
円

　
　
西

原
浄

水
場

施
設

整
備

事
業

 
平
成
29
年
度
 

1,
21
9,
38
5 
千
円

　
　
久

志
浄

水
場

施
設

整
備

事
業

 
平
成
29
年
度
 

91
0,
49
4 
千
円

　
　
名

護
浄

水
場

施
設

整
備

事
業

 
平
成
29
年
度
 

76
4,
90
7 
千
円

　
　
北

谷
浄

水
場

施
設

整
備

事
業
 

平
成
29
年
度
か
ら
 

3,
35
0,
22
1 
千
円

　
  

平
成
30
年
度
ま
で

　
　
石

川
浄

水
場

運
転

管
理

 
平
成
29
年
度
か
ら

　
　
業

務
委

託
事

業
 

平
成
33
年
度
ま
で
 

58
7,
27
0 
千
円

　
　
西

原
浄

水
場

運
転

管
理

 
平
成
29
年
度
か
ら

　
　
業

務
委

託
事

業
 

平
成
33
年
度
ま
で
 

45
5,
55
5 
千
円

　
　
西

系
列

取
水

ポ
ン

プ
場

等
 

平
成
29
年
度
か
ら

　
　
維

持
管

理
業

務
委

託
事

業
 

平
成
33
年
度
ま
で
 

25
7,
68
8 
千
円

　
（
企
業
債
）

第
６
条
　
起
債
の
目
的
、
限
度
額
、
起
債
の
方
法
、
利
率
及
び
償
還
の
方
法
は
、
次
の
と
お
り
と
定
め
る
。

　
１
　
起
債
の
目
的
　
取
水
、
貯
水
、
導
水
、
浄
水
、
送
水
施
設
整
備
事
業

　
２
　
限
　
度
　
額
　
3,
06
9,
00
0千

円

　
３
　
起
債
の
方
法
　
証
書
借
入
又
は
証
券
発
行

－
6
3
－

─
6
1
─

─
6
2
─



甲
第

2
3
号

議
案

平
成
2
8
年
度

沖
縄

県
工

業
用

水
道

事
業

会
計

予
算

　
（
総
　
則
）

第
１
条
　
平
成
28
年
度
沖
縄
県
工
業
用
水
道
事
業
会
計
の
予
算
は
、
次
に
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
る
。

　
（
業
務
の
予
定
量
）

第
２
条
　
業
務
の
予
定
量
は
、
次
の
と
お
り
と
す
る
。

⑴
　
給

　
水

　
対

　
象

 
98
事
業
所

⑵
　
当

年
度

総
給

水
量

 
7,
74
0 
千
㎥

⑶
　
一

日
平

均
給

水
量

 
21
 千

㎥

⑷
　
主

要
な

建
設
改

良
事

業
 

49
,8
58
 千

円

　
　
イ
　
導

水
施

設
整

備
事

業
 

41
,9
22

　
　
ロ
　
久

志
浄

水
場

施
設

整
備

事
業

 
7,
93
6

　
（
収
益
的
収
入
及
び
支
出
）

第
３
条
　
収
益
的
収
入
及
び
支
出
の
予
定
額
は
、
次
の
と
お
り
と
定
め
る
。

収
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
入

　
第
１
款
　
工

業
用

水
道

事
業

収
益

 
68
8,
83
0 
千
円

　
　
第
１
項
　
営

業
収

益
 

30
3,
10
0

　
　
第
２
項
　
営

業
外

収
益

 
38
5,
72
9

　
　
第
３
項
　
特

　
別

　
利

　
益

 
1

支
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
出

　
第
１
款
　
工

業
用

水
道

事
業

費
用

 
68
8,
75
3 
千
円

　
　
第
１
項
　
営

　
業

　
費

　
用

 
67
0,
06
6

　
　
第
２
項
　
営

業
外

費
用

 
18
,1
86

　
　
第
３
項
　
特

　
別

　
損

　
失

 
1

　
　
第
４
項
　
予

　
　

備
　

　
費

 
50
0

　
（
資
本
的
収
入
及
び
支
出
）

第
４
条
　
資
本
的
収
入
及
び
支
出
の
予
定
額
は
、
次
の
と
お
り
と
定
め
る
（
資
本
的
収
入
額
が
資
本
的
支

出
額
に
対
し
不
足
す
る
額
62
,4
91
千
円
は
、
当
年
度
消
費
税
及
び
地
方
消
費
税
資
本
的
収
支
調
整
額
66
9

千
円
、
過
年
度
分
損
益
勘
定
留
保
資
金
26
,9
58
千
円
及
び
減
債
積
立
金
34
,8
64
千
円
で
補
て
ん
す
る
も

の
と
す
る
。
）
。

－
6
5
－

　
４
　
利
　
　
　
率
　
年
９
％
以
内

　
５
　
償
還
の
方
法
　
償
還
期
間
は
、
据
置
期
間
を
含
め
40
年
以
内
と
す
る
。
償
還
方
法
は
、
元
利
均
等
、

元
金
均
等
等
に
よ
る
。
た
だ
し
、
財
政
の
都
合
に
よ
り
、
据
置
期
間
中
で
あ
っ
て

も
繰
上
償
還
し
、
償
還
年
限
を
変
更
し
、
又
は
借
り
換
え
る
こ
と
が
で
き
る
。

　
（
一
時
借
入
金
）

第
７
条
　
一
時
借
入
金
の
限
度
額
は
、
9,
00
0,
00
0千

円
と
定
め
る
。

　
（
予
定
支
出
の
各
項
の
経
費
の
金
額
の
流
用
）

第
８
条
　
予
定
支
出

の
各

項
の

経
費

の
金

額
を

流
用

す
る

こ
と

が
で

き
る

場
合

は
､次

の
と

お
り

と
定

め

る
。

⑴
　
水
道
事
業
費
用
に
お
け
る
営
業
費
用
、
営
業
外
費
用
及
び
特
別
損
失
相
互
間
の
流
用

⑵
　
資
本
的
支
出
に
お
け
る
建
設
改
良
費
、
企
業
債
償
還
金
、
国
庫
補
助
金
返
還
金
及
び
投
資
相
互
間

の
流
用

　
（
議
会
の
議
決
を
経
な
け
れ
ば
流
用
す
る
こ
と
の
で
き
な
い
経
費
）

第
９
条
　
次
に
掲

げ
る

経
費

に
つ

い
て

は
、

そ
の

経
費

の
金

額
を

そ
れ

以
外

の
経

費
の

金
額

に
流

用
し
、

又
は
そ
れ
以
外
の
経
費
を
そ
の
経
費
の
金
額
に
流
用
す
る
場
合
は
、
議
会
の
議
決
を
経
な
け
れ
ば
な
ら

な
い
。

⑴
　
職
員
給
与
費
 

2,
26
6,
34
3 
千
円

⑵
　
交
際
費
 

15
0 
千
円

　
（
他
会
計
か
ら
の
補
助
金
）

第
10
条
　
臨
時
財
政
特
例
債
等
の
償
還
に
要
す
る
経
費
等
に
充
て
る
た
め
一
般
会
計
か
ら
こ
の
会
計
へ
補

助
を
受
け
る
金
額
は
、
57
0,
31
4千

円
で
あ
る
。

　
（
た
な
卸
資
産
購
入
限
度
額
）

第
11
条
　
た
な
卸
資
産
の
購
入
限
度
額
は
、
10
,0
00
千
円
と
定
め
る
。

　
（
重
要
な
資
産
の
取
得
及
び
処
分
）

第
12
条
　
重
要
な
資
産
の
取
得
及
び
処
分
は
、
次
の
と
お
り
と
す
る
。

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
種
　
類
　
　
　
　
　
名
　
称
 　

　
　
　
　
　
数
　
量
　
　
　
処
分
の
態
様

　
１
　
処
分
す
る
資
産
　
　
 土

 地
 
　
　
旧
石
川
浄
水
場
用
地
　
　
　
36
,4
07
.1
4㎡

　
　
　
売
払
い

　
　
平
成
28
年
２
月
16
日
提
出

沖
縄

県
知

事
　

　
翁

　
　
長

　
　
雄

　
　
志

－
6
4
－

─
6
3
─

─
6
4
─



収
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
入

　
第
１
款
　
資

本
的

収
入

 
10
0,
67
5 
千
円

　
　
第
１
項
　
国

庫
補

助
金

 
33
,6
54

　
　
第
２
項
　
他

会
計

補
助

金
 

17
,1
48

　
　
第
３
項
　
投

資
償

還
金

 
49
,8
73

支
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
出

　
第
１
款
　
資

本
的

支
出

 
16
3,
16
6 
千
円

　
　
第
１
項
　
建

設
改

良
費

 
61
,1
53

　
　
第
２
項
　
企

業
債

償
還

金
 

52
,0
12

　
　
第
３
項
　
国

庫
補

助
金

返
還

金
 

1

　
　
第
４
項
　
投

　
　

　
　

　
　

資
 

50
,0
00

　
（
債
務
負
担
行
為
）

第
５
条
　
債
務
負
担
行
為
を
す
る
こ
と
が
で
き
る
事
項
、
期
間
及
び
限
度
額
は
、
次
の
と
お
り
と
定
め
る
。

　
　
　
　
事
　
　
　
項
　
　
　
　
　
　
　
　
　
期
　
　
　
間
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
 限

　
度

　
額

　
導

水
施

設
整

備
事

業
 

平
成
29
年
度
 

13
,5
14
 千

円

　
久
志
浄
水
場
施
設
整
備
事
業
 

平
成
29
年
度
 

80
,8
99
 千

円

　
（
一
時
借
入
金
）

第
６
条
　
一
時
借
入
金
の
限
度
額
は
、
20
0,
00
0千

円
と
定
め
る
。

　
（
予
定
支
出
の
各
項
の
経
費
の
金
額
の
流
用
）

第
７
条
　
予
定
支
出
の
各
項
の
経
費
の
金
額
を
流
用
す
る
こ
と
が
で
き
る
場
合
は
、
次
の
と
お
り
と
定
め

る
。

⑴
　
工
業
用
水
道
事
業
費
用
に
お
け
る
営
業
費
用
、
営
業
外
費
用
及
び
特
別
損
失
相
互
間
の
流
用

⑵
　
資
本
的
支
出
に
お
け
る
建
設
改
良
費
、
企
業
債
償
還
金
、
国
庫
補
助
金
返
還
金
及
び
投
資
相
互
間

の
流
用

　
（
議
会
の
議
決
を
経
な
け
れ
ば
流
用
す
る
こ
と
の
で
き
な
い
経
費
）

第
８
条
　
次
に
掲

げ
る

経
費

に
つ

い
て

は
、

そ
の

経
費

の
金
額

を
そ

れ
以

外
の

経
費

の
金

額
に

流
用

し
、

又
は
そ
れ
以
外
の
経
費
を
そ
の
経
費
の
金
額
に
流
用
す
る
場
合
は
、
議
会
の
議
決
を
経
な
け
れ
ば
な
ら

な
い
。

⑴
　
職
員
給
与
費
 

35
,2
45
 千

円

　
（
他
会
計
か
ら
の
補
助
金
）

第
９
条
　
一
般
会
計
か
ら
こ
の
会
計
へ
補
助
を
受
け
る
金
額
は
、
73
,4
12
千
円
で
あ
る
。

　
　
平
成
28
年
２
月
16
日
提
出

沖
縄

県
知

事
　

　
翁

　
　
長

　
　
雄

　
　
志

－
6
6
－

─
6
5
─








